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はじめに 
 
 この報告書は、「福岡県総合計画」（平成 24 年３月策定）の平成 26 年度の実施状況を取り

まとめたものです。 

 第１部は総合計画の概要を、第２部は総合計画の実施状況を、第３部は施策目標の進捗状

況を取りまとめています。 

 

第１部 総合計画の概要 

 

１ 計画策定の趣旨 

経済のグローバル化の進展や、アジアの発展と国際競争の激化、超高齢社会・人口減少

社会の到来などにより、社会の基本的な構造や私たちの生活様式は大きく変化しています。

また、リーマンショックに端を発した世界同時不況、深刻な財政状況、東日本大震災によ

る甚大な被害など、我が国はこれまでに経験したことのない試練を迎えています。 

そこで、本県では、県民一人ひとりが福岡県に生まれ、生活してよかったと実感できる

「県民幸福度日本一」に向けて、目指す姿とこれを実現するための施策の方向を示す総合

計画を策定しました。 

     

２ 計画の期間 

今日の経済・社会の変化の大きさと速さを考慮し、10 年程度先の社会を見据えつつ、実

効性のある計画期間として５年間（平成 24 年度～28 年度）としています。 

 

総合計画

（平成24～28年度）

H23 24 25 26 27 28 29

●

策定

○報告
 

＊前年度の実施状況を取りまとめ、毎年 9月議会に報告します。  

 

３ 計画の基本的な考え方 

（１）目指すべき目標 

県民一人ひとりが幸福を実感でき、自信と誇りを持てる福岡県、「県民幸福度日本一」

の福岡県を目指します。 

そして、「県民幸福度日本一」の基本である、県民生活の「安定」「安全」「安心」を向

上させ、昨日より今日、今日より明日は良くなると将来に夢や希望が持てる社会を構築

していきます。 

 

（２）取組方針 

県民生活の「安定」「安全」「安心」を向上させるために、「10 の事項」の実現に取り

組みます。 

この「10 の事項」を基本として、時代の潮流や福岡県の強みを踏まえて、３つの視点

から、具体的な施策を展開します。 
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（３）施策の実効性を高める好循環の構築 

施策の実施に当たっては、県民意識調査を通じて県民の幸福実感や施策の重要度など

を把握するとともに、施策の目標については、その達成度を確認し、ＰＤＣＡ（Plan－

Do－Check－Action）サイクルにより、施策の実効性を高める好循環の構築を図ります。 

■ 計画の基本的な考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 活力にあふれ成長力に富んだ経済と雇用の創出 

２ 災害や犯罪、事故がなく、安全で安心して暮らせること 

３ 高齢者や障害者が安心してはつらつと生活できること 

４ 女性がいきいきと働き活躍できること 

５ 安心して子育てができること 

６ 子ども・若者が夢を抱き、将来に向かってはばたけること 

７ 誰もが元気で健康に暮らせること  

８ 心のぬくもりと絆を実感できる社会であること 

９ 環境と調和し、快適に暮らせること 

10 豊かな文化を楽しみ、幅広い分野の国際交流を実感できること 

「県民幸福度日本一の福岡県」 

～ 幸 福 を 実 感 で き る 福 岡 県 ～ 

１０の事項の実現に取り組む 

県
民
意
識
調
査 

具
体
的
な
施
策
目
標 
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第２部　総合計画の実施状況

１　実施状況報告について

小項目 施策

国際戦略の推進 グリーンアジア国際戦略総合特区の推進

北部九州自動車150万台先進生産拠点化の推進

先端半導体産業の開発拠点化の推進

バイオテクノロジー関連産業の拠点化の推進

ロボット関連産業の拠点化の推進

Rubyビジネス・コンテンツ産業の拠点化の推進

環境・エネルギー産業の開発拠点化の推進

戦略的企業誘致の推進

海外展開の促進

九州観光戦略の推進

福岡県観光戦略の推進

経営基盤の強化

金融対策の推進

新商品開発・販路拡大の支援

技術開発の支援

企業間連携の促進

ベンチャー企業の育成・支援

商店街の活性化

地場産業・伝統工芸産業の振興

ファッション産業の振興

新生活産業の育成・振興

県産農林水産物のブランド化の戦略的展開

県独自品種開発の加速

品質維持、安定生産による供給力の向上

対象の明確化による消費者の認知度向上対策

県産農産物の市場流通を基本にした直接取引の強化

消費者への直接販売の拡大

県産農産物の輸出拡大

木材需要に対応した供給体制の整備

水産物の付加価値向上や低コスト化の促進

新規就農者の農外からの参入促進

女性農業者の負担軽減と能力開発の促進

園芸農業における雇用労働を導入した経営の促進

水田農業における法人化による経営の安定

「応援団」づくりによる県民の広範な支持の拡大

農林水産物の安全・安心の確保による県民の信頼の向上

環境に配慮した農業生産の拡大

女性農業者の地域における社会参画の促進

地域資源を活用した６次産業化の取組支援

駆除と隔離による鳥獣被害対策の強化

水産資源の回復と養殖生産の安定化

　　総合計画の「10の事項」を実現するために総合的に展開する188の施策ごとに、平成26年

　度に実施した主な取組みを報告します。

ブランド化を通じた県産農
林水産物の競争力の強化

県民とともにつくる農林水
産業

若者や女性が活躍する農業
経営の推進

女性の活躍、地域資源の活
用による農林水産業・農山
漁村の活性化

多様な流通・消費に応じた
県産農林水産物の生産と販
売対策の推進

先端成長産業の育成、集
積・拠点化

国内外企業誘致の推進

観光拠点の形成

発展力のある中小企
業をつくる
総合的な中小企業支援

アジアのビジネス拠
点をつくる

足腰の強い農林水産
業をつくる

２　施策の体系

（１）活力にあふれ成長力に富んだ経済と雇用の創出

中項目

1

2

3
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小項目 施策

若者の就職支援

中高年の就職支援

子育て中の女性の就職支援

企業ニーズに沿った人材育成

熟練技能の継承

雇用機会の創出・拡大 雇用が見込まれる分野への人材移転の推進

ワーク･ライフ･バランスの推進

労働福祉の充実

広域地域振興圏域ごとの地
域づくりの推進
広域連携プロジェクトの推進

街なか再生の推進

中山間・過疎地域の振興

地域交通の確保

生活道路の整備

福岡空港のアジア拠点空港化の推進

北九州空港の貨物拠点空港化の推進

北九州港、博多港のアジア拠点港湾化の推進

高規格幹線道路網の整備

基幹となる道路網の整備

地域の自立促進のための道路網の整備

県営港湾の整備・利用促進

（２）災害や犯罪、事故がなく、安全で安心して暮らせること

小項目 施策

防災危機管理体制の強化

自然災害対策の推進

耐震化の推進

公共施設の適切な維持管理の推進

暴力団の壊滅

県民の身近で発生する犯罪の抑止対策の推進

重要凶悪事件の徹底検挙

薬物乱用防止対策の推進

テロ対策の推進

治安を確保するための基盤の充実・強化

飲酒運転の撲滅

交通安全対策の推進

消費生活の安全・安心の確保

産業保安の確保

食の安全・安心の確保 食の安全・安心の確保

（３）高齢者や障害者が安心してはつらつと生活できること

小項目 施策

いきいきと働くことができる仕組みづくり

共助社会づくりへの参加促進

生きがい・仲間づくり

地域での高齢者見守り活動の推進

地域包括ケアの推進

認知症高齢者への支援体制の確保

高齢者の尊厳が尊重される
社会づくりの推進
高齢者の権利擁護

暮らしの安全の確保

高齢者が活躍する社
会をつくる
70歳現役社会づくりの推進

高齢者が安心して生
活する社会をつくる

高齢者が安心して暮らせる
地域づくりの推進

災害に強いまちの構築

安全・安心を実感できる治
安の確保

道路交通の安全確保

地域の活力を支える道路・
港湾の整備・利用促進

アジアとつながり、
地域が密接に連携し
発展するための社会
資本を整備する

アジアの拠点空港化・拠点
港湾化の推進

広域ネットワークの整備

地域再生の推進

地域再生基盤の整備

雇用対策を充実し、
いきいきと働ける環
境をつくる

求職者の状況に応じたきめ
細かな就職支援

安心して働くことができる
環境の整備

職業能力の向上

地域のそれぞれの特
色を活かして魅力あ
る地域をつくる

災害に強いまちをつ
くる

暮らしの安全・食の
安全を守る

中項目

1

2

6

中項目

1

2
犯罪や事故のない社
会をつくる

3

4

中項目

5
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小項目 施策

供給量の確保及びサービスの質の向上

介護を担う人材確保と資質の向上

介護保険制度の安定的な運
営
介護給付の適正化

就職支援の充実

職業訓練の充実

障害者の社会参加の促進

障害者福祉サービスの充実

障害者の収入の向上

障害者の権利擁護

福祉のまちづくりの推進

（４）女性がいきいきと働き活躍できること

小項目 施策

女性が働き続けることができる職場づくり

子育て中の女性の就職支援（再掲）

指導的地位への女性の進出
促進
政策・方針決定過程への参画促進

母子家庭の自立支援

配偶者からの暴力の防止

性犯罪・ストーカー対策の推進

（５）安心して子育てができること

小項目 施策

若者の就職支援（再掲）

結婚応援の推進

周産期医療体制の確保

小児医療の充実

母子保健の充実

保育サービスの充実

地域における子育て支援

仕事と子育ての両立支援

児童虐待の防止

社会的養護の充実

ひとり親家庭の自立支援（一部再掲）

中項目

きめ細かな対応が必要な子
どもへの支援
きめ細かな対応が必
要な子どもを支える

社会的・経済的に厳しい状
況を強いられている女性の
支援

若者が結婚･子育てに
希望を持てる社会を
つくる

若者が結婚・子育てに希望
を持つ社会づくりの推進

安心して子どもを生
み育てることができ
る社会をつくる

安心して出産・育児ができ
る社会づくりの推進

子育てを応援する社会づく
りの推進

社会的・経済的に厳
しい状況を強いられ
ている女性を支える

適切な介護サービスの確保

障害者が自立して生
活できる社会をつく
る

障害者雇用の拡大

女性が活躍する社会
をつくる

女性の安定就労の推進

障害者の地域生活支援

適切な介護サービス
を受けられる社会を
つくる
3

2

中項目

1

2

3

4

1

中項目
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（６）子ども・若者が夢を抱き、将来に向かってはばたけること

小項目 施策

確かな学力向上のための取組の推進

個性や能力を伸ばす教育の充実

キャリア教育の充実

特別支援教育の充実

体力向上のための取組の推進

体育・スポーツ活動を豊かにする体制づくり

教育力向上福岡県民運動の推進

青少年アンビシャス運動の推進

国際感覚あふれる子ども・若者の育成

実体験を重視した教育の推進

就学前教育の振興

読書活動の充実

道徳性を養う心の教育の充実

いじめ・不登校、ひきこもり問題の解決

健康教育の充実

少年の非行防止と健全育成 少年の非行防止と健全育成

信頼される教職員の育成

児童生徒の安全確保

学校施設の整備・充実

教育機会の確保

地域に開かれた学校づくり

教育ニーズに対応する学校づくり

私立学校教育の充実 私立学校教育の充実

（７）誰もが元気で健康に暮らせること

小項目 施策

健康づくりの推進

生活習慣病対策の推進

がん対策の推進

歯科保健の推進

こころの健康・自殺防止対策の推進

ひきこもり対策の推進

難病患者等の支援 難病患者等への支援の充実

健康被害の防止 感染症対策の推進

救急医療体制の確保

在宅医療の推進

へき地医療対策の推進

医療機関における安全確保

医薬品等の安全確保

医療・看護を担う人材確保

医療保険制度の安定的な運
営
医療費の適正化

自立支援体制の推進

医療扶助の適正化

ホームレスの自立支援

中国帰国者及び戦傷病者等
の援護
中国帰国者及び戦傷病者等の自立・生活支援

社会的に厳しい状況
にある生活困窮者等
を支える

生活保護受給者等の自立支
援・適正実施の推進

誰もが必要な医療を
受けられる社会をつ
くる

医療提供体制の確保

学校・家庭・地域の教育力
の向上

豊かな心を持った子ども・
若者の育成

信頼される学校をつ
くる

安心して学べる学校づくり

魅力ある学校づくり

県民の健康の保持増進

中項目

1

3

こころの健康の保持増進

個性や能力に富み、
学力・体力を備えた
子どもを育てる

子どもの学力の向上や個
性・能力の伸長

子どもの体力の向上

中項目

1

2

生涯を通して健康で
過ごせる社会をつく
る

3

2

豊かな人間性や志を
持ち、たくましく生
きる子ども・若者を
育てる
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（８）心のぬくもりと絆を実感できる社会であること

小項目 施策

企業、行政との協働の推進

地域での多様な主体による協働の促進

ＮＰＯ・ボランティアの活
動基盤強化
財政力・人材力の強化

地域コミュニティに関わる人材の育成

ＮＰＯ・ボランティアとの連携促進

地域での高齢者見守り活動の推進（再掲）

人権教育・人権啓発の推進

同和問題をはじめ様々な人権施策の推進

多様な生涯学習施策の推進

学習情報等の一元的な提供

（９）環境と調和し、快適に暮らせること

小項目 施策

地球温暖化対策の推進・省エネルギーの普及促進

環境負荷の少ない社会づくりの推進

資源の有効利用の推進

廃棄物の適正処理の推進

県による再生可能エネルギー等の率先導入

地域の特色を活かした再生可能エネルギーの導入促進

その他多様なエネルギーの効率的利用

自然環境の保全 豊かな自然と生物多様性の保全

森林の保全と荒廃森林の再生

美しい田園空間の保全

快適な生活環境の保全・創出

美しいまちづくりの推進

動物愛護の推進

（10）豊かな文化を楽しみ、幅広い分野の国際交流を実感できること

小項目 施策

県民文化芸術活動の振興

文化資源の保存と活用

スポーツの振興 県民スポーツ活動の振興

社会教育活動の推進

社会教育施設の充実

アジア諸地域との環境交流
の推進
自治体間環境協力の推進

諸外国とのネットワークの形成

アジア若者文化交流の推進
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３ 施策の実施状況 

 

【凡例】 

 

（１）活力にあふれ成長力に富んだ経済と雇用の創出 

①アジアのビジネス拠点をつくる 

 

 [目指す姿] 

○総合計画に掲げている 10 年程度先の福岡県が目指す姿 

 

[主な取組みの実施状況] 

○総合計画に掲げている 188 の施策ごとに平成 26 年度に実施した主な取組みを

記載しています。 

 

（国際戦略の推進） 

施策名 

主な取組み 

（平成26年度に実施した

取組み） 

実施状況 

（取組みの具体的な内容） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10 の事項 

中項目 

小項目 総合計画に掲げている 188 の施策 
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（１）活力にあふれ成長力に富んだ経済と雇用の創出 

①アジアのビジネス拠点をつくる 

 

 [目指す姿] 

○ アジアの発展エネルギーを積極的に取り込み、アジアから世界に向けて展開し、アジア   

とともに発展するビジネス拠点を目指します。 

○ 世界最先端のイノベーションにより新しい技術や製品を次々と生み出し、新たな企業を

呼び込む先端成長産業拠点を目指します。 

○ 本県の先進的な環境技術を活かしたグリーンイノベーションを進め、経済発展を目指し

ます。 

○ 九州一体となった観光振興を推進して福岡の魅力を国内外へ発信し、人が活発に行き交

う拠点を目指します。 

 

[主な取組みの実施状況] 

（国際戦略の推進） 

グリーンアジア国際戦略総合特区の推進 

特区指定区域の拡大 特区事業をより一層推進するため、国と協議を重ね、指定区域を

拡大しました。その結果、指定市町は当初７市町から 28 市町に、

面積は当初指定時の約４倍に拡大し、特区制度を活用した企業の

設備投資が次々に決定しました。 

（企業数 累計 38 社、設備投資額 累計 1,110 億円超） 

地域独自の支援策の拡充 特区事業をより一層推進するため、企業立地促進交付金の特区特

例制度、不動産取得税の課税免除などにより、特区関連事業を行

う企業の設備投資を支援しました。 

「グリーンアジア国際戦

略総合特区地域協議会」の

運営 

地元の産学官で構成する協議会において、指定地域の拡大やプロ

ジェクトの追加等について協議し、特区事業の推進を図りました。 

グリーンアジア国際戦略

総合特区中小企業設備投

資促進補助金 

特区の効果を広く波及させるため、県内中小企業が行う特区事業

に関連した設備投資に対して助成しました。 

（助成件数 11 件） 

 

（先端成長産業の育成、集積・拠点化） 

北部九州自動車150万台先進生産拠点化の推進 

自動車産業アドバイザー

の設置 

自動車産業アドバイザー（自動車メーカー現役社員４名）が、自

動車産業への参入・取引拡大を目指す地元企業に対して、生産現

場の改善指導から取引実現まで一貫して支援を行いました。 

（アドバイザー指導企業の取引拡大件数 76件） 

自動車技術開発補助金 地場中小企業が大学等と連携して行う高機能部品の開発等に対し

て助成しました。（研究開発助成件数 ６件） 

「北部九州自動車産業ア

ジア先進拠点推進フォー

ラム」の開催 

開発から生産までを一貫して担える先進生産拠点への機運を高め

るため、産学官が一堂に会したフォーラムを開催し、「北部九州自

動車産業アジア先進拠点推進構想」の推進に向けた事業計画の説

明、各自動車メーカーの取組状況の報告、燃料電池自動車（ＦＣ

Ｖ）開発者による特別講演、地元企業の競争力強化に向けた事例

報告を行いました。 
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電子・電装分野への参入支

援 

部品比率が高まっている電子・電装系分野の企業集積を図るため、

カーエレプロモーター（大手電子・電装系等企業ＯＢ２名）を中

京地区と福岡地区に配置し、発注情報の収集や、地元企業の発掘

などを行いました。また、中京地区において、カーエレクトロニ

クス商談会を開催しました。（商談会来場者数 781人） 

ＦＣＶ普及と水素ステー

ション整備の一体的推進 

・ＦＣＶの先進的な普及拠点となることを目指し、地元の産学官

が一体となって「ふくおかＦＣＶクラブ」を設立しました。 

・ＦＣＶの普及については、県内自治体、企業に対する導入の働

きかけを行うとともに、県公用車に２台導入、全国ではじめてＦ

ＣＶタクシー５台の導入支援を行いました。 

・水素ステーションの整備については、候補地の紹介から地権者

との交渉までの一貫したサポートや、「グリーンアジア国際戦略総

合特区」の税制優遇措置による支援を実施しました。 

ＦＣＶ等の部品研究会開

催 

地元企業の次世代自動車部品に対する理解を深めるため、次世代

自動車の最新技術動向のセミナーや、ＨＶ・ＦＣＶに活用される

部品の構造や材料について研究会を開催しました。 

（研究会参加者数 238人） 

 

先端半導体産業の開発拠点化の推進 

先端半導体関連製品の開

発支援 

研究テーマの選定から事業化に至るまでの各段階できめ細かな支

援を行うため、地域連携コーディネーターと連携し、産学共同研

究開発のコーディネートや国の補助金等を活用することによっ

て、企業の製品開発を支援しました。（国の補助金等 26件） 

先端半導体人材育成 先端半導体開発の拠点化（クラスター化）を進めるため、半導体

関連の開発人材を養成するシステムＬＳＩカレッジを開催しまし

た。（受講者数 1,047人） 

世界標準部品内蔵基板の

開発・普及促進 

基板関連企業との連携により部品内蔵基板の開発・評価を行い、

普及促進を目的とした講習会を開催しました。 

（講習会参加企業数 延べ28社） 

環境配慮型先端半導体の

販路開拓支援 

県内中小・ベンチャー企業の販路開拓や企業間連携を促進するた

め、福岡先端システムＬＳＩ開発拠点推進会議総会における展示

ブースの設置や国内の代表的な大規模展示会等への出展を支援し

ました。（出展企業数 延べ８社） 

医療福祉機器関連産業の

振興 

県内の半導体やロボット関連企業をはじめ、バイオ、Ruby・コン

テンツ関連企業等の医療福祉機器関連産業分野への参入や機器開

発を促進するため、企業、病院・福祉施設、大学、行政、産業支

援機関等による「ふくおか医療福祉関連機器開発・実証ネットワ

ーク」を設立しました。このネットワークのもと、医療福祉の現

場と企業のマッチング、法規制への対応や医工連携による機器開

発の支援等を実施しました。（ネットワーク会員数 211件） 

 

バイオテクノロジー関連産業の拠点化の推進 

バイオ関連企業の集積促

進 

「バイオ産業拠点推進会議」を推進組織として、バイオインキュ

ベーションセンター（実験室と事務所を兼ねた賃貸研究施設）、バ

イオファクトリー（研究成果実用化のための試作・小規模製造に

対応した貸し工場）を中核に、企業の育成や誘致活動を実施しま

した。 

 

 

-10-



 

新製品・新技術創出研究開

発支援 

バイオ関連企業の一大集積拠点の形成による県南久留米地域を中

心とした産業振興を目指し、製品・技術開発に対して助成しまし

た。（研究開発助成 育成型 ５件、実用型 ２件） 

 

ロボット関連産業の拠点化の推進 

ロボット製品・部品開発支

援 

環境に配慮したロボット製品やサービスロボットについて、ベン

チャー企業等が産学連携で実施する製品開発を支援しました。 

（製品開発助成 ４件） 

生活支援ロボットの社会

実証支援 

生活支援ロボットについて、会員企業が開発した試作機や製品の

現場での社会実証に係る経費を助成することで、製品化や販売に

おける有効なデータを把握し、実用化や市場での普及を促進しま

した。（生活支援ロボット実証実験促進事業（試作機実証実験支援）

採択製品 １件） 

 

Ruby ビジネス・コンテンツ産業の拠点化の推進 

Rubyビジネス拠点の構築 ・県内企業の企画・開発力を高めるため、Rubyを活用した先導的

開発を支援するとともに、「Ruby・コンテンツフォーラム」、「フク

オカRuby大賞」、Ruby東京プレゼンテーション、軽量Ruby導入促進

ビジネスマッチング等を実施し、市場展開できる機会を提供しま

した。 

・軽量Rubyによる製品開発に不可欠な周辺ツールである「デバッ

ガ」を開発し、公開しました。（新規Ruby開発企業数 46社） 

コンテンツ産業の振興 県内企業の企画・開発力を高めるため、コンテンツ企業の製品開

発を支援するとともに、「Ruby・コンテンツフォーラム」、「福岡ビ

ジネス・デジタル・コンテンツ賞」、大手見本市への出展支援、プ

ロデューサーによる有望製品の市場投入促進等を実施し、市場展

開できる機会を提供しました。 

（新規コンテンツリーディング企業数 ８社） 

 

環境・エネルギー産業の開発拠点化の推進 

水素エネルギー新産業の

育成・集積 

県内企業の水素エネルギー製品開発に対する助成、展示会への出

展支援などを行いました。（新規参入企業 ２社、製品開発助成 

４件、展示会出展支援 21社） 

水素人材育成事業 水素エネルギー事業に携わる人材を育成するため、講習会を開催

しました。（経営者コース 110人、技術者育成コース 32人） 

大型研究等の実施 九州大学において、水素材料やカーボンニュートラル、固体酸化

物形燃料電池研究などの大型研究開発や社会実証を実施しまし

た。（大型研究等の実施件数 ５件） 

有機光エレクトロニクス

実用化開発センターによ

る事業実施 

九州大学が開発中の世界最先端の有機ＥＬ素材を活かし、産学官

連携による実用化研究を行う「有機光エレクトロニクス実用化開

発センター」を開設しました。このセンターを核にして、有機Ｅ

Ｌデバイス関連企業の育成、地元企業の参入促進を図るため、「有

機光エレクトロニクス産業化研究会」を平成24年度に立ち上げ、

平成26年度は２回開催しました。 

（研究会会員数 107機関、162人、研究会参加者数 延べ191人） 
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（国内外企業誘致の推進） 

戦略的企業誘致の推進 

企業誘致強化推進事業 企業訪問等による誘致活動により、自動車関連産業などの製造業

のほか、製造業を下支えする道路貨物運送業、大きな雇用を創出

するコンタクトセンターなど36社の企業を誘致し、1,700人（計画）

を超える雇用を創出しました。 

海外企業誘致センターに

よる企業誘致活動 

海外企業誘致センターにおいて、海外事務所や県内市町村及び関

係団体と連携し、企業を誘致しました。（誘致企業数 12社） 

 

海外展開の促進 

福岡アジアビジネスセン

ターの運営 

新たに海外展開に取り組む企業の掘り起こし、海外展開に必要な

現地情報の提供、海外人脈づくりのためのセミナー開催、相談業

務などを実施しました。 

（福岡アジアビジネスセンター支援による成約件数 22 件） 

アジア中小企業経営者交

流拡大事業 

アジアの中小企業経営者を福岡に招へいするとともに、研修、企

業訪問、交流会等からなる交流プログラムを実施し、県内企業と

のビジネスマッチング機会を提供しました。 

（交流プログラムに参加した外国企業からの参加者数 29人）  

クールジャパン・フクオカ

の推進 

本県の強みであるファッション、アニメ・ゲーム、食などを「福

岡の魅力」としてアジア各国において発信し、インバウンドの促

進につなげました。 

 

（観光拠点の形成） 

九州観光戦略の推進 

九州観光戦略の推進 ・平成26年度以後の10年間を「観光産業を九州の基幹産業にする

10年」と位置づけた第二期九州観光戦略（H26～H35）及び、直近

の３年間で優先すべき取組みを定めた行動計画である第１次アク

ションプラン（H26～H28）に基づき、特に海外インバウンドに注

力して九州経済・雇用を活性化させる取組みを実施しました。 

・九州が誇る「温泉」をメインイメージとしたロゴマーク・キャ

ッチコピーを決定し、九州が持つ観光の魅力を世界中の人々にア

ピールしました。 

・「九州アジア観光アイランド総合特区」で、九州地域限定の通訳

案内士（特区ガイド）の育成や、国内外の主要都市における旅行

会社等への説明会・商談会等を実施しました。 

（九州への入国外国人数 167万人） 

海外観光プロモーション ・訪日客が伸びているアジアを中心に、現地旅行博への出展や観

光説明会への参加を通じ、本県の魅力をＰＲし、本県への外国人

観光客誘客拡大に向けた働きかけを行いました。 

・欧州においても、KLMオランダ航空の福岡‐アムステルダム便の

就航を契機に、観光やビジネスなどを通した交流の促進のため、

九州観光推進機構と連携して、九州一体となって、ロンドン、パ

リ、アムステルダムの３都市で観光ＰＲを行いました。 
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福岡県観光戦略の推進 

国内観光客誘致キャンペ

ーンの実施 

・ＪＲ西日本やＪＲ九州の交通広告媒体を用い、関西以西の新幹

線駅、主要駅にてポスターを掲示し、併せて東京で開催された日

本最大級の観光博覧会「ツーリズムＥＸＰＯジャパン」にブース

出展し、本県の強みである都市型観光に加え、温泉、癒し、食、

自然、歴史など多様な観光資源の魅力を発信しました。 

・平成26年１月から、ＮＨＫ大河ドラマ「軍師官兵衛」の放映が

開始されたことから、官兵衛の特設ＨＰの開設や、官兵衛クイズ

キャンペーンを実施しました。 

クルーズ船の誘致 クルーズ船の誘致による県内周遊促進を図るため、博多港に寄港

中のクルーズ船社等への誘致活動を行いました。 

（本県へのクルーズ船寄港回数 100回） 

市町村と連携した観光客

誘致 

自然や歴史、文化、伝統工芸など県内各地の観光資源の情報発信

など、市町村と連携して観光ＰＲ等を行い、観光客の誘致を促進

しました。 

新たな観光商品開発のた

めの女性モニターツアー

及びワークショップ開催 

県内地域づくりによって生み出された「食」や「体験交流」など

の観光資源を女性の観光客や専門家の視点から、さらに魅力ある

観光資源として磨き上げるとともに、これらをパッケージ化した

新たな観光商品を造成して地域への集客を図るため、観光商品造

成のための事前調査、モニターツアー及びワークショップを実施

しました。（筑豊地域で実施） 

海外の修学旅行の誘致 ・台湾の３都市（台北、台中、高雄）において、教育関係者に向 

けた説明会を実施しました。 

・中国の教育関係者に向けた説明会を実施しました。 

観光ブランド化の推進 「ミシュランガイド福岡・佐賀２０１４特別版」の発行を機に、

食の魅力を海外に発信するため、ミシュランガイド英語版ウェブ

サイトの開設、欧州からのメディアの招請を行いました。 

海外観光客の県内周遊の

促進 

現地商談会・説明会や招請事業等を通じ、海外の旅行社に対し本

県旅行商品の造成を促しました。 
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（１）活力にあふれ成長力に富んだ経済と雇用の創出 

②発展力のある中小企業をつくる 

 

 [目指す姿] 

○ 中小企業が成長・発展し、地域経済を力強く牽引する社会を目指します。 

○ 独自の技術力、ノウハウを有する中小企業が活躍する社会を目指します。 

○ 地域の特色を活かし、商店街や地場産業・伝統工芸産業が活性化する社会を目指します。 

○ 少子・高齢化の進展や県民のライフスタイルの変化などに伴い需要が高まる新生活産業

の振興により雇用の創出を目指します。 

 

[主な取組みの実施状況] 

（総合的な中小企業支援） 

経営基盤の強化 

経営革新支援 経営革新アドバイザー等により、県内中小企業者等に対し、経営

革新計画の立案から計画承認後のフォローアップまで一貫して指

導しました。（経営革新計画承認件数 354 件） 

 (公財)福岡県中小企業振

興センターにおける窓口

相談、専門家派遣 

・県内中小企業者等が抱える経営上の様々な問題（経営、技術、

販路開拓、情報化等）について、窓口相談員が助言を行いました。

（相談企業数 2,326 件、相談件数 延べ 3,294 件） 

・相談内容に応じて中小企業振興センターに登録されている専門

家を派遣し、指導助言を行いました。 

（派遣企業数 107 件、派遣件数 延べ 500 件） 

小規模企業者等設備導入

資金の貸付 

・工場や店舗等の集団化、共同化事業などを行う組合等に対して

助言を行うとともに、資金面からも支援を行いました。 

・小規模企業者等の創業、経営基盤強化に必要な設備導入を支援

しました。 

（資金貸付 ２件、診断業務 13 件、設備貸与・資金貸付 67 件） 

  

金融対策の推進 

中小企業振興資金融資 県内中小企業の資金繰りの円滑化を図るため、県の資金を金融機

関に預託し、低利融資を促進することで中小企業経営を支援しま

した。また、融資対象に、消費税率引上げの影響で経営の安定に

支障が生じた中小企業やフクオカ成長企業評価制度を利用した中

小企業を加えました。 

中小企業経営強化支援協

議会の設置 

金融機関から条件変更を受けるなど経営改善が進んでいない中小

企業に対し、「中小企業経営改善・金融サポート会議」（事務局：

福岡県信用保証協会）を通じた経営改善計画策定等を支援しまし

た。 

（中小企業診断士等専門家派遣等による支援実績 293社） 

 

新商品開発・販路拡大の支援 

農商工連携アドバイザー

の派遣 

農商工連携アドバイザーが農業者や商工業者を訪問し、商品の企

画、開発、改良等について指導しました。 

（アドバイザーによる支援件数 187件） 

商談先の開拓支援 農商工連携アドバイザーの指導のもと、県内中小企業者等が商談

会、展示会へ開発商品を出展しました。 
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・九州の食ＥＸＰＯ（H27年３月） 

・九州食の展示商談会２０１４inくまもと（H26年11月）等 

福岡デザインアワード 市場性を有しオリジナリティが高いデザイン性に優れた県内商品

の表彰・推奨を行いました。また、企業のものづくりにおけるデ

ザイン活用の重要性についての啓発セミナーを開催しました。 

（デザインアワード応募件数 189件、表彰件数 45件） 

インターネット通販サイ

ト「よかもん市場」 

福岡を中心とした九州ならではの特産品や名産品等を紹介してい

る通販サイト「よかもん市場」の運営を民間企業に委託し、イン

ターネットを活用した中小企業の販路拡大を支援しました。 

ものづくり中小企業の新

製品開発支援 

経営革新計画の承認を受けた県内中小企業に対して新製品開発補

助金を交付することにより、新製品開発の支援を行いました。 

（支援件数 ８件） 

中小企業販路開拓支援 販路拡大や営業強化が必要とされる中小企業に対して「販路開拓

アドバイザー」を派遣することにより、販路開拓や売上拡大の支

援を行いました。（支援件数 252件） 

 

技術開発の支援 

新技術創造基盤の研究 工業技術センターにおいて先端研究を実施し、技術シーズを形成

するとともに、研究基盤を充実強化しました。（大型研究プロジェ

クトへの移行及び企業への技術移転件数 ８件） 

産学官連携コーディネー

ト 

ＩＳＴ（福岡県産業・科学技術振興財団）にマッチングコーディ

ネーターを配置し、産学官連携による新技術・新製品開発を促進

しました。（コーディネート件数 40 件） 

飯塚研究開発センター事

業 

研究開発支援や人材育成、産学交流等を実施し、地域企業の技術

の高度化を進め、地域産業の振興を図りました。（テクニカルコー

ディネーターによる企業間マッチング件数 53 件） 

知的所有権活用促進 中小企業における知的財産の効果的な創造・保護・活用を図るた

め、技術移転、指導相談、人材育成を行いました。 

（未利用特許の活用件数 338 件） 

食品製造業開発高度化支

援事業 

生物食品研究所内に設置した「ふくおか食品開発支援センター」

にて、県内企業の新製品開発を支援しました。 

（新製品の製品化件数 11件） 

 

企業間連携の促進 

異業種交流の促進 異業種の参加企業が、商品開発の過程で生じる様々な課題を持ち

より、専門家を交えた議論を通じて解決のきっかけをつかむ「デ

ザイン開発ワークショップ」を福岡県産業デザイン協議会主催に

より、県内４地域で開催しました。 

 

ベンチャー企業の育成・支援 

フクオカベンチャーマー

ケット事業 

・ベンチャー企業と投資家等ビジネスパートナーとのマッチング

により、ベンチャー企業の資金調達や販路開拓を支援しました。 

（ベンチャーマーケット開催 12回） 

・異業種交流展示会「新価値創造展２０１４」への合同出展を行

いました。（H26年11月） 
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商店街の活性化 

地域商品券による地域経

済活性化支援 

商工会議所等が行うプレミアム付き地域商品券の発行を支援しま

した。（発行団体数 商工会議所 17団体、商工会 50団体、商店

街 62団体） 

行きたくなる商店街づく

り 

商店街等が行う、安心・安全で快適な買い物環境づくりのための

施設整備や賑わい創出のためのイベント、魅力ある店舗の誘致な

ど、商店街の活性化に向けた取組みを支援しました。 

（施設整備事業 １事業、活性化支援事業 10事業） 

 

地場産業・伝統工芸産業の振興 

伝統的工芸品の展示会に

対する助成 

アクロス福岡で開催される伝統的工芸品の展示会に対して助成し

ました。 

（７産地合同展 １回、個別展 ２回、来場者数 10,413 人） 

「売って出る」伝統工芸モ

デル事業 

伝統的工芸品等産地の意欲ある生産者等を対象に、商品開発スキ

ルやマーケティングの知識等の習得を目的とした講座「ふくおか

匠塾」を開講しました。（塾修了生 15 人） 

伝統工芸振興事業 「博多織デベロップメントカレッジ」など、伝統工芸の各産地等

が行う人材育成のための取組みを支援しました。 

（カレッジ卒業生 10 人） 

県庁展示室の改修 県庁舎11階の物産観光展示室において、南棟展示室、北棟ラウン

ジ、カフェを一体的に活用して県産品のＰＲを行うため、改修工

事を実施しました。 

 

ファッション産業の振興 

福岡アジアコレクション

(ＦＡＣｏ) の開催 

・福岡で開催している「福岡アジアコレクション」（ＦＡＣｏ）に

加え、シンガポール、タイ（バンコク）、韓国（釜山市）でもファ

ッションショー及び商談会を実施しました。 

（来場者数 福岡 7,546人、シンガポール 1,000人、バンコク 

1,500人、釜山 800人） 

・インターンシップを実施し、ファッション人材の育成を図りま

した。（インターンシップ派遣 ６人） 

・ＦＡＣｏによって向上した福岡のファッションイメージを販売

拡大につなげることを目的に、福岡市内の商業施設及び服飾店と

連携し、「ファッションウィーク福岡」を開催しました。 

（参加商業施設 260ショップ（社）） 

 

新生活産業の育成・振興 

新生活産業の創出・育成 新生活産業振興のための民間団体「新生活産業くらぶＦＵＫＵＯ

ＫＡ」の活動を支援し、企業間連携や産学連携の促進、販路拡大、

新サービス創出に向けた研究プロジェクトを実施するとともに、

フランチャイズ方式による事業拡大を図る事業者等に対して、フ

ランチャイズビジネス関連の各種講座や相談会を開催しました。 

（研究プロジェクト件数 ５件、フランチャイズビジネス関連講

座受講者数 450人） 

新生活産業の事業展開等

支援 

新たな事業展開や事業拡大に意欲ある新生活産業関連企業に対し

て、事業展開等に必要な人材の確保を支援しました。 

（新規雇用者数 26人） 
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（１）活力にあふれ成長力に富んだ経済と雇用の創出 

③足腰の強い農林水産業をつくる 

 

 [目指す姿] 

○ 農林水産物のブランド化を促進し、農林水産業の競争力の強化を目指します。 

○ 「応援団」づくりで県民の力強い支持の拡大を目指します。 

○ 農林水産物の安全・安心の確保を図り、県民の信頼の向上を目指します。 

 

[主な取組みの実施状況] 

（ブランド化を通じた県産農林水産物の競争力の強化） 

県産農林水産物のブランド化の戦略的展開 

ブランド化の戦略的展開 

 

 

 

 

・県独自品種の開発、安定生産のための技術指導、機械・施設の

整備、農業団体と一体となったＰＲなどの販売促進活動を通じ、

「ラー麦」などを中心に、ブランド化推進品目の認知度向上に取

り組みました。 

・「あまおう」、「夢つくし」、「博多万能ねぎ」、「雪姫（白輪ギク）」

の４品目に続き、「八女茶」、「ラー麦」が加わり、本総合計画にお

けるブランド化品目は計６品目となりました。 

 

県独自品種開発の加速 

新品種の開発・普及 

 

 

 

 

・高温に強いなしの開発に取り組みました。 

・湿害に強く豆腐栽培適性に優れた大豆の開発に取り組み、「ちく

し豆5号」を開発しました。 

・種なしの甘がきである県育成品種「秋王」の市場投入を早める

ために、苗を大量に増殖させる技術や結実を確保する技術開発に

取り組みました。 

 

品質維持、安定生産による供給力の向上 

省力機械・施設の導入によ

る安定生産の拡大 

収益性が高く活力ある園芸産地を育成するため、省力機械の導入、

ハウス施設や重油高騰に対応した省エネ施設の整備等を進めると

ともに、遮光ネットの導入など夏期の高温対策に対して支援を行

いました。 

輸送時の品質・鮮度保持の

徹底 

関東への出荷拡大を目指している「とよみつひめ」については、

品質保持のために光殺菌装置を活用するとともに、トラック輸送

によるコスト削減に取り組みました。 

（関東への出荷 123t、うちトラック輸送 64t） 

地域内の間伐材を活用し

た新たな暖房システムの

導入 

重油使用量を削減し、農家経営の安定と県産間伐材の利用を促進

するために八女市の電照ギク団地（約１ha)に導入した、木質チッ

プと重油を併用する暖房システムの実証実験を行いました。 

重油と木質チップをあわせた燃料コストは、慣行栽培の燃料コス

トに比べ 64％に削減されました。 

県産畜産物の競争力強化 「はかた地どり」の出荷数を倍増し、九州一の地どり産地に育成

するため、新規農場の設置及び育雛・肥育分業体制の導入を推進

し、生産拡大を支援しました。 
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対象の明確化による消費者の認知度向上対策 

流通・小売業者への販売促

進 

 

 

・首都圏・関西圏の量販店に常設の福岡コーナーを設置し、青果

物の試食・宣伝を行い、顧客の定着と販売拡大に取り組みました。 

（試食宣伝即売会の開催 266回） 

・福岡青果市場において、知事と県議会農林水産委員長が、８月

にいちじく「とよみつひめ」のトップセールスを実施しました。

また、東京大田市場では、知事が10月にみかん「北原早生」を、

11月にいちご「あまおう」をはじめとする県産農産物のトップセ

ールスを実施しました。 

・水産では、東京において、知事が１月に天然トラフグのトップ

セールスを行いました。また、県産水産物の販路開拓のため、「福

岡のり」や「豊前海一粒かき」など、漁業者が取り組むＰＲイベ

ントを支援しました。 

（ＰＲイベント日数 264日） 

・新たな消費者層へのＰＲを図るため、従来の「ＢtoＣ」に加え

て「ＢtoＢ」分野である外食産業、中食産業や観光業界との連携

による認知度向上の取組みを開始し、外食レストランチェーンで

の福岡フェアなどを実施しました。 

県内の消費者へ直接アピ

ール 

・「とよみつひめ」、「ラー麦」、「博多和牛」のブランド化を推進す

るため、「とよみつひめ」は博多シティにフルーツステーションを

設置し（８月11日～10月５日）、「ラー麦」は県内の屋台・店舗（160

余軒）でラー麦キャンペーンを開催（11月28日～２月１日）しま

した。また、「博多和牛」はイオンモール福岡で博多和牛まつり（11

月24日）を実施しました。 

・あまおう祭り(２月28日～３月15日)で「あまおう」「八女茶」な

ど県産農林水産物やその加工品のＰＲを実施したほか、期間中、

福岡空港や北九州地区商業施設のほか県内各地の飲食店でのタイ

アップイベントを開催しました。 

・食味ランキングで「特Ａ」を獲得している「元気つくし」の認

知度向上のため、テレビＣＭを実施（10-12月 822本）したほか、

料理レシピサイトを活用し、県産食材の継続的な情報発信を開始

しました。 

 

（多様な流通・消費に応じた県産農林水産物の生産と販売対策の推進） 

県産農産物の市場流通を基本にした直接取引の強化 

多様なニーズへの対応力

の強化 

青果物を取引先の要望に合わせ、様々な荷姿で出荷できるように、

パッケージセンターの導入をめざした実証試験に対して支援を行

いました。 

 

消費者への直接販売の拡大 

魅力ある農産物直売所づ

くり 

直売所における新たな販路拡大や、安全・安心な農産物の生産・

販売に必要な知識を身につけた人材を育成することにより、魅力

ある直売所づくりに取り組みました。（直接取引実施直売所 74

か所） 

水産物の直接販売を促進 水産物加工処理施設、ワカメ加工場における金属探知機の導入に

よる異物の除去を行い、漁業者が消費者に直接販売する取組みを

支援しました。 

（販路拡大に取り組む生産者団体数 ８団体） 
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県産農産物の輸出拡大 

県産農産物の輸出強化 

 

 

・国内需要が低迷する「柿」「みかん」については、現地での販促

フェアに加え、香港・台湾・タイ向け柿の軟果対策、タイ向け柿

の早出し試験、タイ向けみかんの輸出園地認可取得の取組み、台

湾向け高糖度・小玉みかんの生産実証に取り組みました。 

・「あまおう」については、新たな鮮度保持技術を活用した船便輸

送試験を行いました。 

・新たな輸出品目の「花き」は、香港・シンガポール・ロシアの

バイヤーの招へいを行いました。 

・九州一体の取組みとしては、「香港インターナショナル・ティー・

フェア」や「オール九州農水産物トレードフェア in シンガポール」

に出展するとともに、九州各県に呼びかけ、販売促進フェアを共

同開催しました。 

（県産農産物等輸出額 16.3 億円、対前年度比 2.2 億円増） 

 

木材需要に対応した供給体制の整備 

低コストで均質な原木の

供給力の強化 

 

 

・森林組合等が行う境界確認や森林情報の収集などを支援し、林

業経営に係るコスト削減を目的に、森林の面的な集約と路網の整

備等を内容とする経営計画の策定を促進しました。 

（森林経営計画の策定面積 34,044ha） 

・原木生産コストを縮減し原木の供給力を強化するため、主伐を

推進するとともに、路網の整備を進めました。 

（主伐による原木生産量 33千ｍ3） 

（林道開設 8.7㎞、森林作業道開設 143km） 

品質や性能が確かな製材

品の供給力の向上 

・人工乾燥機や製材機等の木材加工流通施設の整備に対し助成し

ました。（木材加工流通施設の整備 12施設） 

・製材品の品質管理者や木材乾燥士の資格取得を推進した結果、

新たに３工場が構造用製材ＪＡＳを取得しました。 

 

水産物の付加価値向上や低コスト化の促進 

鮮度保持や出荷時期の調

整による付加価値向上 

・鮮度保持のため、まき網で漁獲したブリの脱血処理技術の改良

を進め、高い市場評価を得ました。 

・一本釣りのサワラを対象とした鮮度保持マニュアルを作成し、

そのマニュアルに沿った出荷を行い、高い市場評価を得ました。 

コスト削減による収益性

向上 

・まき網の操業コストを削減するため、船団と協議し、減船に取

り組みました。 

・漁船漁業では、燃油使用料の削減に効果のある船底掃除を促進

するため、漁船巻揚施設の整備を進めました。 

 

（若者や女性が活躍する農業経営の推進） 

新規就農者の農外からの参入促進 

新規就農支援連絡協議会

の開催・運営 

新規就農者の確保・育成のため、県、（公財）福岡県農業振興推進

機構、福岡県農業会議、ＪＡ中央会で構成する新規就農支援連絡

協議会を設置し、市町村等を対象に就農希望者への相談対応など

の研修会を開催しました。 
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農外からの参入者支援の

強化 

 

 

 

 

・新規就農者の確保に向け、ＪＲ博多駅での呼びかけ広告などを

通じて、幅広く人材を集めるためのＰＲを行いました。 

・農外からの参入希望者の定着を図るため、市町村相談窓口の開

設への支援、就農前後の所得を確保する給付金の給付などを行い

ました。 

（新規就農者数 217人、うち他産業からの参入者数 200人） 

（窓口設置市町村数 21市町、給付金受給者数 528人） 

新規就農者の経営確立支

援 

新規就農者の早期の経営確立のため、営農講座の開催や就農支援

資金の貸付、農業青年クラブ活動への支援等を実施しました。 

（営農講座受講者数 延べ1,742人、資金借入件数・額 13件・

49,071千円） 

 

女性農業者の負担軽減と能力開発の促進 

農協の組織的取組み等に

よる女性農業者の負担軽

減 

・女性農業者の負担軽減を図るため、農協において、高齢の家族

が日中過ごせる「あんしんの広場」を定期的に開催する取組みを

支援しました。 

・女性農業者が家族の病気や怪我などで一時的に営農活動に支障

を来した場合等に、農協の部会員や近隣住民を農作業に派遣する

「営農ヘルパー制度」の導入を支援しました。 

（「あんしんの広場」と「営農ヘルパー制度」の取組数 20 農協） 

女性農業者の起業活動推

進 

専門家によるマンツーマン指導の実施や新商品の開発、起業活動

に意欲的な女性農業者の環境改善に向けた取組みなどを支援しま

した。（女性の起業数 265 件、対前年度比 14 件増）、新商品開

発支援件数 ４件、専門家による指導件数 ４件） 

経営参画技術の習得 女性農業者の能力が発揮できるよう、経営ビジョン策定研修、経

営発展講座、他産業派遣研修を実施しました。 

（経営ビジョン策定研修 78 人、経営発展講座 91 人、他産業派

遣研修 ７人） 

 

園芸農業における雇用労働を導入した経営の促進 

雇用型経営による産地規

模の維持・拡大 

・雇用型経営を促進するため、個別面談を実施し、年間を通じた

雇用を図るための品目の組み合わせや施設整備などに関する経営

計画の作成を支援しました。 

・被雇用者の安定確保や経営者間での労働力融通ができるよう、

農協が中心となった雇用の斡旋体制づくりを支援しました。 

（園芸農業雇用型経営体数1,457経営体、対前年度比68経営体増） 

（雇用斡旋体制の構築（雇用システム実証事業 ４地区）） 

 

水田農業における法人化による経営の安定 

集落営農組織の法人化の

推進 

 

 

法人化を目指す集落営農組織に対して、生産コストの低減が可能

な農業機械の導入を支援するとともに、専門知識を有するアドバ

イザーを派遣しました。 

（法人化した集落営農組織数 180法人、対前年度比 38法人増） 

（トラクターやコンバインなどの機械導入経営体数 87経営体） 

（アドバイザー派遣による指導回数 72回） 

担い手の経営基盤強化の

推進 

水田農業の経営強化を図るため、経営規模の拡大や経営の複合化

などの取組みを支援しました。 

（経営基盤強化のための交付金を活用した経営体数 33経営体） 
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（県民とともにつくる農林水産業） 

「応援団」づくりによる県民の広範な支持の拡大 

「ふくおかの農業応援団」

づくりの拡大 

・本県の農林水産業への理解を深め、県産農林水産物を積極的に

利用する「ふくおかの農業応援団」づくりの取組みの輪を拡げて

いくため、県内各地での募集キャンペーンやフェイスブックによ

る情報発信、飲食店への働きかけを行いました。 

（募集キャンペーン 137回） 

（応援団づくりの参加者 応援ファミリー 22,760世帯、対前年

度比 5,920世帯増、応援の店 950店、対前年度比 412店増） 

・応援ファミリーを対象に、農業農村体験バスツアーを実施しま

した。（農業農村体験バスツアー 35回、1,631人参加） 

・応援の店に対しては、認定証とＰＲ用の専用のぼりの提供、県

のホームページなどでのＰＲ、応援の店の利用者へのプレゼント

キャンペーンを行いました。 

・県産農林水産物の消費拡大につながる活動や農山漁村地域での

社会貢献活動を実施する企業、大学、ＮＰＯ法人を「応援団体」

として登録しました。また、ホームページで紹介するほか、優良

な団体を表彰しました。（応援団体登録数 244団体） 

・「食育・地産地消ふくおか県民会議」において、「いただきます！

福岡のおいしい幸せ」を県民スローガンとし、11月を食育・地産

地消月間に定めて、県内各地で構成団体が連携してイベントを開

催しました。 

学校給食等への県産農産

物の導入促進 

・小学校等への給食に県産果実（かきのカットフルーツ）を提供

し、子どもの頃から県産果実の美味しさに触れる機会を設けまし

た。 

・県産果実の美味しさに親しんでもらうために、小学校等への調

理実習の教材として県産果実（かき）を無償提供し、体験学習の

実施を促進しました。また、調理実習の時期に合わせて、地産地

消の大切さを啓発する出前講座を実施しました。 

（カットフルーツの導入校数 246校、かきの皮むき体験実施校数 

166校、出前講座実施校数 48校） 

県産米の消費拡大 米を中心とした日本型食生活の普及啓発、年間を通じた学校給食

での活用による県産米のＰＲを実施しました。 

（H27年２月 食育・地産地消県民大会の開催（福岡市） 参加者

数 252人）（夢つくし学校給食導入数 991小・中学校） 

 

農林水産物の安全・安心の確保による県民の信頼の向上 

食品表示の適正化 ＪＡＳ法に基づく店舗巡回調査・指導、適正な食品表示を徹底す

るための製造業者や生産者を対象とした説明会を開催するととも

に、食品表示１１０番を設置しました。 

（生産者向け食品表示説明会 ９回、製造業者向け説明会 ５回） 

農業生産工程管理（ＧＡ

Ｐ）の取組強化 

ＧＡＰ（農業生産工程管理）を実践する産地の育成を図るため、

ＧＡＰ指導員の育成研修を開催しました。（受講者数 29 人） 

安全・安心な畜産物の生

産・供給の促進 

・畜産農家を全戸巡回（年間２回以上）し、飼養衛生管理基準の

徹底、慢性疾病予防対策、快適性に配慮した飼養管理を指導しま

した。 

・県境防疫対策の強化策として、隣県等との実務的な連携強化を

図りました。（九州・沖縄・山口家畜防疫連携会議 ２回、県境家

畜防疫連絡協議会 ７回） 
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・家畜疾病対策として、重点指導農場に対する衛生指導を行うと

ともに、鳥インフルエンザの定期モニタリング検査を毎月12か所

で実施しました。 

 

環境に配慮した農業生産の拡大 

減農薬・減化学肥料栽培の

拡大 

・農薬や化学肥料の使用量を県基準の半分以下にした農産物の生

産を認証する「ふくおかエコ農産物認証制度」の認知度向上のた

め、購入者を対象にしたプレゼントキャンペーンを実施しました。 

（ふくおかエコ農産物認証制度の取組面積 2,473ha） 

・農薬や化学肥料の使用量の低減と合わせ、生物多様性保全や地

球温暖化防止対策に効果のある営農活動に取り組んだ生産者に対

して支援を行いました。 

（環境保全型農業直接支払の取組面積 719ha） 

 

（女性の活躍、地域資源の活用による農林水産業・農山漁村の活性化） 

女性農業者の地域における社会参画の促進 

地域の方針決定機関への

女性の登用機会の拡大 

女性農業者が集まるセミナーや研修会において、農業委員の役割

や必要性について啓発を行うとともに、女性農業委員の会が行う

登用推進の活動を支援するなど、女性農業者が地域社会に積極的

に参加する環境づくりを進めました。 

（農業委員会女性委員数 92 人、対前年度比 18 人増） 

 

地域資源を活用した６次産業化の取組支援 

６次産業化の取組みを支

援 

 

 

・６次産業化に意欲を持った生産者が、創意工夫を活かした商品

開発に取り組む際に必要な調査や試作、販路開拓などの経費等を

支援しました。（農林漁業者支援 ９件）。 

・「ふくおか６次産業化・農商工連携サポートセンター」を設置し、

農林漁業者等の相談対応やプランナー派遣を行うなど、６次産業

化の支援体制を強化しました。 

・試験販売会、商品の価格設定や商談の進め方などの研修会、百

貨店・量販店のバイヤーとの展示商談会を開催し、販路開拓のた

めの取組みを行いました。（商談会への出展 76 社、うち百貨店

や量販店などと新たな取引を開始 17 社） 

・本年度から、魅力あふれる６次化商品を表彰する「福岡県６次

化商品コンクール」を実施し、87 点の参加があり、その中から知

事賞等 10 点を選定し、表彰しました。 

・「木ろう」の原料となるハゼ実の安定供給を図るため、ハゼ植栽

に必要な経費を助成し、獣害防止や省力化のための栽培技術研修

会を開催しました。（植栽面積 1.7ha、累計植栽面積 6.1ha） 

 

駆除と隔離による鳥獣被害対策の強化 

有害鳥獣捕獲の徹底 

 

 

 

・地域の有害鳥獣捕獲従事者の技能向上のための講習会の開催、

専門捕獲隊の編成・派遣への支援など、捕獲頭数の増加のための

取組みを推進しました。 

・新規狩猟者確保・育成のため、狩猟免許取得経費の助成、所持

許可事前安全講習会、新規銃猟者安全・技能向上射撃講習会など

を開催しました。 
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（捕獲数 イノシシ 約２万５千頭、シカ 約９千頭） 

（農林水産物の被害額 11 億９千万円、対前年度比 ５千万円減） 

獣肉利用を含めた捕獲獣

の適正処理体制の整備 

・獣肉処理施設の衛生管理の技能向上を図るため、衛生管理・解

体技術講習研修会などを開催しました。 

・ふくおかジビエ研究会と共催で「ふくおかジビエフェア」を開

催し、県内 24 店舗で福岡県産ジビエの美味しさをＰＲしました。 

県、市町村、地域段階での

効率的な被害防止対策の

実践 

・福岡市をはじめ 47 市町村で鳥獣被害防止総合支援事業を活用

し、箱わな等の捕獲機材の導入や侵入防止柵の整備を行いました。 

（鳥獣被害対策実施地区 1,237 地区） 

・効率的な被害対策を推進するため、農林事務所ごとに集落代表

者、市町村・農協職員等を対象とした鳥獣被害対策現地研修会を

開催しました。 

・ベテランの有害鳥獣捕獲従事者からなる鳥獣捕獲マイスターを

編成し、捕獲者の不足する地域へ派遣し、広域的な捕獲対策を強

化しました。 

 

水産資源の回復と養殖生産の安定化 

海域特性に合わせた漁場

づくりの推進 

・筑前海の浅海域・沖合域、豊前海の浅海域の漁場づくりのため、

魚礁設置及び覆砂事業を実施しました。 

（筑前海 ２か所、豊前海 ４か所） 

・有明海の漁場環境保全のため覆砂事業を実施しました。（86ha） 

・養殖生産の安定を図るため、ノリでは品質向上のための養殖管

理指導を行いました。カキではクロダイ等魚類による稚ガキの食

害を防止する養殖方法について研究を行い、現場へ普及させまし

た。 

資源管理や漁場保全の取

組み促進 

・小型魚の保護や休漁など総合的な資源管理の推進のための調査、

指導等を行い、漁業者グループによる資源管理計画の策定を支援

しました。（資源管理計画の策定・実施数 ６件） 

・資源の安定化を図るため、内水面有用魚種（アユ、ウナギ等）

の種苗放流を行いました。 

（内水面有用魚種の放流魚種数 ７魚種） 

・藻場や干潟の保全、沿岸の漁場環境の改善を図るため、海藻類

にとって有害生物にあたるウニ類の生息密度を減少させました。 

 

-23-



 

 

（１）活力にあふれ成長力に富んだ経済と雇用の創出 

④雇用対策を充実し、いきいきと働ける環境をつくる 

 

 [目指す姿] 

○ あらゆる世代の人がいきいきと働き、安定した生活を送ることができる社会を目指しま

す。 

 

[主な取組みの実施状況] 

（求職者の状況に応じたきめ細かな就職支援） 

若者の就職支援 

若者しごとサポートセン

ターによる就職支援 

概ね 29 歳までの若者を対象に、個別相談をはじめ、セミナーや合

同会社説明会などを実施し、将来に向けた進路選択、その後の就

職活動をきめ細やかに支援することにより、円滑な就職を支援し

ました。（若者しごとサポートセンターの就職者数 7,063 人） 

30代チャレンジ応援セン

ターによる就職支援 

30 代求職者を対象に、個別相談をはじめ、キャリアコンサルタン

トによる就職指導、正社員に求められるビジネススキルを習得す

る基礎研修、求職者と企業のマッチングを促進する合同会社説明

会等を実施し、正社員としての就職を支援しました。 

（30 代チャレンジ応援センターの就職者数 1,340 人） 

若者サポートステーショ

ンによる自立支援 

ニート等の若者を対象に、個別相談をはじめコミュニケーション

能力向上のための研修、働く自信をつけるための就労体験、集団

行動への適応力を養うボランティア活動を通して職業的自立を支

援しました。 

（若者サポートステーションの進路決定者数 563 人） 

未就職卒業生に対する就

職支援 

既卒未就職者を対象に、職場で必要とされる基礎的な力を身につ

けさせるための 20 日間の研修や２か月の体験雇用を実施し就職

を支援しました。（体験雇用者数 311 人） 

民間連携型求人開拓 民間人材会社との共催による合同会社説明会等を開催し、中小企

業の人材確保・定着を支援しました。 

 

中高年の就職支援 

中高年就職支援センター

による就職支援 

概ね40歳以上65歳未満の求職者を対象に中高年センターにおいて

以下の取組みを実施し、円滑な就職を支援しました。 

・個別相談 ・再就職支援セミナー ・専門講習  

・キャリアを活かしたマッチング支援 

（中高年就職支援センター利用者のうち就職者数 1,770人） 

中高年就職支援センター

による出前相談の実施 

概ね40歳以上65歳未満の求職者を対象に県下15か所で出前による

以下の取組みを実施し、円滑な就職を支援しました。 

・個別相談 ・就職支援セミナー 

・キャリアを活かしたマッチング支援 

（出前相談事業利用者のうち就職者数 1,012人） 
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子育て中の女性の就職支援 

子育て女性就職支援セン

ターによる就職支援 

県内４か所のセンターにおいて、個別相談、求人情報・保育情報

の提供、就職支援セミナー、求人開拓、就職斡旋等を実施すると

ともに、県内８か所で合同会社説明会を開催し、勤務時間の制約

などにより就職が難しい子育て中の女性の就職を支援しました。

（子育て女性就職支援センターの就職者数 619人） 

子育て女性のための職業

訓練 

県内４地域において、子育て中の女性が受講しやすい託児サービ

ス付き短時間・短期の就職支援講座を実施しました。 

（受講者数 509人） 

 

（職業能力の向上） 

企業ニーズに沿った人材育成 

高等技術専門校による職

業訓練 

県内７か所の高等技術専門校において、新規学卒者、離転職者、

若年者を対象とした職業訓練を実施しました。ハイブリッド車整

備士養成の訓練のほか、平成 26 年度は、介護分野の訓練の充実や

太陽光発電技術を導入した訓練を実施するなど、企業ニーズに沿

った人材育成を推進しました。 

高等技術専門校の職業訓

練の充実 

・職業訓練指導員への研修、機器整備を行い、民間企業の技術革

新に対応した職業訓練を実施しました。また、無料職業紹介や就

職相談を実施し、訓練生の就職率向上を図りました。 

・民間教育訓練機関等を活用した訓練を実施することにより、離

転職者の再就職の促進を図りました。 

 

熟練技能の継承 

ものづくり技能の継承 ものづくり離れが進む中、若年者を中心に広く県民に技能の素晴

らしさを伝えるための活動として、優秀技能者の表彰や高等技術

専門校におけるものづくり体験教室等を実施しました。 

（各イベントの参加者数 6,605人） 

私立高校のものづくり人

材育成 

ものづくりを支える専門的職業人や地域産業界のニーズに応じた

人材を確保するため、福岡県私学協会と連携して、私立高校の工

業系生徒を対象とした「ものづくり人材育成事業」を実施しまし

た。 

・インターンシップ（自動車メーカー） 

・企業等と連携した出前授業 等 

 

（雇用機会の創出・拡大） 

雇用が見込まれる分野への人材移転の推進 

（再掲）（１）－② 

新生活産業の創出・育成 

新生活産業振興のための民間団体「新生活産業くらぶＦＵＫＵＯ

ＫＡ」の活動を支援し、企業間連携や産学連携の促進、販路拡大、

新サービス創出に向けた研究プロジェクトを実施するとともに、

フランチャイズ方式による事業拡大を図る事業者等に対して、フ

ランチャイズビジネス関連の各種講座や相談会を開催しました。 

（研究プロジェクト件数 ５件、フランチャイズビジネス関連講

座受講者数 450人） 

（再掲）（１）－② 

新生活産業の事業展開等

支援 

新たな事業展開や事業拡大に意欲ある新生活産業関連企業に対し

て、事業展開等に必要な人材の確保を支援しました。 

（新規雇用者数 26人） 
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グリーンイノベーション

人材育成・雇用創造プロジ

ェクト 

グリーンアジア国際戦略総合特区の取組みと相まって、次世代自

動車、水素・燃料電池などのグリーンイノベーションを主導する

産業分野において、人材の確保・育成、設備投資や取引機会の拡

大等を支援することで、良質で安定した地域雇用の創造を図るこ

とに着手しました。平成 26 年度は事業の周知、従業員及び求職者

向けの人材育成支援、「ハイテク中小企業合同説明会・就職面談会」

など企業と求職者のマッチングを中心に実施しました。 

（事業主向け従業員の人材育成実績 222 人、求職者向けの人材

育成実績 123 人） 

 

（安心して働くことができる環境の整備） 

ワーク･ライフ･バランスの推進 

子育て応援宣言企業の登

録推進 

・従業員の仕事と子育てが両立できる職場づくりを推進するため、

企業の経営者が両立支援の取組みを宣言する「子育て応援宣言企

業」の登録を拡大しました。 

・登録目標5,000社達成を契機に宣言企業の更なる拡大と取組内容

の充実を図るため、「子育て応援宣言企業5000社大会」を開催しま

した。 

・宣言企業の人材確保を支援するとともに、子育て中の女性や学

生の就職を支援するため、「子育て応援宣言企業合同会社説明会」

を開催しました。 

（子育て応援宣言企業登録数 H26年度末5,050社） 

  

労働福祉の充実 

労働相談の実施 個別労使紛争の解決及び未然防止により、安定した労使関係の確

立を図るため、労働相談や特別労働相談会（日曜街かど労働相談

会、職場のパワハラ・セクハラ集中相談会、休日特別労働相談会、

解雇・雇止め集中相談会）を実施しました。 

（労働相談件数 11,527件）  
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（１）活力にあふれ成長力に富んだ経済と雇用の創出 

⑤地域のそれぞれの特色を活かして魅力ある地域をつくる 

 

 [目指す姿] 

○ 地域資源を活用し、県内のそれぞれの地域が魅力ある地域となることを目指します。 

○ 移動手段が確保され、便利な生活が維持されることを目指します。 

 

[主な取組みの実施状況] 

（広域地域振興圏域ごとの地域づくりの推進） 

広域連携プロジェクトの推進 

広域連携プロジェクトの

推進 

・11 圏域において、県と市町村による推進組織のもと、具体的な

広域連携プロジェクトを策定・推進することにより、市町村域を

超えた広域的な観点からの地域振興を図りました。それぞれの地

域が持つ特性や資源を十分に活かし、観光、特産品開発、定住促

進など多様なプロジェクトを行いました。 

・「福岡県移住・定住ポータルサイト」を開設しました。 

  

（地域再生の推進） 

街なか再生の推進 

福岡県都市計画基本方針

の策定 

人口減少・高齢社会が急速に進行する中、集約型都市構造の形成

をはじめ、県土全体を見据えた都市の在り方を示す「都市計画基

本方針」の策定に向けて、地域の実情を的確に把握するための調

査分析、外部委員会による県土の将来像の検討などを行いました。 

中心市街地活性化支援事

業 

集約型都市構造の形成を促進するため、核となる中心市街地の活

性化に向けた事業を行う市に対して支援を行いました。 

（支援市町村 直方市） 

市街地再開発事業 都市の再生を図るため、土地利用状況が不健全な地区の建築物を

全面的に除去し、中高層の共同建築物と併せて公共施設等の整備

を行う市街地再開発事業を推進しました。 

（北九州市小倉駅南口東地区、久留米市六ツ門８番街地区、飯塚

市吉原町１番地区） 

土地区画整理事業 ・地域住民の日常生活の安全性、利便性の向上又は快適な生活環

境を確保するため、土地区画整理組合が行う土地区画整理事業に

ついては、都市計画道路の整備に対して助成しました。 

（大野城市乙金第二地区、糸島市前原東地区、久山町上久原地区） 

・市町村が行う土地区画整理事業については、県道の整備に対し

て助成しました。 

（筑紫野市筑紫駅西口地区、柳川市柳川駅東部地区） 

 

中山間・過疎地域の振興 

中山間地域の農林業の振

興 

・中山間地域の農業、農村を維持し多面的機能の発揮を図るため、

平地との生産費格差を是正する「中山間地域等直接支払制度」を

活用して、農道、水路、農地法面の維持管理、鳥獣被害対策や既

耕作放棄地の保全管理等の取組みを支援しました。 

（中山間地域等直接支払制度の取組面積 6,472ha、対前年度比 

18ha増） 
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・農山村地域と都市の企業などが行う、農作業や里山保全などの

共助活動に向けた取組みを支援しました。 

（モデル地域として３地区を設定、15の協定を締結） 

 

（地域再生基盤の整備） 

地域交通の確保 

コミュニティバス等の運

行に係る補助 

市町村と連携してコミュニティバスや路線バスの運行を維持する

ため、運行費や車両購入費などに対して助成しました。 

（コミュニティバス運行費 20 市町、路線バス運行費 ７市町、 

車両購入費等 ２市町） 

鉄道軌道安全輸送設備等

整備事業 

沿線市町村と連携して、第３セクター鉄道事業者等が行う鉄道軌

道の安全性向上に資する設備などの整備事業に対して助成しまし

た。（対象事業者 甘木鉄道(株)、平成筑豊鉄道(株)、筑豊電気鉄

道(株) ） 

地域鉄道緊急支援事業 沿線３市（北九州市・中間市・直方市）と連携して、筑豊電気鉄

道が行う車両更新等に係る設備費に対して助成しました。 

 

生活道路の整備 

道路・街路整備 ・県が管理する補助国道、主要地方道・一般県道について、道路

の新設・拡幅等を実施しました。 

（水田大川線、直方宗像線等 84か所） 

・県が管理する都市計画街路について、道路の新設・拡幅等を実

施しました。（粕屋久山線等 31路線） 
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（１）活力にあふれ成長力に富んだ経済と雇用の創出 

⑥アジアとつながり、地域が密接に連携し発展するための社会資本を整備する 

 

 [目指す姿] 

○ 空港、港湾、道路などの交通基盤の整備が進み、県内外へヒト・モノが活発に移動する

拠点づくりを目指します。 

○ アジアとともに発展を遂げることができるよう、アジアとのネットワークをより一層発

展させることを目指します。 

○ 県内の各地域がその特性を活かしつつ、それぞれが発展できるよう、交通ネットワーク 

を構築することを目指します。 

 

[主な取組みの実施状況] 

（アジアの拠点空港化・拠点港湾化の推進） 

福岡空港のアジア拠点空港化の推進 

滑走路増設の早期着工・早

期完成、平行誘導路二重化

の早期完成に向けた取組

み 

福岡市と連携して国（航空局）と協議・調整を行いました。国に

おいて、滑走路増設に係る環境アセスメントの準備書が公告・縦

覧に供され、平行誘導路二重化に係る構内道路再編やエプロン改

良等が実施されました。 

 

北九州空港の貨物拠点空港化の推進 

貨物拠点空港化の推進 航空貨物取扱量の増大に向けて、運送事業者等に対する重量助成

制度を実施しながら、航空会社、運送事業者、荷主に対して積極

的に集荷促進を働きかけました。 

 

北九州港、博多港のアジア拠点港湾化の推進 

アジア拠点港湾化の推進 日本海側の拠点としての北九州港、博多港の機能強化を推進する

ため、国へ提言・要望を行いました。 

  

（広域ネットワークの整備） 

高規格幹線道路網の整備 

東九州自動車道の整備促

進 

・東九州自動車道行橋 IC～みやこ豊津 IC（約７㎞）が平成 26 年

12 月 13 日に、豊前 IC～上毛町間（約８㎞）が平成 27 年３月１日

に開通しました。 

・未取得用地４件 18,000 ㎡のうち３件 1,500 ㎡の用地を取得し、

残る用地１件 16,500 ㎡についても、平成 27 年１月に県収用委員

会での裁決を受け、取得に向けた手続きを進めています。 

・東九州自動車道のアクセス道路として、県道を２路線整備しま

した。 

 

基幹となる道路網の整備 

産業振興の基盤となる基

幹道路網の整備 

県が管理する補助国道、主要地方道・一般県道について道路の新

設・拡幅等を実施しました。（国道 322 号（香春町～大任町） 筑

紫野古賀線 久留米筑紫野線 山口原田線等 42 か所） 
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（地域の活力を支える道路・港湾の整備・利用促進） 

地域の自立促進のための道路網の整備 

高速道路インターチェン

ジへのアクセス道路の整

備 

自動車産業施設とインターチェンジ等のアクセス強化を図るため

に、県道室木下有木若宮線の４車線化に向けた工事を実施しまし

た。 

連続立体交差事業 平成32年度の高架化に向けて、西鉄天神大牟田線春日原～下大利

区間の工事を実施しました。 

 

県営港湾の整備・利用促進 

県営港湾の整備 ・苅田港において、しゅんせつ土砂の有効利用を図るとともに、

自動車関連企業等の臨海部の用地需要に応えるため、工業用地・

港湾関連用地等を造成しました。（整地工 40ha） 

また、更なる港湾機能の拡充を図るために泊地のしゅんせつ工事

を行いました。（泊地しゅんせつ工 40,000 ㎥） 

・三池港において、外貿コンテナ需要の増大に対応するため、大

型船が安全に入出港できるよう泊地のしゅんせつ工事を行いまし

た。（泊地しゅんせつ工 53,000㎥） 
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（２）災害や犯罪、事故がなく、安全で安心して暮らせること 

①災害に強いまちをつくる 

 

 [目指す姿] 

○ 災害に対する安全性や備えを確保し、災害に強いまちのなかで、生命や暮らしが守られ

ている社会を目指します。 

○ 公共施設などの耐震化を進め、地震に強いまちを目指します。 

 

[主な取組みの実施状況] 

（災害に強いまちの構築） 

防災危機管理体制の強化 

地域防災計画の見直し 国の「原子力災害対策指針」等の改定及び本県独自の取組の成果

を反映させるため、「福岡県地域防災計画（原子力災害対策編）」

及び原子力災害広域避難基本計画の改定を行いました。 

地震・津波災害対策 沿岸市町のうちから地域津波避難計画策定のモデル地区を設定

し、津波の浸水想定区域及び到達予想時間などを踏まえ、避難場

所や避難経路、情報伝達、避難誘導方法等を盛り込み、さらに別

途作成中の災害時要援護者個別避難計画の内容も考慮した「地域

津波避難計画」の策定を支援しました。（実施市町村数 ２市町） 

原子力災害対策 ・玄海原子力発電所で万が一、原子力災害が発生した場合に備え、

佐賀・長崎両県と連携して、原子力防災訓練を実施しました。 

（１回、糸島市等） 

・県、糸島市職員を原子力防災や緊急時モニタリング等に関する

研修や図上演習へ派遣するとともに、防災関係者に対し、本県の

原子力防災対策の実施状況を説明しました。 

・原子力防災関係機関相互の緊急連絡を行う原子力防災ネットワ

ークを活用し、原子力防災訓練や佐賀県・長崎県・国との連絡会

議を行いました。 

・国の交付金を活用し、ＵＰＺ（緊急時防護措置を準備する区域）

内で住民の避難誘導等に携わる職員及び避難住民が使用する資機

材を整備しました。（個人被ばく線量計 457 台、防護マスク 361

個、ＮａＩシンチレーションサーベイ 11 台、防護服 361 着、放

射性粉塵用吸収缶 1,279 個など） 

・二次被ばく医療機関で被ばく患者の治療を行うために必要な資

機材を整備しました。 

（個人被ばく線量計 90 台、ＧＭ管式サーベイ 18 台、ＮａＩシン

チレーションサーベイ 12 台、防護服 90 着など） 

・乳幼児用安定ヨウ素剤の調製訓練を実施しました。 

・原子力災害時に天候等により迅速な避難が困難となるおそれの

ある糸島市姫島に、住民用屋内退避施設の放射線防護対策設備を

整備しました。 

放射線モニタリング体制

の整備 

・平常時から県内全域の放射線量等を把握するため、各地域に整

備した放射線モニタリング機器の維持管理を行いました。 

（ＵＰＺ内測定局舎 ２件、モニタリングポスト ７件） 

・ＳＰＥＥＤＩネットワークシステム端末の維持管理を行いまし

た。 

・緊急時に国、福岡県、佐賀県、長崎県が収集するモニタリング

情報を共有するためのシステムを整備しました。 
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・緊急時に活動するモニタリング要員を育成するため、放射線測

定研修を実施しました。（５回） 

自主防災組織の育成強化 ・自主防災組織率が著しく低い市町村や、近年の災害で甚大な被

害が発生した市町村の住民に対して体験型防災教育を行い、防災

意識の向上を図り、自主防災組織の設立を支援しました。 

（実施市町村数 10市町） 

・自主防災組織が効果的・継続的な活動ができるよう、その地域

にあった活動計画や活動マニュアルの作成を支援しました。 

（実施市町村数 11 市町（12 地区）） 

・消防団員による自主防災組織の活動を支援するため、消防団員

を自主防災組織指導員として養成する研修会を開催しました。 

（受講者数 245 人） 

・災害ボランティア本部の運営やボランティアと被災者とのニー

ズ調整などを担う災害ボランティアコーディネーターを養成する

ための研修会を開催しました。（受講者数 181 人） 

・大学生を対象に災害ボランティアへの参加を促進するための研

修会を開催しました。（受講者数  153 人） 

防災危機管理体制の強化 ・災害発生時の応急対策等を検討する県防災会議を開催し、また、

県総合防災訓練（１回、苅田町）を実施しました。 

・市町村において災害時の初動対応が円滑かつ的確に実施される

よう、市町村災害対策本部設置運営訓練を実施しました。 

・平成25年度に取りまとめた県防災通信ネットワークの再整備基

本方針を踏まえ、電波伝搬調査を行い、具体的な整備箇所や通信

設備構成を定める基本設計を実施しました。 

・「備蓄基本計画」に基づき、県民や事業所などにおける備蓄を促

進するため、自治会及び事業所を対象とした「備蓄キャンペーン」

を実施しました。 

・災害発生時の避難体制の整備が困難な避難所に対し、避難計画

見直しにより必要となる資機材の整備を支援しました。 

（避難所数 18 市町村（414 か所）） 

・市町村や県の広報紙への掲載、リーフレットの配布、各種イベ

ントを通じた周知・啓発の実施等を行い、「防災メール・まもるく

ん」の登録者数増加を図りました。（登録者数 93,585 人） 

外国人災害情報等緊急通

報 

・「防災メール・まもるくん」を利用して、県内の在住外国人に英

語で災害情報等（地震、大雨、暴風等）を発信し、海外の家族等

に安否情報を提供しました。（登録者数 225 人） 

・「防災メール・まもるくん」について、市町村、外国公館や留学

生入学オリエンテーションを通じてチラシを配布するとともに、

ラジオ放送や福岡県国際交流センターウェブサイトにて周知しま

した。 

消防関係団体等の育成・強

化 

・消防団の活性化による地域防災力の強化を図り、消防団員数を

確保するため、福岡県消防協会との共催による消防操法大会や福

岡県消防表彰規程に基づく知事表彰等を実施しました。（県内の消

防団員数 25,015 人） 

・救助所員による救助出動の実施、福岡県水難救済会が実施する

救難技術訓練、表彰、救難施設・資機材の整備、水難救済活動の

普及啓発などの諸事業に対して支援を行いました。 

（県内の救難所員数 1,136 人） 

・救急救命士養成を目的として設立された救急振興財団において、

救急隊員を対象とした教育訓練を実施しました。 

（県内の救急救命士数 690 人） 
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避難行動要支援者個別避

難支援計画（旧：災害時要

援護者個別避難計画）の策

定推進 

・市町村職員、自主防災組織に対して研修会を開催しました。 

・市町村が選定するモデル地区に対し、ワークショップ、避難訓

練等を通じ、個別計画の策定を支援しました。 

（個別計画の策定支援を行った市町村 15 市町（20 地区）） 

福祉避難所の充実 ・市町村における福祉避難所（高齢者、障害者、乳幼児等、一般

の避難所での生活が困難な者に対し、特別な配慮を行うために設

置する避難所）の円滑な設置・運営のために、平時からの備えや、

災害時の取組みを記載した「福祉避難所設置・運営に関するマニ

ュアル」を策定し市町村へ配付しました。 

・市町村における資器材の調達を支援するため、一般社団法人日

本福祉用具供給協会と、人材の確保を支援するため、公益社団法

人福岡県介護福祉士会と災害時協力協定を締結しました。 

災害時の高齢者福祉施設

等への応援体制の強化 

・公益社団法人福岡県介護老人保健施設協会、福岡県老人福祉施

設協議会及び公益社団法人北九州高齢者福祉事業協会と県との間

で、県内外での災害時又はそのおそれのある場合に、高齢者福祉

施設間等での避難者の受入や避難者を運ぶ車両の提供等を行う応

援協定を締結しました。 

・平成 27 年１月の県及び糸島市主催の防災訓練では、この協定に

基き、高齢者福祉施設間で避難者の受入等の訓練を行いました。 

災害時の医療提供体制の

強化 

・福岡県ＤＭＡＴ（災害派遣医療チーム）隊員養成研修等を実施

し、７チームを養成しました。 

・緊急時に医薬品等の供給可能な状態を維持するため、県防災計

画に基づき県内４地域で計２万人分を保管備蓄及び流通備蓄して

います。 

・患者発生時に緊急的に供給する必要がある、市場に流通してい

ない乾燥ボツリヌス抗毒素などの国有ワクチン３品目を、県内２

か所に備蓄しています。 

防災拠点の機能強化 大規模災害発生時の活動拠点として「道の駅」の活用を進め、「道

の駅」が避難場所などの防災拠点として機能するよう非常用電源

施設、防災倉庫などを整備しました。（４駅） 

災害警備訓練の実施 災害警備基本計画、災害関係規程の見直しや駐在所ネットワーク

の整備を行うとともに、自治体や関係機関と連携した訓練、警察

本部及び警察署における非常招集訓練や警備部隊による救出救助

訓練、ヘリテレを活用した映像送信訓練など実践的な災害警備訓

練を行いました。（駐在所ネットワークの整備  107 箇所、災害警

備訓練回数  約 190 回） 

応急仮設住宅の供給体制

の整備 

災害時に、地域の実情に合った木造応急仮設住宅の供給が速やか

に行えるよう、体制について、地元建設団体と調整を行いました。 

  

自然災害対策の推進 

道路防災対策 道路法面の崩壊・落石等の災害のおそれがある箇所について、落

石防護柵などの防災対策を行いました。 

（道路防災対策完了 165か所） 

治水対策 河川の流下能力を向上させるため、護岸や堰の改築などの治水対

策を行いました。 

高潮対策 ・高潮などの被害を防止するため、海岸堤防等を整備しました。 

・海岸侵食の著しい区間において、突堤等の海岸保全施設を整備

しました。 
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土砂災害対策 ・土石流やがけ崩れ等の土砂災害を防止するため、砂防施設等を

整備しました。 

・土砂災害警戒区域等の指定を行いました。 

農業用水利施設の防災・減

災対策 

農村地域における各種施設の防災機能の強化のため、老朽ため池

やクリークなどを改修しました。（事業実施地区 52件） 

治山対策 山地に起因する災害防止のため、治山ダムの整備などを行いまし

た。（事業実施地区 205件） 

漁港の防災・減災対策 漁港・漁村の災害を未然に防止するため、防波堤のかさ上げによ
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社会福祉施設や医療施設

の耐震化 

・社会福祉施設等耐震化等臨時特例基金を活用して、昭和56年以

前の旧耐震基準で建てられた社会福祉施設の耐震化を推進しまし

た。（１施設） 

・医療施設については、医療施設耐震化臨時特例基金を活用して、

災害拠点病院、二次救急病院、精神科救急病院の建物の耐震化を

推進しました。（３施設） 

 

 

公共施設の適切な維持管理の推進 

橋梁震災対策 昭和 55 年以前の旧基準により架設され、地震時に重大な損傷が発

生するおそれのある橋梁について、まずは、橋長 15ｍ以上の橋梁

において、落橋・崩壊などの致命的な損傷を防止するための耐震

対策工事を行いました。（耐震対策橋梁数 ３橋） 

橋梁等の維持管理 施設の長寿命化を図るため、橋梁、トンネル、舗装の定期点検に

基づき計画的に補修を実施しました。（点検、補修等を行った箇所

等 橋梁点検 642 橋、トンネル点検 28 本、舗装点検 567 ㎞）                        

不法係留船対策 名柄川について関係者で構成する連絡会議等を開催し、不法係留

船対策計画を策定、重点的撤去区域を設定して対策を開始しまし

た。（連絡会議 ２回、利用対策協議会 ２回、隻数 33 隻減少） 

流域下水道施設の整備 老朽化による機能不全を防ぐため、長寿命化計画に基づき、処理

場施設の改築を行いました。（60 か所） 
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（２）災害や犯罪、事故がなく、安全で安心して暮らせること 

②犯罪や事故のない社会をつくる 

 

 [目指す姿] 

○ 暴力団による犯罪や飲酒運転による交通事故、性犯罪などに対する不安をなくし、安全

に安心して暮らすことができる社会を目指します。 

 

[主な取組みの実施状況] 

（安全・安心を実感できる治安の確保） 

暴力団の壊滅 

暴力団追放地域決起会議

の開催 

暴力団排除の機運を醸成するため、県内４地区（福岡、北九州、

筑豊、筑後）で暴力団追放地域決起会議を開催しました。 

（決起会議参加者 福岡地区（福津市） 600 人、北九州地区（豊

前市）600 人、筑豊地区（嘉麻市）350 人、筑後地区（八女市）1,000

人 

暴力団対策防犯カメラ設

置事業 

暴力団対策のため市町村が設置する防犯カメラの設置費用を助成

することで設置を進めました。（北九州市 28 台） 

不動産取得税の軽減措置

に係る暴力団関与事案の

調査 

暴力団事務所について、不正に不動産取得税の軽減措置を受けて

いないか、県警と連携した調査を実施し、課税の適正化を図りま

した。（平成 20～26 年課税分） 

暴力団に対する取締りの

強化及び保護対策の徹底 

・県民の安全確保や組織性の解明のため、資機材を整備するなど、

総合的な暴力団対策を推進しました。 

（解析装置、分析等システム、パトカー動態管理車載装置の整備） 

・工藤會トップ以下幹部等多数を凶悪事件等で検挙したほか、法

の規制や警戒によって、道仁会と浪川睦会による対立抗争を封圧

しました。（暴力団構成員の検挙 255 人） 

  

県民の身近で発生する犯罪の抑止対策の推進 

安全・安心まちづくり県民

の集い 

県内全域の地域防犯活動団体が一堂に集う意見交換会として「安

全・安心まちづくり県民の集いふくおか」を開催しました。 

（参加者数 600人）                          

防犯リーダー養成講座の

実施  

地域防犯活動を牽引するリーダーを育成するため、活動のノウハ

ウ等を提供する講座を県内２地区で開催しました。 

（防犯リーダー養成講座の受講者数 204人） 

防犯活動団体の活動開始

支援 

防犯活動の拡大・充実のため、活動の開始等に必要となる資機材

経費に対して助成しました。（助成件数 31団体）                           

安全・安心まちづくりアド

バイザーの登録・派遣 

地域からの要請に基づき、アドバイザーを派遣することによって、

新たな活動手法や団体立上げ等のノウハウを提供するなど防犯団

体等の育成や活動の活性化を図りました。 

（アドバイザー派遣回数 延べ96回） 

特殊詐欺抑止対策の推進 ・防犯教室や個別訪問等による被害者層への広報啓発活動や金融

機関からの警察への通報基準の整備など関係機関との連携強化に

より、特殊詐欺被害の未然防止対策を実施しました。 

・捜査体制の強化等により、特殊詐欺の被疑者検挙対策を展開し、

予防と検挙の両面から、特殊詐欺抑止対策を推進しました。 
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重要凶悪事件の徹底検挙 

迅速・的確な初動捜査体制

の確立と捜査幹部による

捜査指揮能力等の向上 

事件発生時には、発生地管轄警察署等を中心として、迅速・的確

な初動捜査体制を確立するとともに、捜査幹部の捜査指揮能力等

の向上を図るため研修会等を開催しました。 

（研修会等の実施回数（受講者数） 研修会 ５回（459人）、セ

ミナー １回（６人）） 

専従捜査体制の構築と科

学捜査の推進 

事件発生時には、特別捜査本部の設置などの専従体制を構築して、

事件の早期解決に向けた捜査を推進するとともに、ＤＮＡ型鑑定

をはじめとする各種科学捜査を効果的に活用した捜査を行いまし

た。 

 

薬物乱用防止対策の推進 

福岡県薬物の濫用防止に

関する条例の制定 

平成 26 年 12 月に「福岡県薬物の濫用防止に関する条例」が制定

されました。これを受けて、危険ドラッグ撲滅に向けた条例の周

知を行いました。 

薬物乱用防止｢ダメ｡ゼッ

タイ｡｣体験セミナーの開

催 

小中学生を対象に、税関等取締現場を見学し、職員から薬物の危

険性や取締りの現状等を学ぶ体験セミナーを開催しました。 

（開催回数 ３回） 

危険ドラッグ買上検査 危険ドラッグ販売業者の取締りを強化するため、60 検体の買上検

査を行い、２検体（２業者）から指定薬物を検出しました。この

業者については、警察及び九州厚生局麻薬取締部との合同捜査を

実施しました。 

 

テロ対策の推進 

国際海空港における警戒

活動等の強化 

危機意識の醸成を図るため、国際海空港関連機関等と連携し、各

種会議等を開催するとともに合同訓練等を実施しました。 

（沿岸警備協力会及び国際化対策連絡協議会総会の開催回数 32

回、関連機関等とのテロ対策合同訓練 ６回） 

広報啓発活動の推進 関係機関等と連携し、テロ未然防止に向けた街頭キャンペーンに

おけるチラシの配布など各種広報活動を行いました。 

（街頭キャンペーンの実施回数 207回、電光掲示板による広報活

動 37回） 

各種管理者対策の推進 爆発物原料となり得る化学物質の取扱業者等に対する不審情報等

認知時の通報依頼を実施するとともに、サイバー攻撃に関する講

習会や個別訪問等の管理者対策及びサイバー攻撃関連情報の収

集・分析による事案の実態解明、被害の未然防止に向けた諸対策

を推進しました。 

（爆発物原料事業者に対する情報提供及び通報依頼の実施回数 

2,768回、重要インフラ事業者との対応訓練回数 ３回、情報セキ

ュリティ講習会・企業への指導回数 49回） 

 

治安を確保するための基盤の充実・強化 

犯罪被害者支援活動等の

徹底 

犯罪被害者等の権利・利益の保護を図るため、犯罪被害者等基本

法に基づく各種施策を実施し、犯罪被害者支援活動を充実しまし

た。 

・犯罪被害者等に対する支援（ミズ・リリーフ・ライン（警察本 

部内に設置された犯罪被害者相談電話）の相談件数 893件） 

・警察職員に対する研修会等（巡回教養の実施回数 39回） 
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・関係機関等と連携した取組み 

（警察署犯罪被害者支援協議会の開催警察署数 29署） 

・県民の理解の増進及び協力の確保に向けた取組み 

（市町村広報誌掲載回数 43回、「命の大切さを学ぶ教室」の開催 

回数 7校、犯罪被害者週間キャンペーンの開催回数 109回） 

また、「福岡犯罪被害者総合サポートセンター」において、犯罪被

害者等からの相談や病院への付き添いなど、総合的に支援を行い

ました。（支援件数 376件） 

警察活動基盤の強化 治安情勢等に的確に対応した警察活動を推進するため、春日警察

署を開庁するなど施設の整備を推進しました。 

（交番等の改築 ６か所） 

 

（道路交通の安全確保） 

飲酒運転の撲滅 

飲酒運転の撲滅に向けた

取組み 

・事業所・飲食店等に対する直接訪問活動や飲酒運転撲滅キャン

ペーンを実施しました。（飲酒運転撲滅宣言企業数 23,078社、飲

酒運転撲滅宣言の店の数 4,284店） 

・取組みの結果、飲酒運転事故件数が統計の残る昭和40年以降最

少となりました。（153件、対前年比 18件減） 

アルコール依存症支援 ・家族や事業者に対するアルコール依存症の早期発見や対処方法

等に関する講演会等を開催しました。（受講者数 4,160人） 

・健診時におけるアルコール依存症自己チェックの実施を働きか

けるため、市町村保健師等に対する説明会を開催しました。 

・断酒継続支援のため、自助グループの相談対応力を向上させる

研修会を開催しました。（受講者数 280人） 

 

交通安全対策の推進 

交通事故をなくす福岡県

県民運動 

県、県警、県議会を中心に、国、市町村の各機関や交通安全関連

団体により構成される運動本部を組織し、四季の交通安全運動、

交通安全県民大会の開催、交通安全功労者表彰をはじめとする各

種啓発活動を展開しました。 

通学路の歩道等の整備  県管理道路の通学路について、重点的に歩道等の整備、路肩のカ

ラー舗装等の簡易整備を行いました。 

（歩道等整備完了 ７か所） 

交通事故対策  交通事故の発生件数が多く危険な箇所などについて、交差点の改

良、歩道の整備、道路照明の設置などを行いました。 

（交通事故対策完了 ５か所） 

歩行空間のバリアフリー

化 

生活関連施設の周辺において、幅の広い歩道の整備、既設歩道の

段差解消及び勾配の改善などを実施しました。 

（歩行空間のバリアフリー化整備延長 1.0㎞） 

交通事故管理・分析システ

ムの構築 

 

 

交通事故抑止対策を効果的に推進するため、従来の交通事故管理

システムに多次元分析機能及び GIS（地図情報システム）機能等

を付加して、実効性の高い高度な分析を可能とする交通事故総合

システムを構築し、平成 26 年 12 月より運用を開始しました。 
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（２）災害や犯罪、事故がなく、安全で安心して暮らせること 

③暮らしの安全・食の安全を守る 

 

 [目指す姿] 

○ 消費者トラブルがなく、消費生活の安全・安心が守られていることを目指します。 

○ 食品の衛生的な取扱や適正な表示などにより、食の安全・安心が確保されていることを

目指します。 

 

[主な取組みの実施状況] 

（暮らしの安全の確保） 

消費生活の安全・安心の確保 

悪質事業者に対する指導

強化 

特定商取引に関する法律や福岡県消費生活条例等に基づき、事業

者の不適正な取引に対して調査を行い、指導及び処分を行いまし

た。（業務停止命令 ２件、行政指導 18 件） 

多重債務相談体制の充実

と生活再生 

関係機関と連携して債務整理等による問題解決のための助言を行

ったほか、生活再生中のやむを得ない臨時的出費に対する貸付を

行いました。（多重債務相談件数 2,507 件） 

消費生活相談体制の強化 相談体制を強化するため、専門の消費生活相談員が未配置の市町

村に対し、連携して相談窓口を設置するよう働きかけたほか、消

費生活相談員等レベルアップ研修を実施しました。 

（消費生活相談員配置市町村数 53 市町村） 

（消費生活相談員等レベルアップ研修開催回数 10 回、受講者数 

延べ 936 人） 

貸金業の規制等に関する

立入検査、登録審査 

新規登録申請者への現地ヒアリング（２件）、県登録業者及びみな

し業者への立入検査（168 件）を実施しました。 

（登録貸金業者及びみなし貸金業者に対する苦情件数 26 件） 

 

産業保安の確保 

保安対策事業助成 関係団体が実施する各種保安講習会事業、保安点検巡回事業、広

報事業、検査事業、高圧ガス保安推進会議が実施する保安技術継

承講座、アドバイザー派遣事業に対して助成しました。 

 

（食の安全・安心の確保） 

食の安全・安心の確保 

食品衛生監視体制整備 食品製造業者の自主管理体制を確立し、消費者が県産品を安心し

て購入できるよう、広域的に流通する食品を製造する業者や流通

拠点（市場、大規模小売店等）を対象として監視指導を行いまし

た。（製造業等の監視件数 3,730件） 

生食用食肉安全対策 消費者への啓発を図るため、各保健福祉（環境）事務所において、

消費者等を対象とした肉の生食の危険性に関する意見交換会を開

催しました。（意見交換会等実施回数 18回） 

放射性物質汚染食品安全

対策 

県内に流通している農水産物の安全性を確認するため、食品中の

放射性物質の検査を実施しました。（検査件数 ９件） 
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健康食品安全対策 医薬品成分を含有した違法なダイエット食品をはじめとした健康

食品等（未承認医薬品）による健康被害を防止するため、買上げ

検査を実施しました。 

（強壮系 17品目、痩身系 ４品目、その他 ２品目を買上げ、

うち強壮系 ８品目及び痩身系 １品目から医薬品成分を検出） 

牛海綿状脳症検査 食肉衛生検査所において、と畜場に搬入された48ヶ月齢超の牛を

対象に牛海綿状脳症検査を実施しました。 

（牛海綿状脳症検査頭数 632頭） 

（再掲）（１）－③ 

食品表示の適正化 

ＪＡＳ法に基づく店舗巡回調査・指導、適正な食品表示を徹底す

るための製造業者や生産者を対象とした説明会を開催するととも

に、食品表示１１０番を設置しました。 

（生産者向け食品表示説明会 ９回、製造業者向け説明会 ５回） 

（再掲）（１）－③ 

安全・安心な畜産物の生

産・供給の促進 

・畜産農家を全戸巡回（年間２回以上）し、飼養衛生管理基準の

徹底、慢性疾病予防対策、快適性に配慮した飼養管理を指導しま

した。 

・県境防疫対策の強化策として、隣県等との実務的な連携強化を

図りました。（九州・沖縄・山口家畜防疫連携会議 ２回、県境家

畜防疫連絡協議会 ７回） 

・家畜疾病対策として、重点指導農場に対する衛生指導を行うと

ともに、鳥インフルエンザの定期モニタリング検査を毎月12か所

で実施しました。 

食の安全対策の推進 ・生産から消費に至る一貫した食の安全対策を推進するため、庁

内の関係課で構成する「食の安全対策推進会議」において、監視

指導計画に関する協議を行う等連携を図りながら、生産、流通、

消費の各分野で安全対策に取り組みました。 

・また、これらの取組みについて、消費者や食品関係事業者、学

識経験者等の代表者で構成する「食の安全懇話会」において、説

明を行い、意見を聴くとともに、消費者等を対象としたリスクコ

ミュニケーション（関係者がそれぞれの立場から相互に情報や意

見を交換すること）を実施しました。 

（リスクコミュニケーション実施回数 18回、参加者数 1,055人） 
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（３）高齢者や障害者が安心してはつらつと生活できること 

①高齢者が活躍する社会をつくる 

 

 [目指す姿]  

○ 高齢者が年齢にかかわりなく、それぞれの意思と能力に応じて、70 歳になっても働いた 

り、ＮＰＯ・ボランティア活動などを通じて社会で活躍し続けることができる、選択肢の

多い社会を目指します。 

 

[主な取組みの実施状況] 

（70 歳現役社会づくりの推進） 

いきいきと働くことができる仕組みづくり 

70歳現役社会づくりの推

進 

 

・高齢者のための総合支援拠点である「福岡県 70 歳現役応援セン

ター」では、高齢者の活躍の場を開拓するとともに、専門相談員

が再就職やボランティア活動など、一人一人の希望に合った進路

を提案、仲介し、進路決定を支援しました。 

（福岡オフィス、北九州オフィス、筑後地区出張相談、筑豊地区

出張相談） 

（高齢者向け求人開拓件数 907 件（459 社）、相談者数 14,059

人、登録者数 2,542 人、進路決定者数 1,042 人） 

・入札参加資格に加点する制度により、企業における 70 歳まで働

ける制度（定年延長、定年廃止、継続雇用）の導入を促進しまし

た。（70 歳まで働ける制度導入企業 累計 314 社） 

地域の先進的な取組みに

対する支援 

 

・高齢者が知識、技術を活かして社会参加できるよう、様々なボ

ランティア活動や体験会・講座を開催、地域で活躍する高齢者の

人材育成と社会参加の場を拡大するシニアパワーアップ塾を添田

町にて開催しました。 

・平成 24 年 7 月の九州北部豪雨災害で被災した八女市黒木町笠原

地区において、地域の高齢者の知識と経験を生かして、地域観光

資源（きのこ村等）のリニューアルオープンを目指し、都市住民

とのワークショップや交流事業、周辺環境の整備を図りました。 

 

共助社会づくりへの参加促進 

70歳現役社会づくりの推

進（高齢者のＮＰＯ・ボラ

ンティア活動の促進） 

県とＮＰＯとの協働により、高齢者のＮＰＯ・ボランティア活動

への参加を促進しました。 

・高齢者のための情報サイト「70 歳現役 生きがいづくりナビ」

を開設し、ＮＰＯ・ボランティア情報を発信。高齢者の参加を求

める県内ＮＰＯ・ボランティア団体（75 団体）が登録。 

・高齢者が参加しやすいＮＰＯ・ボランティア体験会・勉強会を

開催するとともに、ポスター・リーフレットを作成し、県内各地

の公民館や図書館に掲示。 

高齢者による子育て支援

の推進 

・高齢者の豊かな知識や経験を活かして子育て支援分野で活躍で

きる人材を養成しました。 

（ふくおか子育てマイスター認定者数 288 人） 

・マイスターが地域の子育て支援関係者と顔の見える関係を構築

するため、意見交換や情報共有のできる交流会を開催し、マイス

ターの活躍の場の拡大を図りました。 

（参加マイスター数 219 人） 
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（３）高齢者や障害者が安心してはつらつと生活できること 

②高齢者が安心して生活する社会をつくる 

 

 [目指す姿] 

○ 高齢者がいきいきと安心して生活できる地域社会を目指します。 

○ 住み慣れた地域で、暮らし続けられる社会を目指します。 

○ 高齢者が尊厳をもって自分らしく生活できる社会を目指します。 

 

[主な取組みの実施状況] 

（高齢者が安心して暮らせる地域づくりの推進） 

生きがい・仲間づくり 

高齢者スポーツの振興 高齢者スポーツの振興のため、ゲートボール、ペタンク、グラウ

ンド・ゴルフ大会などを開催しました。（参加者数 17,715 人） 

高齢者ネットワークの推

進 

市町村老人クラブ連合会の高齢者相互支援活動員が、地域で援助

を必要とする高齢者の家庭を訪問し、安否確認、簡単な家事援助、

話し相手などを行う活動を実施する市町村に対して助成しまし

た。（助成件数 58 市町村） 

市町村老人クラブ連合会

による健康づくりの推進 

市町村老人クラブ連合会が実施する高齢者の健康づくりを主たる

目的としたスポーツ活動、知識の普及啓発事業に対して助成しま

した。（助成件数 26 市町村） 

 

地域での高齢者見守り活動の推進 

ひとり暮らし高齢者見守

り活動の推進 

・見守り活動チームづくりを推進するため、見守り活動推進員の

養成、見守り活動優良団体の表彰、チームづくりを実施する市町

村に対して助成しました。 

（見守り活動チームを編成している市町村数 58 市町村） 

・事業者が日常業務を通じてひとり暮らし高齢者等の異変を察知

した時に市町村へ通報する活動「見守りネットふくおか」の普及

促進に取り組んだ結果、実施市町村が 60 市町村となりました。 

 

地域包括ケアの推進 

地域包括支援センターの

機能強化 

・地域包括支援センターの円滑な運営と機能強化を図るため、市

町村や地域包括支援センターの職員を対象とした研修を実施しま

した。（受講者数 821 人） 

・県内４か所の医療機関に設置している介護予防支援センターに

おいて地域包括支援センターからの介護予防に関する相談対応、

技術指導、研修等を実施しました。（受講者数 2,067 人） 

・地域包括ケアシステムを構築するための有効な手法である地域

ケア会議を推進するために、４地域をモデル地域とした「地域ケ

ア会議推進事業」を実施するとともに、すべての市町村に対して

研修を実施しました。  

定期巡回・随時対応サービ

スの普及 

要介護高齢者の在宅生活を 24 時間支える介護サービスである「定

期巡回・随時対応サービス」の普及を図るため、保険者を対象と

した研修会、介護サービス事業者を対象とした起業セミナー、ケ

アマネージャー等を対象とした活用研修会を実施しました。 

（普及促進研修会の参加数 25 保険者 60 人、起業セミナーの参

加数 220 法人 332 人、活用研修会の参加数 236 法人 346 人） 
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ロコモ予防の普及啓発 ・ロコモティブシンドローム（運動器症候群）予防のため、自宅

で簡単に取り組める自己チェック方法や運動（ロコトレ）を普及

する「ロコモ予防推進員」を養成し、この推進員によるロコモ予

防の普及啓発に取り組みました。 

（ロコモ予防推進員数 1,082 名、ロコモ予防推進員の活動回数       

5,842 回、ロコモ予防推進員が啓発を行った人数 99,266 人） 

・福岡県健康ポータルサイトに、ロコモの自己チェックができる

コーナーや、ロコモに関する知識・ロコトレを分かりやすく紹介

する動画などを提供するロコモ予防コーナーを新たに追加しまし

た。 

・「健康２１世紀福岡県大会」、「食と健康推進フォーラム」のイベ

ントや、広報番組、広報誌、新聞広告を通じた普及啓発を行いま

した。 

介護予防ポイント制度の

普及促進 

・市町村における介護予防事業として、介護予防ポイント制度（ボ

ランティア活動を行ったり、介護予防教室や健康教室に参加した

場合に、ポイントを付与し、貯まったポイントに応じて現金や地

域商品券等に交換する制度）の普及促進を図りました。 

（事業実施市町村数 10 市町） 

・制度を導入する場合の立ち上げに対して助成しました。 

（助成件数 ２市１町） 

高齢者等在宅生活支援事

業（福岡住みよか事業） 

要介護高齢者又は障害者の家庭での自立を促進し、介護者の身体

的、精神的負担の軽減を図るため、高齢者等に配慮した住宅改造

経費への補助を行う市町村に対して助成しました。 

（住宅助成 142 戸（34 市町村）） 

高齢者向け住宅の安定供

給 

・サービス付き高齢者向け住宅の登録を実施し、補助制度の活用

により高齢者向け住宅の建設が進みました。 

・高齢者や子育て世帯等に向けた地域優良住宅については、補助

制度を活用した２件 24 戸の地域優良賃貸住宅が建設されました。 

県営住宅の優先入居制度 県営住宅の入居者決定において、住宅の困窮度を点数化し、点数

の高い方から優先的に入居できるポイント方式による募集を実施

しました。（住宅困窮世帯入居者数 42 戸） 

県営住宅のバリアフリー

化 

・狭小で老朽化した県営住宅の建替事業により、バリアフリー化

を進めました。（建替工事着手戸数 248 戸） 

・バリアフリー化していない県営住宅のうち、高齢者の入居率が

高い団地や設備等の改善が必要な団地において、福祉型改善（エ

レベーター設置及び住戸内改善）に積極的に取り組むことでバリ

アフリー化を進めました。（改善工事着手戸数 20 戸） 

 

認知症高齢者への支援体制の確保 

認知症医療センターの運

営 

認知症医療センターとして指定した県内 11 か所の医療機関にお

いて、専門医療相談、鑑別診断とそれに基づく初期対応、合併症

や周辺症状への急性期対応を行うとともに、かかりつけ医等を対

象とした研修会、認知症医療連携協議会などを開催しました。 

認知症対応力向上研修 訪問介護員、介護支援専門員を対象として、認知症対応力の向上

を図るための研修を実施しました。（受講者数 541 人） 

認知症高齢者等徘徊ＳＯ

Ｓネットワークの構築 

・行政、医療・福祉・介護関係の団体、交通・金融・流通などの

事業者及び事業者団体で構成する「福岡県認知症高齢者等徘徊Ｓ

ＯＳネットワーク推進連絡会議」を設置し、県内の取組状況の説

明を行い、市町村におけるネットワーク構築に対する協力を求め

ました。（ネットワーク構築市町村数 31市町） 
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・市町村における認知症高齢者等徘徊ＳＯＳネットワークの構築

を進めるとともに、当該市町村域を超えた徘徊に対応できるよう

ネットワークの広域化を図るため、構築や広域化に取り組む場合

の立ち上げに対して助成しました。 

（助成件数 構築２件（宇美町、粕屋町）) 

・「防災メール・まもるくん」に徘徊・行方不明者情報の発信機能

を追加しました。（メール配信 60件） 

 

（高齢者の尊厳が尊重される社会づくりの推進） 

高齢者の権利擁護 

身体拘束廃止推進員養成

研修及び看護職員研修 

介護現場での身体拘束の廃止及び高齢者の権利擁護のための取組

みを行う人材を養成するため、高齢者福祉施設等の施設長、看護

職員等を対象に研修を実施しました。（研修修了者数 393 人） 
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（３）高齢者や障害者が安心してはつらつと生活できること 

③適切な介護サービスを受けられる社会をつくる 

 

 [目指す姿] 

○ 安心して必要な介護サービスが受けられる社会を目指します。 

 

[主な取組みの実施状況] 

（適切な介護サービスの確保） 

供給量の確保及びサービスの質の向上 

特別養護老人ホーム等の

整備 

・福岡県高齢者保健福祉計画（第６次）に基づき、特別養護老人

ホームの整備を進めました。（特別養護老人ホーム  490 床） 

・市町村が行う地域密着型特別養護老人ホーム等の整備に対して

助成しました。 

（地域密着型特別養護老人ホーム ２施設、認知症高齢者グルー

プホーム １施設、小規模多機能型居宅介護事業所 １か所、介

護予防拠点 １か所） 

介護支援専門員への支援 介護支援専門員の資質の向上を図り、適切な活動を支援するため、

研修等を行いました。 

（介護支援専門員現任研修修了者数 611 人、主任介護支援専門

員研修修了者数 167 人） 

 

介護を担う人材確保と資質の向上 

介護職員たん吸引等研修 介護職員がたん吸引等を行うことができるようにするため、研修

を実施しました。（認定特定行為業務従事者数 307 人） 

介護職員確保・定着セミナ

ーの開催 

介護職員の確保・定着を図るため、管理者等を対象として職場環

境の改善を図る研修を実施しました。 

（明るい介護職場づくり塾受講者数 279 人） 

介護職員技術向上研修の

開催 

介護技術を向上し、医療と介護の連携等の課題に対応できるよう

にするため、介護職員のキャリアに応じて３段階に区分した研修

を実施しました。（受講者数 技術向上研修Ⅰ 212 人、技術向上

研修Ⅱ 653 人、技術向上研修Ⅲ 847 人） 

 

（介護保険制度の安定的な運営） 

介護給付の適正化 

介護サービス適正化 ・要介護認定の適正化を図るため、保険者の認定審査会にアドバ

イザーを派遣し、技術的助言等を行いました。 

（派遣回数 ６回） 

・アドバイザー派遣で明らかとなった課題やその改善方法等につ

いて、全保険者を対象に「認定審査セミナー」を実施しました。

（受講者数 699 人） 

・介護支援専門員に対する指導力を強化するため、保険者の職員

を対象としたケアプランチェック指導研修を実施しました。 

（受講者数 257 人） 
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（３）高齢者や障害者が安心してはつらつと生活できること 

④障害者が自立して生活できる社会をつくる 

 

[目指す姿] 

○ 障害者が個性や能力を存分に発揮して働き、その人らしく自立して生活できる社会を目

指します。 

○ 障害者が安心して、積極的に社会参加できる社会を目指します。 

○ すべての人が地域で安心して快適な生活を営むことができるようユニバーサルデザイン

のまちを目指します。 

 

[主な取組みの実施状況] 

（障害者雇用の拡大） 

就職支援の充実 

障害者就業・生活支援セン

ターの運営 

障害者就業・生活支援センターに専門の支援員を配置して、就業

及び就業に伴う日常生活や社会生活に必要な支援を行いました。 

（障害者就業・生活支援センターの就職者数 565 人） 

中小企業における障害者

の雇用拡大 

中小企業における障害者の雇用を拡大するため、求人開拓を行う

とともに、就職相談から個別指導、職業紹介、就職後の定着まで

一貫して支援を行いました。（当該事業における就職者数 110 人） 

特別支援学校技能発表会

の開催 

特別支援学校生徒の職業技能向上と就職意欲の増進及び企業にお

ける障害者雇用への理解促進を目的とした技能発表会を開催しま

した。併せて教職員と企業人事担当者との交流会を開催しました。

（発表会参加校  15 校、参加企業等 118 団体） 

 

職業訓練の充実 

福岡障害者職業能力開発

校による職業訓練 

国から障害者を対象とした職業訓練を担う施設として位置づけら

れた福岡障害者職業能力開発校において、施設内訓練科目を設定

し、職業訓練を実施しました。（入校者数 111 人） 

障害者の職域拡大に向け

た支援 

福岡障害者職業能力開発校において、民間教育訓練機関等を活用

した施設外での多様な職業訓練機会を提供しました。 

（入校者数 122 人） 

 

（障害者の地域生活支援） 

障害者の社会参加の促進 

手話通訳者の養成 聴覚障害者のコミュニケーションを手話によって仲介する手話通

訳者の養成研修を実施しました。（受講者数 34 人） 

要約筆記者の養成 聴覚障害者のコミュニケーションを文字通訳によって仲介する要

約筆記者の養成研修を実施しました。（受講者数 12 人） 

障害者に対する理解の増

進 

障害があることによる不自由さ等を疑似体験することにより、障

害者に対する理解を深めてもらう疑似体験事業を実施しました。

（クローバープラザなどで開催 参加者数 681 人） 

障害者文化祭の開催 障害者の文化・芸術・音楽等に関する活動を紹介・発表する「障

害者文化祭」を開催しました。（H26 年 12 月 イオンモール福岡

で開催 観覧者数 約 6,000 人） 
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障害者福祉サービスの充実 

発達障害者支援センター

の運営 

発達障害児（者）に対する支援を総合的に行う地域の拠点として、

発達障害児（者）及びその家族からの相談に応じ、集団内での不

適応行動への対処方法に関する助言、指導などを行いました。 

（相談支援・発達支援 3,052 件、相談支援・就労支援 408 件） 

心身障害児療育キャンプ

の開催 

在宅重度障害児（者）の日常生活能力を高め、自立と社会参加を

促進することを目的に各種キャンプを実施しました。 

（参加者数 444 人） 

障害児等に対する療育支

援 

在宅の障害児（者）及びその保護者、教育機関関係者等に対して、

訪問、外来による療育指導等を行いました。 

（指導実施件数 6,592 件） 

在宅重症心身障害児者医

療的ケア体制整備事業 

 

 

医療型短期入所施設が存在しない６障害保健福祉圏域において、

既存の介護老人保健施設を活用した短期入所サービスの拡充など

を行いました。 

（介護老人保健施設による医療型短期入所事業所新規開設数 ８

施設） 

精神障害者の社会復帰促

進 

 

 

 

・精神障害者の円滑な地域移行と地域生活の継続のため、保健福

祉（環境）事務所、市町村、精神科病院、福祉サービス事業者な

どで構成する自立支援関係機関会議で情報を共有し、個別ケース

の自立支援計画の検討等を行いました。 

（自立支援関係機関会議の開催箇所数 13 か所） 

・グループホーム等事業者の精神障害者に対する理解を深めるた

めの講演会を開催しました。（２か所、参加者数 120 人） 

・精神障害者の退院後の地域生活を継続させるため、本人の病状

悪化の兆候、悪化時における各関係者の対応方法を盛り込んだプ

ランを保健福祉（環境）事務所が中心となって退院者ごとに作成

し、各関係者で共有することにより、早期に医療機関に繋ぐため

の体制を構築しました。（プラン作成件数 20 件） 

・保健師の訪問指導に精神科医が同行し、訪問対象者への助言・

指導を行いました。（訪問件数 ５件） 

精神障害者の社会適応訓

練事業 

日常生活への適応や社会性・職業技能の習得など社会的自立を動

機付けるため、回復途上にある精神障害者が一定期間事業所に通

うなどの職場体験を実施しました。（訓練者数 22 人） 

精神障害者の地域生活支

援 

精神障害者の夜間・休日における症状の急変や不安感の増大等に

対処するため、夜間・休日における相談窓口で相談対応を行いま

した。（相談件数 7,410 件） 

精神科救急医療システム 夜間・休日においても精神疾患の患者に迅速・適切な医療を提供

するため、精神科救急医療情報センターにおいて、患者等から相

談を受け、入院医療が必要な方を、県内４ブロックの精神科輪番

病院での治療につなげました。（情報センターにおける受付件数 

1,950 件、医療機関受診 517 件） 

 

障害者の収入の向上 

「まごころ製品」大規模販

売会の開催 

デパート催事場において、県内の「まごころ製品」を一堂に集め、

販売しました。５日間で総額約 1,300 万円を売上げ、障害者の収

入向上につながりました。 

（参加施設 57 施設、来場者数 約１万６千人） 
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「まごころ製品」商談会の

開催 

企業や団体等を対象に「まごころ製品」の購入を働きかける商談

会を開催しました。22 件の契約が成立し、約 200 万円を売上げ、

障害者の収入向上につながりました。 

（参加施設 96 施設、来場企業等 89 団体、商談件数 328 件） 

障害者優先調達の推進 「平成 26 年度障害者就労施設等からの「まごころ製品」の調達の

推進を図る方針」に基づき、全庁一丸となって調達を推進しまし

た。（調達実績 45,453 千円、対前年度比 150％） 

障害者応援まごころ企業

認定制度の推進 

「まごころ製品」の調達促進を図るため、障害者就労施設等から

「まごころ製品」を積極的に調達している企業を「障害者応援ま

ごころ企業」として認定する制度を平成 26 年 10 月より開始し、

本制度についての説明会や広報活動を実施しました。 

（認定企業数 40 社） 

 

障害者の権利擁護 

障害者の虐待防止・権利擁

護の推進 

市町村職員及び障害福祉サービス事業所等の職員を対象とし、障

害者虐待防止に関する知識・技術を習得するための研修を実施し

ました。（受講者数 222 人） 

障害者虐待防止対応事例

検討会の開催 

市町村における障害者虐待への対応力向上を図るため、県内にお

ける障害者虐待対応事例を用いた検討会を開催し、成功事例や対

応困難事例等から考え方や対応方法を共有しました。 

（43 市町村参加） 

 

福祉のまちづくりの推進 

福祉のまちづくりの普

及・啓発 

・県民・事業者に対して、福祉のまちづくりや障害者等用駐車場

の適正な利用を推進する「ふくおか・まごころ駐車場」制度への

理解・協力を求めるため、福岡県障害者文化祭においてキャンペ

ーンを実施しました。（H26 年 12 月 イオンモール福岡） 

・まごころ駐車場の利用証は 13,078 件の発行となり、利用の拡大

が図られました。 

（まごころ駐車場利用証発行数 累計 55,104 件） 

（再掲）（２）－② 

歩行空間のバリアフリー

化 

生活関連施設の周辺において、幅の広い歩道の整備、既設歩道の

段差解消及び勾配の改善などを実施しました。 

（歩行空間のバリアフリー化整備延長 1.0㎞） 
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（４）女性がいきいきと働き活躍できること 

①女性が活躍する社会をつくる 

 

 [目指す姿] 

○ 女性の社会進出が進み、多様な分野で能力を発揮し、責任ある立場において活躍してい

る社会を目指します。 

○ 多くの女性が、政治・行政における政策決定や企業の経営に参画している社会を目指し 

ます。 

 

[主な取組みの実施状況] 

（女性の安定就労の推進） 

女性が働き続けることができる職場づくり 

（再掲）（１）－④ 

子育て応援宣言企業の登

録推進 

従業員の仕事と子育てが両立できる職場づくりを推進するため、

企業の経営者が両立支援の取組みを宣言する「子育て応援宣言企

業」の登録を拡大しました。平成26年度は、登録目標5,000社達成

を契機に宣言企業の更なる拡大と取組内容の充実を図るため、「子

育て応援宣言企業5000社大会」を開催しました。また、宣言企業

の人材確保を支援するとともに、子育て中の女性や学生の就職を

支援するため、「子育て応援宣言企業合同会社説明会」を開催しま

した。（子育て応援宣言企業登録数 H26年度末5,050社） 

トップリーダー啓発事業 地域団体や教育団体の代表者等が集まる研修会等へ、男女共同参

画に関する講師を派遣しました。 

（講師派遣 ８回、研修会参加者数 延べ 474 人） 

 

子育て中の女性の就職支援（再掲） 

（再掲）（１）－④ 

子育て女性就職支援セン

ターによる就職支援 

県内４か所のセンターにおいて、個別相談、求人情報・保育情報

の提供、就職支援セミナー、求人開拓、就職斡旋等を実施すると

ともに、県内８か所で合同会社説明会を開催し、勤務時間の制約

などにより就職が難しい子育て中の女性の就職を支援しました。

（子育て女性就職支援センターの就職者数 619人） 

（再掲）（１）－④ 

子育て女性のための職業

訓練 

県内４地域において、子育て中の女性が受講しやすい託児サービ

ス付き短時間・短期の就職支援講座を実施しました。 

（受講者数 509人） 

 

（指導的地位への女性の進出促進） 

政策・方針決定過程への参画促進 

男女共同参画センターの

運営 

福岡県男女共同参画センターにおいて、情報収集、調査研究、相

談支援、人材育成、社会参画環境整備などを実施しました。 

・情報誌の発行 

・総合相談、専門相談の実施（相談件数 2,423 人） 

・人材育成事業（若年者（高校生・大学生）意識啓発事業、女性

起業家支援セミナーなど） 

・あすばる男女共同参画フォーラム開催 等 
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男女共同参画推進条例に

基づく表彰 

福岡県男女共同参画推進条例に規定される「男女共同参画の日」

（11 月第４土曜日）に、男女共同参画に著しい功績があった企業、

団体、県民を表彰し広く紹介しました。平成 26 年度は、社会にお

ける女性の活躍推進、困難な状況にある女性の自立支援、女性の

先駆的活動の３部門で表彰を行いました。 

女性研修の翼の実施 男女共同参画社会づくりの推進役となる女性を育成するため、先

進国への海外派遣を行う「女性研修の翼」を実施しました。 

（期間 11 月 9～15 日、派遣先オーストラリア、団員数 19 人） 

ふくおか女性いきいき事

業 

・今後様々な分野でリーダーとして活躍が期待される女性の人材

を育成するため、ふくおか女性いきいき塾を開催しました。 

（修了生 29 人） 

・目標となるロールモデル（将来像やキャリア形成を考える際に

参考となる存在）を発掘し、ホームページ等を通じて広く紹介し

ました。（ロールモデル登録者数 315 人） 

女性の活躍推進 ・企業等が女性社員の活躍推進のために行う研修会へアドバイザ

ーを派遣しました。（７社） 

・男性管理職のための女性活躍推進セミナーを実施しました。 

（参加者数 209人） 

・自治会における女性役員の登用実態を把握するとともに登用拡

大に向けた先導的な取組をモデル事業として支援しました。 

・「女性が輝く“未来”へ 男女300人のトークセッションin福岡」

を開催し、福岡県の女性活躍の気運を盛り上げ、「女性が活躍する

福岡県」を国内外へアピールしました。 

・若年層の意識啓発を図るため、大学と連携したシンポジウム等

を開催するとともに（３回、参加者数 227人）、ロールモデル等

を高等学校に講師として派遣しました。（４回、参加者数 1,848

人） 

（再掲）（１）－③ 

農協の組織的取組み等に

よる女性農業者の負担軽

減 

・女性農業者の負担軽減を図るため、農協において、高齢の家族

が日中過ごせる「あんしんの広場」を定期的に開催する取組みを

支援しました。 

・女性農業者が家族の病気や怪我などで一時的に営農活動に支障

を来した場合等に、農協の部会員や近隣住民を農作業に派遣する

「営農ヘルパー制度」の導入を支援しました。 

（「あんしんの広場」と「営農ヘルパー制度」の取組数 20 農協） 

（再掲）（１）－③ 

女性農業者の起業活動推

進 

専門家によるマンツーマン指導の実施や新商品の開発、起業活動

に意欲的な女性農業者の環境改善に向けた取組みなどを支援しま

した。（女性の起業数 265 件、対前年度比 14 件増）、（新商品開

発支援件数 ４件、専門家による指導件数 ４件） 

（再掲）（１）－③ 

地域の方針決定機関への

女性の登用機会の拡大 

女性農業者が集まるセミナーや研修会において、農業委員の役割

や必要性について啓発を行うとともに、女性農業委員の会が行う

登用推進の活動を支援するなど、女性農業者が地域社会に積極的

に参加する環境づくりを進めました。 

（農業委員会女性委員数 92 人、対前年度比 18 人増） 
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（４）女性がいきいきと働き活躍できること 

②社会的・経済的に厳しい状況を強いられている女性を支える 

 

[目指す姿] 

○ 社会的・経済的に厳しい状況を強いられている女性への支援体制を充実させ、安心して 

生活できる社会を目指します。 

○ 女性があらゆる暴力におびえることなく、安全で安心して暮らすことができる社会を目

指します。 

 

[主な取組みの実施状況] 

（社会的・経済的に厳しい状況を強いられている女性の支援） 

母子家庭の自立支援 

母子父子寡婦福祉資金の

貸付 

修学資金、就学支度資金、生活資金、技能習得資金等の必要な資

金の貸付により、母子家庭及び寡婦に経済的支援を行いました。

（H26年10月から父子家庭も対象） 

（母子貸付 345件、父子貸付 ２件、寡婦貸付 ９件） 

母子家庭の母等の資格取

得の推進 

就労のため高度な職業訓練を受け資格を取得しようとする母子家

庭の母等に対し、生活の負担を軽減するための給付金支給や講座

受講料の助成を行いました。（H25年度から父子家庭も対象） 

（高等職業訓練促進給付金 228人、自立支援教育訓練給付金５人） 

ひとり親家庭等就業･自立

支援センターの運営 

母子家庭の母等に対し、就業相談から就業支援講習会、求人情報

の提供等の一貫した就業支援と養育費相談等の生活支援を行いま

した。（相談実績 1,461件） 

 

配偶者からの暴力の防止 

配偶者からの暴力防止対

策強化事業 

・配偶者暴力相談支援センターにおいて、相談事業、婦人相談員

研修会を開催しました。 

・関係機関のネットワークづくりのため、配偶者からの暴力防止

対策連絡会議（１回）及び地域連絡会議（９回）を開催しました。 

・「女性に対する暴力をなくす運動」期間に県内４か所で、街頭啓

発キャンペーンを実施しました。 

（ＤＶに関連する相談件数 3,387件、一時保護件数 206件） 

ＤＶ被害者支援体制強化

事業 

・ＤＶに関する正しい知識と被害者への適切な対応を促すため、

医療関係者向けの研修会に講師を派遣しました。 

（年８回、受講者数 685人） 

・市町村職員対象のＤＶ被害者支援研修会を開催しました。 

（年２回、受講者数 129人） 

・デートＤＶに関する正しい理解を進めるため、県内の高校１年

生へデートＤＶ啓発リーフレットを配布しました。 

（高等学校 165校、中等教育学校 ２校） 

・デートＤＶに関する正しい知識と被害者への適切な対応を促す

ため、高等学校教員向け相談対応マニュアルを作成しました。 
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性犯罪・ストーカー対策の推進 

子ども・女性の自己防衛能

力の向上と性犯罪を許さ

ない環境の整備 

・県内の女子高校生が在学するＳＤＥ（自己防衛教育）推進校等

において性犯罪被害防止教室を開催しました。 

（性犯罪被害防止教室開催回数 1,244 回） 

・関係機関等と協働して、防犯性の高い環境を整備するとともに、

各自治体等へ街頭防犯カメラ設置の働き掛けを実施しました。 

（防犯ブザー無償貸出し駅数 累計 34 駅、セキュリティ・アパー

ト認定数 累計 37 棟（H26 年 12 棟）、セキュリティ・ホーム認定

数 累計 50 戸（H26 年 33 戸）、街頭防犯カメラ設置数（県警把握

分） 累計 1,236 台（H26 年 283 台）） 

被害者等に対する迅速か

つ適切な安全対策の推進 

ストーカー・ＤＶ被害の未然防止・拡大防止を図るため、同種事

案への対応の流れや法律に基づく措置等に関する被害防止リーフ

レットを作成・配布しました。（リーフレット発行部数 ４万部） 

女性・子どもの安全まちづ

くり推進事業 

地域・事業所と連携して性犯罪防止に取り組むため、女性と子ど

もの安全みまもり企業を登録し（3,509 事業所）、優良企業の表彰

（５事業所）を行いました。 

性犯罪抑止対策 性犯罪が起きにくい環境づくりを推進するため、性犯罪抑止啓発

イベント（参加者数 1,231 人）、市町村と連携した広報活動（街

頭啓発 広報物の配布部数 2,000 部）、保護者向け性犯罪防止リ

ーフレットの配布等（配布部数 51,000 部）を行いました。 

性犯罪被害者への支援 性暴力の被害に遭った方が安心して相談でき、医療面のケアを含

め必要な支援を迅速に受けることができるよう「性暴力被害者支

援センター・ふくおか」及び「福岡犯罪被害者総合サポートセン

ター」において、性犯罪被害者に対して相談対応や付添いなどの

支援を行いました。（相談件数 533 件） 
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（５）安心して子育てができること 

①若者が結婚・子育てに希望を持てる社会をつくる 

 

 [目指す姿] 

○ 若者が将来の生活に希望を持って、家庭を築き、子どもを育てることができる社会を目

指します。 

○ 家庭を持つことの喜びを広く周知し、地域全体で家庭を築くことを応援する社会を目指

します。 

 

[主な取組みの実施状況] 

（若者が結婚・子育てに希望を持つ社会づくりの推進） 

若者の就職支援（再掲） 

（再掲）（１）－④ 

若者しごとサポートセン

ターによる就職支援 

概ね 29 歳までの若者を対象に、個別相談をはじめ、セミナーや合

同会社説明会などを実施し、将来に向けた進路選択、その後の就

職活動をきめ細やかに支援することにより、円滑な就職を支援し

ました。（若者しごとサポートセンターの就職者数 7,063 人） 

（再掲）（１）－④ 

30代チャレンジ応援セン

ターによる就職支援 

30 代求職者を対象に、個別相談をはじめ、キャリアコンサルタン

トによる就職指導、正社員に求められるビジネススキルを習得す

る基礎研修、求職者と企業のマッチングを促進する合同会社説明

会等を実施し、正社員としての就職を支援しました。 

（30 代チャレンジ応援センターの就職者数 1,340 人） 

（再掲）（１）－④ 

若者サポートステーショ

ンによる自立支援 

ニート等の若者を対象に、個別相談をはじめコミュニケーション

能力向上のための研修、働く自信をつけるための就労体験、集団

行動への適応力を養うボランティア活動を通して職業的自立を支

援しました。 

（若者サポートステーションの進路決定者数 563 人） 

（再掲）（１）－④ 

未就職卒業生に対する就

職支援 

既卒未就職者を対象に、職場で必要とされる基礎的な力を身につ

けさせるための 20 日間の研修や２か月の体験雇用を実施し就職

を支援しました。（体験雇用者数 311 人） 

（再掲）（１）－④ 

民間連携型求人開拓 

民間人材会社との共催による合同会社説明会等を開催し、中小企

業の人材確保・定着を支援しました。 

  

結婚応援の推進 

出会い・結婚の応援 「出会い応援団体」として県に登録する県内の企業・団体が、イ

ベント等を実施して出会いの場づくりを行いました。また、ホー

ムページやメールマガジン「あかい糸めーる」で「出会い応援団

体」の実施するイベント情報を発信し、県内の独身男女に出会い

の場を提供しました。 

（出会い応援団体の登録数 H26年度末309団体） 
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（５）安心して子育てができること 

②安心して子どもを生み育てることができる社会をつくる 

 

 [目指す姿] 

○ 妊娠や出産にかかわる医療提供体制や経済的支援が充実し、安心して子どもを生むこと

ができる社会を目指します。 

○ 子育て不安の解消や子育てと仕事の両立など、子育て家庭の多様なニーズに応じた支援

が充実し、安心して子育てができる社会を目指します。 

○ 子育て応援宣言企業、子育て応援の店を拡大し、地域全体で子育てを応援する社会を目

指します。 

 

[主な取組みの実施状況] 

（安心して出産・育児ができる社会づくりの推進） 

周産期医療体制の確保 

周産期母子医療センター

事業に対する助成 

周産期母子医療センターのＮＩＣＵ（新生児集中治療管理室）等

の運営等に対して助成しました。 

（総合周産期センター ６か所、地域周産期センター ２か所） 

周産期医療ホットライン 周産期母子医療センターの産科医を直通電話回線で結ぶ「周産期

医療ホットライン」で産科医が直接連絡を取りあうことにより、

母体等の円滑な搬送体制を確保しました。 

（周産期ホットライン通話件数 517 件） 

産科医、新生児医療担当医

への助成 

医師確保が困難な産科医及び新生児医療担当医の処遇を改善する

ため、医療機関が支給する分娩手当等に対して助成しました。 

周産期医療関係者研修 周産期医療関係者のスキル向上を図るため、研修を実施しました。

（受講者数 50 人） 

  

小児医療の充実 

小児救急医療体制への支

援 

地域の開業小児科医が二次救急病院へ出務し、連携して小児救急

患者の休日・夜間診療を行う体制を構築している市町に対して助

成しました。 

小児救急医療電話相談 保護者等の不安軽減を図るため、看護師や小児科医が症状に応じ

た適切な助言を行う夜間の電話相談事業を実施しました。 

（相談件数 33,813件） 

小児救急医療啓発 保護者等の育児不安解消及び医療機関への不要不急な受診の抑制

を図るため、小児の急病・ケガ等への対処方法を掲載した「小児

救急医療ガイドブック」を作成し、小児を持つ保護者等へ配布し

ました。（ガイドブック配布部数 47,000部） 

小児救命救急センターの

運営費に対する助成 

重篤な小児救急患者の医療を担う小児救命救急センターの運営に

対して助成しました。（助成件数 １件） 

乳幼児医療費の助成 市町村が行う乳幼児に対する医療費の公費負担に対して助成しま

した。 

・対象者：入院･通院とも就学前まで 

 ・助成対象：保険診療における自己負担分 

       （３歳以上一部自己負担有り） 

 ・所得制限：３歳以上あり 

       （児童手当所得制限適用） 
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母子保健の充実 

不妊治療費の助成 医療保険が適用されず、高額な医療費が必要となる不妊治療につ

いて、経済的負担を感じている夫婦に費用の一部を助成しました。 

（不妊治療費の助成件数 2,016件） 

不妊専門相談センターで

の相談事業 

県内３か所の保健福祉環境事務所に設置している不妊専門相談セ

ンターにおいて、専門医師、助産師等が不妊に悩む夫婦、又は不

妊治療を求める夫婦に対して、専門的な医学的相談や不妊に関す

る情報提供を行いながら、心の悩みの相談に応じました。 

(不妊相談件数 1,133件) 

 

（子育てを応援する社会づくりの推進） 

保育サービスの充実 

保育所等の整備促進 市町村が実施する民間保育所等の施設整備への補助に要する費用

の一部を助成しました。（施設整備による定員増数 3,861人） 

延長保育の促進 市町村が実施する民間保育所が開所時間を超えて実施する延長保

育への補助に要する費用の一部を助成しました。 

（実施施設数 384施設） 

休日保育の促進 市町村が実施する民間保育所が日曜祝祭日に開所する場合の保育

への補助に要する費用の一部を助成しました。 

（実施施設数 21施設） 

児童福祉施設等の整備促

進 

市町村が実施する放課後児童クラブ等の整備に要する費用の一部

を助成しました。（施設整備数 32施設） 

保育士有資格者の再就職

支援 

県保育協会に保育士就職支援センターを設置し、結婚や子育て等

を機に保育現場を離れている保育士有資格者の復職を支援しまし

た。（就職件数 41件） 

認可外保育施設の保育士

資格取得支援 

届出保育施設に勤務する保育従事者の保育士資格取得を支援する

ため、養成施設の受講の際に必要となる代替職員雇上費を補助し

ました。（実施施設数 １施設） 

 

地域における子育て支援 

「ふくおか・みんなで家族

月間」キャンペーン 

地域全体で子育て家庭を応援する社会づくりの趣旨に賛同した企

業や店舗、団体が家族で楽しめるイベントの開催や割引サービス

等を展開する「ふくおか・みんなで家族月間」キャンペーンを実

施しました。 

地域子育て支援拠点施設

の改善 

市町村が行う地域子育て支援拠点（子育て支援センター等）の改

修及び備品の整備に係る経費を助成しました。 

（環境改善を実施した施設数 20件） 

「子育て応援の店」の推進 小学校入学前の子どもがいる子育て家庭に、ミルクのお湯やキッ

ズスペースなど様々なサービスを提供する店舗を「子育て応援の

店」として登録しました。 

（「子育て応援の店」登録店舗数 H26年度末20,192店舗） 

基本的生活習慣習得の支

援 

小学校入学以降の生活や学習の基盤づくりに向け、就学前の児童

及びその保護者等に対し、保育所等において啓発活動や助言を行

うなど、基本的生活習慣習得のための支援を行いました。 

（支援市町村 ９市町） 

（再掲）（３）－① 

高齢者による子育て支援

の推進 

高齢者の豊かな知識や経験を活かして子育て支援分野で活躍でき

る人材を養成しました。 

（ふくおか子育てマイスター認定者数 288人） 
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（再掲）（３）－① 

高齢者による子育て支援

の推進 

マイスターが地域の子育て支援関係者と顔の見える関係を構築す

るため、意見交換や情報共有のできる交流会を開催し、マイスタ

ーの活躍の場の拡大を図りました。（マイスター参加者 219人） 

 

仕事と子育ての両立支援 

（再掲）（１）－④ 

子育て応援宣言企業の登

録推進 

・従業員の仕事と子育てが両立できる職場づくりを推進するため、

企業の経営者が両立支援の取組みを宣言する「子育て応援宣言企

業」の登録を拡大しました。 

・登録目標5,000社達成を契機に宣言企業の更なる拡大と取組内容

の充実を図るため、「子育て応援宣言企業5000社大会」を開催しま

した。 

・宣言企業の人材確保を支援するとともに、子育て中の女性や学

生の就職を支援するため、「子育て応援宣言企業合同会社説明会」

を開催しました。 

（子育て応援宣言企業登録数 H26年度末5,050社） 

産休代替職員費の助成 児童福祉施設等に対して職員が産休等を取得する場合の代替職員

の任用費用を助成しました。（利用施設数 71施設） 
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（５）安心して子育てができること 

③きめ細かな対応が必要な子どもを支える 

 

 [目指す姿] 

○ 子どもが虐待を受けることなく安心して暮らし、健やかに育つことができる社会を目指

します。 

○ あらゆる子どもに質の高い成育環境が保障され、健やかに育つことができる社会を目指

します。 

○ ひとり親家庭が安定した生活を送ることができ、子どもが健やかに育つ社会を目指しま

す。 

 

[主な取組みの実施状況] 

（きめ細かな対応が必要な子どもへの支援） 

児童虐待の防止 

児童相談所の相談支援体

制の強化 

専門性を身に付け、深刻化する児童虐待問題に迅速、適確に対応

するため、児童の支援方法や心理等の基礎知識を修得する初任職

員研修、児童虐待に関する知識をはじめ、援助方針、進行管理な

どの実務を修得する専門研修などに職員を派遣しました。 

市町村が行う児童虐待防

止対策に対する支援 

関係機関における連携を深め、虐待防止に取り組むため、専門的

な対応を必要とする事例等への助言、市町村職員や関係機関への

研修を実施しました。 

親子のきずなの再生 虐待を理由に離れて生活する子どもとその家族を対象に、良好な

家族関係を構築し、保護者の養育力を強化することによって、親

子のきずなの再生を図るため、ペアレントトレーニングやカウン

セリングなどの援助プログラムを提供しました。 

（事業実施ケース 88 件、うち支援終了 25 件（うち関係改善 

20 件）） 

児童虐待防止医療ネット

ワーク 

児童虐待事案を早期に発見し、適切に対応するため、拠点病院を

指定し、地域の医療機関に対する研修や助言等を行い、児童虐待

対応体制の強化を図りました。 

（拠点病院における相談件数 116 件） 

 

社会的養護の充実 

里親委託等の推進      登録里親の拡大を図るための里親説明会の開催、里親委託後の里

親宅家庭訪問支援を行いました。（新規登録里親数 22世帯）  

施設退所児童等に対する

自立支援の促進 

ＮＰＯ法人を活用して、児童養護施設に入所している児童や退所

した児童等の生活や就職等に関する相談に応じるとともに、退所

者が相互に意見交換や情報交換等を行える居場所づくりや自助グ

ループ活動を支援しました。 

（来所者の相談支援件数 371件、居場所来所者数 511人） 

 

ひとり親家庭の自立支援（一部再掲） 

ひとり親家庭等医療費の

助成 

市町村が行うひとり親家庭の親及び児童への医療費の公費負担に

対して助成しました。 

・助成対象：保険診療における自己負担分（自己負担有り） 

・所得制限：児童扶養手当に準拠 
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児童扶養手当の支給 18歳に達する日以降の年度末までの児童を監護･養育している母

子（父子）家庭の母（父）等に対し、手当を支給しました。 

・手当月額：児童１人 41,020円（全部支給の額） 

児童２人 5,000円加算 

児童３人以上 3,000円加算 

※所得により一部支給又は全額支給停止有  

ひとり親家庭の日常生活

の支援 

ひとり親家庭の親等が就職活動や疾病等のために一時的に生活援

助や保育などのサービスが必要なとき、市町村が行う家庭生活支

援員を派遣する制度に対して助成しました。 

ひとり親家庭の児童の学

習支援 

ひとり親家庭を対象に大学生等のボランティアを派遣し、児童の

学習支援や進学相談等を行いました。（支援児童数 271人） 
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（６）子ども・若者が夢を抱き、将来に向かってはばたけること 

①個性や能力に富み、学力・体力を備えた子どもを育てる 

 

 [目指す姿] 

○ 子どもたちが確かな学力をはぐくみ、個性や能力を伸ばすことができる学校を目指しま

す。 

○ 子どもたちが体力を高め、積極的に運動に親しむことを目指します。 

○ 子どもたちが自らの将来を真剣に考え、自らの夢の実現に向けて、努力し成長すること

を目指します。 

 

[主な取組みの実施状況]  

（子どもの学力の向上や個性・能力の伸長） 

確かな学力向上のための取組の推進 

ふくおか学力アップ推進

事業の実施 

・全国学力・学習状況調査及び福岡県学力実態調査を実施し、調

査結果報告書を市町村教育委員会、学校に配布し、児童生徒への

教育指導の充実や学習状況の改善等に役立てました。 

・県内 18 市町村を学力向上推進強化市町村に指定しました。 

・少人数・習熟度別指導等のため、強化市町村に非常勤講師を 104

人（27,477 時間）派遣しました。 

・各教育事務所に学力向上支援チームを設置し、市町村教育委員

会、学校に派遣しました。（749 回） 

・学力向上に向けて土曜授業を推進しました。 

（実施校の割合（政令市を除く。） 小学校 73.6％、中学校 76.0％。

実施に当たって、外部人材を活用した土曜授業に対する県の経費

補助を受けた市町村数 14 市町村） 

小中学校学力向上推進事

業の実施 

・・各教育事務所に学力向上推進委員会を設置し、教材集の活用状

況、診断テスト実施状況の把握及び診断テスト結果に基づく課題

の分析等を行いました。 

・基礎基本を含む活用力育成教材集及び活用力診断テストを作成

し、県域内の小中学校で活用しました。 

・授業実践力強化講座を実施し、小学校第５・６学年全担任と中

学校国語科、数学科の教員が参加しました。（参加者 1,020人） 

 

個性や能力を伸ばす教育の充実 

少人数指導や習熟度別指

導の推進 

・児童生徒の学力の実態に応じたきめ細かな指導を行うため、少

人数指導の実施を推進しました。（実施校の割合（政令市を除く。）

小学校 99.1％、中学校99.0％、県立高等学校 53.8％） 

・児童生徒のつまづきや定着度に応じたきめ細かな指導を行うた

め、習熟度別指導の実施を推進しました。 

（実施校の割合（政令市を除く。）小学校 96.2％、中学校 

94.7％、県立高等学校 89.2％） 

次世代の科学技術を担う

人材育成事業の実施 

次世代の科学技術を担う人材育成事業を実施しました。 

・高校生科学技術コンテスト（参加者数 1,082人） 

・科学的思考力向上セミナー（参加者数 32人）  

・高校生科学技術フェア（参加者数 159人） 

・科学の甲子園ジュニア（参加数 121チーム） 
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高校生知の創造力育成セ

ミナー事業の実施 

「ふくおか高校生知の創造塾」において、プレセミナー（１日、

合宿事前指導）、合宿セミナー（２泊３日、討論、ポスターセッシ

ョンなど）を実施しました。 

（参加者数 生徒 33校・244人、高校教員 16人） 

ＩＣＴを活用した授業の

推進、ＩＣＴ活用能力の育

成及び情報モラルの育成 

・コンピュータを活用した授業を実施しました。 

（（政令市を除く。）小学校 100％、中学校 100％） 

・コンピュータを適切に活用するため、情報モラル指導を推進し

ました。（（政令市を除く。）小学校  100％、中学校 100％） 

ＩＣＴ活用教育研究事業

の実施 

電子黒板及びタブレット端末を活用した授業の研究を行いまし

た。（小学校 １校、中等教育学校 １校、特別支援学校 １校） 

 

キャリア教育の充実 

地域、企業等と連携した職

場体験活動の推進 

・接客や販売、介護などの職場体験活動を推進しました。 

（実施状況（政令市を除く。）小学校 18.8％、中学校 97.1％） 

・知的障害者県職場体験実習事業の職場体験に県立特別支援学校

高等部生徒が参加しました。（８人） 

インターンシップの推進 インターンシップを推進することにより、勤労観・職業観の育成

を図りました。（実施校 県立高等学校（95校/95校）、高等部を設

置する県立特別支援学校（14校/14校）） 

県立工業高校産業人材育

成事業の実施 

・生徒を企業に派遣する教育･訓練を実施しました。 

（参加生徒数 2,126 人） 

・企業の高度熟練者による実践的な実習指導を実施しました。 

（指導時間 462 時間） 

・教員等を対象として、企業における技術研修を実施しました。

（参加者数 34 人） 

・学級単位の企業訪問を実施しました。（参加生徒数 2,191 人） 

 

特別支援教育の充実 

発達障害児等教育継続支

援事業の実施 

・専門家による巡回相談を実施しました。（保育所 12 件、幼稚

園 53 件、小学校 364 件、中学校 96 件、高等学校等 31 件） 

・５歳児のいる家庭への継続支援（子どもたちの状態や支援内容・

方法等の情報を小学校へ伝え、安心した学校生活のスタートへつ

なげるもの）に関する理解・啓発リーフレットを配布しました。 

・ふくおか就学サポートノート（引き継ぎシート）を配布しまし

た。（引き継ぎシートによる情報提供を受けた数 2,206 件） 

障害のある子どもの居住

地校交流事業の実施 

モデル地域における居住地校交流を実施しました。 

（対象児童生徒 36 人（小 23 人、中 13 人）、実施回数 86 回） 

 

（子どもの体力の向上） 

体力向上のための取組の推進 

「１校１取組」運動の実施 児童生徒の体力向上を図るため、各学校の実態に応じた特色ある

体力向上に係る「１校１取組」運動を実施しました。 

（政令市を除く全小･中学校 677 校、全県立高等学校 95 校） 

 

体育・スポーツ活動を豊かにする体制づくり 

学校体育における地域人

材活用に関する調査研究 

中学校における武道及びダンスの体育授業の指導体制づくりを図

るため、地域人材を活用した体育授業の在り方について調査・研

究しました。（地域人材派遣校数 23校） 
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（６）子ども・若者が夢を抱き、将来に向かってはばたけること 

②豊かな人間性や志を持ち、たくましく生きる子ども・若者を育てる 

 

 [目指す姿] 

○ 教育力向上福岡県民運動や青少年アンビシャス運動などが浸透し、次代を担う子どもた

ちを家庭や地域、学校が温かく見守り育てる社会を目指します。 

○ 子ども・若者が海外に対する興味や関心を持ち、多くの若者が海外で活躍している社会

を目指します。 

○ 子どもたちが自然や社会と実際に関わり、自律心と思いやりの心を身に付けている社会

を目指します。 

○ いじめや不登校、ひきこもりに悩む子どもたちが自信を取り戻せるよう、気持ちに寄り

添い、しっかり支える社会を目指します。 

○ 少年の非行を防ぎ、立ち直りを支援する環境を整え、非行少年を生まない社会を目指し

ます。 

 

[主な取組みの実施状況] 

（学校・家庭・地域の教育力の向上） 

教育力向上福岡県民運動の推進 

鍛えよう！ほめよう！学

校の教育力向上プロジェ

クト 

学校の教育力を向上させるため、「地域力を活かした学校支援と学

校力を活かした地域づくり」など、地区毎の重点テーマに沿った

取組みを各学校において実践しました。また、取組み前後の子ど

もの変化を測定する「福岡がめざす子ども」尺度調査ツールを活

用し、各学校で教育活動の工夫改善を図りました。 

（取組小中学校数 59 校） 

教育力向上福岡県民運動

推進派遣講座    

学校、ＰＴＡ、企業等が「教育力向上」をテーマに開催する研修

会等に、講師や助言者として県民運動推進委員等を派遣しました。 

（派遣実績件数 69 件）  

ふくおか家庭教育支援事

業 

・基本的生活習慣の定着について、県内の５、６、７歳児の子ど

ものいる家庭に生活習慣カードを配布し、親子での生活習慣づく

りに取り組むとともに、実践データを分析・検証し、成果の普及・

啓発を行いました。 

・県内９市町に学習支援コーディネーターを配置し、学習習慣の

定着を図りました。 

 

青少年アンビシャス運動の推進 

アンビシャス広場づくり

事業 

地域ぐるみでたくましい子どもを育てるため、地域の公民館や集

会所、学校の空き教室などを活用した子どもの居場所として「ア

ンビシャス広場」を設置しました。（アンビシャス広場 252 か所） 

青少年アンビシャスの翼

事業 

国際的な感覚を持った、たくましい青少年の育成を図るため、中・

高校生をアメリカのサマーキャンプに派遣しました。 

（期間 ８月１日～19 日、派遣先 アメリカ（20 人）、対象 中

学２年生～高校生） 
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日本の次世代リーダー養

成塾の開催 

日本の次世代を担う高校生を対象に、世界に伍して活躍できる人

材の育成を図るため、合宿型のサマースクールを実施しました。 

日程：平成 26 年７月 25 日～８月７日 

会場：グローバルアリーナ（宗像市） 

塾生：全国の高校生 170 人（うち福岡県塾生 33 人） 

青少年アンビシャス運動

啓発事業 

青少年アンビシャス運動の周知を図り、参加団体の拡大を目指す

ため、広報紙やホームページによる啓発やフォーラムを開催しま

した。（アンビシャス通信の発行 年３回、フォーラムの開催 H26

年８月９日 ホテルセントラーザ博多で実施 参加者 154 人） 

サマーキャンプ事業 子どもたちが自然の中で長期間の共同生活を行うことによって、

困難に立ち向かう勇気や忍耐力、自主性、協調性を養い、たくま

しく生きる力を育むことを目的にサマーキャンプを実施しまし

た。（期間 ８月３日～12 日、糸島市で実施、内容 天体観測、

牛の世話体験、竹細工等、参加者 22 人、対象 小学５年生～中

学３年生）  

アンビシャス体験フェス

ティバル事業 

アンビシャス広場やアンビシャス運動参加団体等が主体となっ

て、子どもたちに木工教室や昔遊び、科学実験などの体験プログ

ラムを提供する地域主導による体験型フェスティバルを開催しま

した。（H26 年 10 月北九州市、H26 年 11 月小郡市、うきは市、参

加者 計 4,000 人） 

アンビシャス広場地域間

交流体験事業 

子どもたちの豊かな人間性や社会性を育む多彩な体験を促進する

ため、地域を超えたアンビシャス広場同士が交流することで、子

どもたちが普段体験できない活動を実際に挑戦・体験しました。

（12 広場で実施 内容 川遊び、洞窟体験、地引網等） 

 

（豊かな心を持った子ども・若者の育成） 

国際感覚あふれる子ども・若者の育成 

青年の翼事業 成長著しいアジアの躍動感を体感するとともに、国際的視野を身

に付けるため、県内の青年をアジアへ派遣しました。（期間 11

月９日～16 日、派遣先 カンボジア（プノンペン・シェムリアッ

プ）・シンガポール 団員数 23 人、対象 18 歳～35 歳） 

世界に打って出る若者育

成事業 

将来、長期の海外留学や調査研究又は海外勤務等の多様な活動を

起こすきっかけを作るため、県内の高校・大学等が主催する海外

体験プログラムに対して支援を行いました。 

（支援プログラム数 15（高校８、大学等７）、参加者 226 人） 

ＡＬＴ等を活用した英語

コミュニケーション能力

の育成 

英語教育等の充実のためネイティブスピーカーである外国語指導

助手（ＡＬＴ）を県立高等学校や教育事務所等に配置しました。

（配置人数 247 人、うち小中学校対象 県任用 17 人、市町村

任用 159 人 高等学校対象 71 人） 

世界に挑む人材育成事業

の実施 

・高校生の海外留学を支援するため、高校留学助成金を支給しま

した。（長期派遣：留学経費の 1/2（最大 30 万円）を 45 人へ給付、 

短期派遣：３校のプログラム参加者 33 人へ１人当たり 10 万円を

給付） 

・高校生留学説明会・報告会において、留学経験のある著名人の

講演会や留学経験者の報告会、留学に関する説明、個別の相談会

等を行いました。（参加者数 説明会 190 人、報告会 177 人） 

英語で世界にチャレンジ

する小中学生育成事業 

・小学生英語体験ひろばを県内３か所（福岡、北筑後、京築）で

それぞれ３日間実施し、小学校４～６年生 197 人が参加しました。

（県内の国公私立中学校からの応募総数 377 人） 
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・ハウステンボス（長崎県）において、２泊３日の中学生英語宿

泊体験を実施し、中学校１～３年生 100 人が参加しました。 

（県内の国公私立中学校からの応募総数 271 人） 

 

実体験を重視した教育の推進 

通学合宿推進事業 家庭を離れ、公民館等で下校から登校までの集団宿泊生活を行う

ことにより、子どもたちの日常的な生活技術や自発性、協調性を

育むことを目的とした通学合宿を実施しました。 

（実施小学校区数 275 校区） 

地域活動指導員の設置 市町村が子どもの体験活動などを推進する地域活動指導員を配置

する場合、その経費に対して助成し、地域での様々な体験や学習

活動の機会の充実を図りました。（配置人数 177 人） 

子どもの社会力育成推進

事業 

自ら参画して社会を変えていこうとする力である「社会力」を育

成するため、県内８か所で「子どもの社会力育成塾」を実施し、

修了生は「子ども地域貢献隊」として地域での社会貢献活動を継

続的に実施しました。 

（子ども地域貢献隊の活動の参加者数 延べ 765 人） 

ふくおか小中学生体験活

動推進事業 

・小中学校における困難克服体験を伴う宿泊体験学習の充実を図

り、児童生徒のやり抜く心を育成するために、福岡県キャンプ協

会の指導者を派遣するとともに、キャンプ後の教員研修を実施し

ました。（16 市町村（17 小学校、13 中学校）） 

・小学校における動物飼育を通した児童の豊かな心の育成を図る

ため、福岡県獣医師会と連携して動物飼育の相談体制の整備を行

うとともに、教員研修を実施しました。（電話相談 17 回・訪問指

導５回、22 小学校で教員研修実施、新任管理職研修での講話実施） 

少年健全育成事業 少年柔剣道を通じてたくましい少年の育成を図るため、柔道、剣

道それぞれ２泊３日で合宿を実施しました。また、合宿や日頃の

練習の成果を発揮する場所として県内 14 地区で開催された少年

柔剣道大会の開催を支援しました。 

（柔道合宿参加者数 104 人、剣道合宿参加者数 102 人） 

 

就学前教育の振興 

家庭教育充実事業 電話相談「親・おや電話」を設置して、子育てに不安を抱える保

護者からの相談に対応しました。（相談件数 627 件） 

地域の実態を踏まえた幼

稚園・保育所・小学校の連

携強化 

・幼児教育と小学校教育の円滑な接続の在り方について協議する

ため、園長等管理運営協議会を開催しました。 

・特色ある教育課程の編成、遊びのための環境構成、教師の関わ

り等について協議するため、幼稚園教育課程研究協議会を開催し

ました。 

 

読書活動の充実 

学校全体での日常的・継続

的な読書活動の推進及び

読書指導の充実 

・全校一斉の読書活動を推進しました。 

（小学校 94.9％、中学校 85.7％、県立高等学校・中等教育学校

78.9％（政令市を含む。）） 

・４月 23 日「子ども読書の日」の取組みを推進しました。 

（小中学校 915 校で実施。県立高等学校・中等教育学校 95 校全校

で実施。） 
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道徳性を養う心の教育の充実 

規範的な行動を促す道徳、

特別活動、総合的な学習の

時間等の教育活動の充実 

 

・福岡県道徳教育地域指導者研修において道徳教育地域指導者を

育成しました。（小学校 12 人、中学校 12 人） 

※ 平成 17～26 年度までに 240 人が研修を修了 

・「道徳教育推進校」を指定し、研究成果の普及・啓発を行いまし

た。（６市町村） 

 

いじめ・不登校、ひきこもり問題の解決 

いじめ・不登校総合対策事

業の実施 

・生徒の臨床心理に関して高度に専門的な知識及び経験を有する

スクールカウンセラーを、政令市を除く県域内の全中学校、県立

高等学校 25 校に配置しました。また、中学校配置のスクールカウ

ンセラーを小学校に派遣しました。（3,808 件） 

・スクールカウンセラーのコーディネートや各種相談員への指導

助言を行うスーパーバイザーを中学校に配置しました。 

（各教育事務所に２人ずつ） 

・児童相談所等の関係機関との連絡調整を支援するために、社会

福祉に関して専門的知識・技術を有するスクールソーシャルワー

カーを配置しました。（６市町） 

・児童生徒の悩みや不安の軽減のため、話し相手・遊び相手とし

ての大学生等をヤングアドバイザーとして、適応指導教室等に派

遣しました。（52 人、1,115 回） 

・土曜・日曜を含む 24 時間対応の教育相談「子どもホットライン

24」を実施しました。（相談件数 3,963 件） 

・いじめの未然防止及び早期発見・早期対応のための保護者用リ

ーフレットを作成し、全児童生徒に配布しました。 

・小中連携した不登校の未然防止、早期発見を促進するため、中

１不登校等対策強化事業を実施しました。（７市町） 

高等学校不登校・中途退学

防止支援事業の実施 

・不登校生徒を対象に学校復帰と社会的自立に向けた相談活動を

行うため、訪問相談員を配置しました。 

（配置人数 13 人、訪問回数 1,219 回） 

・生活環境に様々な問題を抱えた生徒に対する支援や保護者への

情報提供等を行うため、スクールソーシャルワーカーを配置しま

した。（配置人数 ４人、対応件数 139 件） 

 

健康教育の充実 

食育啓発活動の推進 教職員を対象とした食に関する研修を実施し、学校における食に

関する指導を充実させました。また、学校給食フェアや福岡県給

食レシピコンクールを開催し、児童生徒や保護者の食に関する関

心を高めました。（学校給食フェア 555 人来場、福岡県給食レシ

ピコンクール 682 点応募） 

スーパー食育スクール事

業 

栄養教諭を中心に、行政機関や生産者等と連携し、食育を通じた

健康増進、地産地消の推進、食文化理解等食育の効果について検

証等を行い、その成果の普及に努めました。（食育推進地域 ２地

域（５小・中学校）指定） 

性と心の健康相談事業 県立高等学校 95 校に、産婦人科、精神科の専門医を派遣し、相談

事業を実施しました。（専門医の派遣校数 性の健康相談 88 校、

心の健康相談 81 校） 
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（少年の非行防止と健全育成） 

少年の非行防止と健全育成 

犯罪被害の防止 ・児童買春・児童ポルノ禁止法違反や福岡県青少年健全育成条例

違反（いん行又はわいせつな行為）等、少年の福祉を害する犯罪

（福祉犯）の取締りを強化しました。 

・非行防止教室等の開催のほか、各種広報媒体（リーフレット・

ホームページ等）を活用するなど、少年の被害防止のための広報

啓発活動を実施しました。 

（非行防止教室等の開催回数 1,300 回） 

・被害少年の早期救出・保護を図るとともに、精神的な負担を軽

減するための指導、助言、カウンセリング等を行いました。 

保護者と学ぶ児童生徒の

規範意識育成事業の実施 

・児童生徒の発達段階や校種に応じた学習テーマについて規範意

識向上学習会を開催しました。 

・各学校年１回、専門的な人材を外部講師として招き、児童生徒

と保護者が共に学ぶ学習会を開催しました。 

少年非行防止対策 ・非行少年等の居場所づくりを行う市（北九州市、久留米市）に

対して助成しました。 

・非行少年等に対し、５日間程度の就労体験などを実施しました。

（支援を行った少年 33 人）また、協力雇用主に働きかけ、少年

の就労体験を受け入れることが可能な事業所の増加を図りまし

た。（220 事業所、対前年度比 102 事業所増） 

・県内各地域で開催される非行防止やネット依存防止に関する研

修会に県から講師を派遣しました。（132 回、参加者計 7,826 人） 

非行少年を生まない社会

づくりの推進 

非行少年等に対する立ち直り支援活動（連絡・面接、就学・就労

支援、社会奉仕体験活動、料理教室等の居場所づくり等）、関係機

関・団体等と連携した街頭補導活動のほか、スクールサポーター

を増員し、県下全域においてスクールサポーターによる学校訪問

を通じた非行防止活動を展開するなど、少年非行防止に向けた取

組みを実施しました。 

（スクールサポーターの増員  19 人） 

薬物乱用防止対策 児童生徒の薬物乱用を防止するため、学校・家庭・地域社会・関

係機関が連携できるよう、薬物乱用防止教育指導者養成研修会を

開催しました。（研修会参加者 政令市を除く公立小・中・高等学

校及び特別支援学校教員 825 人）                                   

暴走族対策 ・中学校・高校の生徒指導担当者等と連携を図り、「暴走族等加入

阻止教室」を開催しました。（開催回数 410 回） 

・保護観察所等の関係機関と連携して、暴走族等の非行少年に対

する個別面接指導等を行い、暴走族等グループからの離脱と立ち

直りを支援しました。 

・中・高校生を対象にした「暴走族根絶ポスターコンクール」を

行い、青少年の交通法規等の遵守意識の醸成を図るとともに、入

賞作品については、ポスター等を作成し、学校等への配布・掲示

を実施しました。 

・関係機関との連携による暴走族等根絶キャンペーン等を積極的

に開催し、暴走族等根絶気運の醸成と根絶活動の活性化に向けた

広報啓発活動を行いました。（広報啓発活動実施回数 814 回） 

青少年のインターネット

適正利用の推進 

 

・青少年のインターネットの適正利用に向け、官民が連携した実

効性の高い施策を推進するため、「福岡県青少年インターネット適

正利用推進協議会」を設置しました。 

（協議会 １回、部会 ２回 開催） 
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・生徒たちが自ら考え学ぶことで、正しいインターネットの使い

方を身に付けるワークショップ形式の啓発プログラムをＮＰＯと

協働して実施しました。（実施 ４校、参加生徒  約 900 人） 

・インターネット上の不適切な書込みの早期発見と適切な対応を

図るため、中学・高校の教員等を対象としてネットパトロール員

養成講座を実施しました（県内各地区で実施 249 人受講） 

・青少年のネットの適正利用について社会全体で取り組む気運の

醸成を図るため、「青少年のインターネット利用を考えるフォーラ

ム」を開催しました。（参加 約 350 人） 
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（６）子ども・若者が夢を抱き、将来に向かってはばたけること 

③信頼される学校をつくる 

 

 [目指す姿] 

○ 教育者としての使命感を持ち、優れた専門性と指導力を持つ教員の育成を目指します。 

○ 子どもたちが安心して学ぶことができる教育環境の整備を目指します。 

○ 児童生徒一人ひとりの多様な興味・関心、能力・適性、進路希望等に応じた望ましい教

育環境を展開する魅力的な学校を目指します。 

○ 各校が自らの建学の精神に基づき特色ある教育を展開するなど、私立学校教育の充実を  

目指します。 

 

[主な取組みの実施状況] 

（安心して学べる学校づくり） 

信頼される教職員の育成 

教員の資質の向上 ・教員の経験年数や職務内容に応じた基本研修を実施しました。 

（初任者対象の研修、教職２・５・10 年経験者対象の研修、教務

主任・進路指導主事・生徒指導主事対象の研修、管理職及び新任

の主幹教諭・指導教諭対象の研修、新任の学年主任対象の研修） 

・教育センター等において、特定の教育課題に関する課題研修や

個々の専門性を高める専門研修を実施しました。 

・各教育事務所において教員の指導力向上の研修を実施しました。 

ストレスマネジメント研

修（管理職及び中堅教員対

象）の実施 

自己のストレスを論理的に思考する技術や管理職のストレスマネ

ジメント能力取得のための講座を開催しました。 

（管理職研修参加者 755 人 中堅教員対象研修参加者 176 人） 

 

児童生徒の安全確保 

防犯教育の推進 子ども自身の安全対応能力を育てるため、教職員の指導力向上を

図る研修会や参加体験型防犯セミナーを開催しました。 

防災教育の推進 防災教育等推進実践校を指定し、学校の実態に応じた防災教育の

指導方法や教育手法の実践的な研究を行い、その結果を県下の学

校へ周知し、防災教育の充実を図りました。 

（実践校 小学校６校、中学校３校、高等学校１校、特別支援学

校２校） 

・大学教授や防災士等の専門家等及び実践校代表者で組織した防

災教育推進委員会を設置し、防災教育の課題とその解決策につい

て協議しました。 

・学校防災アドバイザーを実践校へ派遣し、防災マニュアルや避

難訓練の実施について、指導・助言を行いました。 

（派遣回数 80回） 

通学路の安全推進 通学路における安全を確保するため、特に対策が必要な市町村に

対し、通学路安全対策アドバイザーを派遣し、専門的な見地から

の指導・助言の下、学校、教育委員会及び関係機関等の連携協力

による通学路の安全対策を行いました。 

（派遣回数 18回（４市町）） 
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学校施設の整備・充実 

高等学校、特別支援学校の

施設整備  

老朽校舎等の外壁改修、屋上防水、グラウンド造成等を行いまし

た。（県立高等学校 ９校、県立特別支援学校 ５校）  

校務の情報化の推進 県立学校の管理職やＩＣＴ担当者等に研修を実施し、職員の情報

セキュリティに対する意識の向上を図りました。 

 

教育機会の確保 

高等学校等奨学金事業の

実施 

経済的理由により修学が困難になることがないよう高等学校等奨

学金事業を実施しました。（延べ 19,847 人の生徒に奨学金を貸与） 

また、多くの生徒が利用できるよう制度の周知を行いました。 

中学生進路相談事業（生徒、保護者にチラシ配布） 

各種媒体による周知・広報（県のホームページ・広報誌等） 

高校生等奨学給付金事業

の実施 

・高校生等が安心して教育を受けられるよう、高校生等奨学給付

金事業を実施しました。（奨学給付金支給対象生徒数 8,723 人） 

・全ての対象者が支給を受けることができるよう、制度の周知徹

底を図りました。（高校１年生、中学生及び保護者等にチラシ配布、

中学生進路相談事業やホームページによる周知） 

 

（魅力ある学校づくり） 

地域に開かれた学校づくり 

学校評価システムの確立 学校の自己評価及び自己評価の結果を踏まえた学校関係者評価を

実施しました。（自己評価及び学校関係者評価の実施率 小学校 

100％、中学校 100％、県立高等学校 100%） 

地域が学校を支援する取

組みの推進 

・学校、家庭、地域が連携・協働を進めていくことの効果と意義

を再認識し、今後の取組みに向けての方向性を探るため、連携推

進セミナーを年間３回開催しました。（受講者数 155 人） 

・住民、保護者等が委員となって学校運営方針の承認などを行う

学校運営協議会（コミュニティスクール）に関して情報提供を行

いました。 

 

教育ニーズに対応する学校づくり 

中高一貫教育校等の新し

いタイプの学校の充実 

教育の機会均等を確保するという観点から、県立中高一貫教育校

未設置地区（福岡地区及び筑豊地区）に、平成27年度開校に向け、

平成26年11月１日に宗像中学校及び嘉穂高等学校附属中学校を設

置しました。 

三公立大学法人における

大学の個性を活かした教

育 

社会の発展に貢献できる優れた人材を育成するために、中期目標

において以下の「目標」を掲げ、大学の個性を活かした特色ある

教育を実践しました。 

・九州歯科大学では、「歯科保健医療の分野において活躍する優秀

な医療人の育成」を行いました。 

（卒業生の歯科医師国家試験合格率 87.1％（全国平均73.0％）） 

・福岡女子大学では、「グローバルな視点に立って国内外で幅広く

活躍することができる女性の育成」を行いました。 

（卒業生の就職率 98.3％（全国平均96.7％）） 

・福岡県立大学では、「保健・医療・福祉の現場で中核となって活

躍する資質を持った優秀な職業人の育成」を行いました。 

（卒業生の看護師国家試験合格率 98.7％（全国平均95.5％）） 
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（私立学校教育の充実） 

私立学校教育の充実 

私立学校、私学団体に対す

る助成 

私立学校の教育条件の維持向上を図るため、私立学校の運営等及

び私学団体の事業に対して助成しました。 

（幼稚園 415園、小学校 ８校、中学校 27校、高等学校 59

校、専修学校 23校、各種学校 １校） 

私立高等学校の授業料減

免に対する助成 

修学に係る経済的負担を軽減するため、私立高等学校が減免した

授業料に対して助成しました。 

（授業料を減免した生徒 12,374人） 
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（７）誰もが元気で健康に暮らせること 

①生涯を通して健康で過ごせる社会をつくる 

 

 [目指す姿] 

○ 生活習慣の改善など、県民の健康づくりを積極的に支援し、県民一人ひとりが長生きし

てよかったと実感できる社会を目指します。 

○ こころの健康を支える社会を目指します。 

○ 難病患者やその家族の不安や悩みが軽減される社会を目指します。 

○ 感染症予防や治療のための体制整備を行い、県民の健康被害に対する不安の解消を目指

します。 

 

[主な取組みの実施状況] 

（県民の健康の保持増進） 

健康づくりの推進 

自主的な健康づくりの支

援 

医師会や保険者、市町村等の関係者が連携した効率的な健康づく

り、特定健診・保健指導の普及啓発を推進するため、「いきいき福

岡健康づくり推進協議会」や「地域・職域連携会議」を開催し、

自主的な健康づくりの取組み等について協議しました。 

（保健福祉（環境）事務所毎に年２回の開催） 

「健康２１世紀福岡県大

会」の開催 

県民の自主的な健康づくりを支援し、働き盛り世代を中心とした

内臓脂肪症候群に着目した生活習慣病予防の普及啓発を行うた

め、「健康２１世紀福岡県大会」を開催しました。 

（H26 年 11 月 筑後市で開催 参加者数 約 2,500 人） 

福岡県健康ポータルサイ

トを活用した健康づくり

支援 

・いつでもどこからでもアクセスができるというＩＴの利点を活

かした「福岡県健康ポータルサイト」を構築して、生活習慣改善

のための情報提供を行い、県民の生活スタイルに応じた健康づく

りを支援しました。 

・大型商業施設などの県民が集まる場所において、「福岡県健康ポ

ータルサイト」の体験利用や体脂肪測定等の健康チェックを行い

生活習慣改善メニューの紹介や健（検）診受診勧奨を実施しまし

た。（自主的健康づくりのきっかけ提供 83 会場、5,247 人） 

（再掲）（３）－② 

ロコモ予防の普及啓発 

・ロコモティブシンドローム（運動器症候群）予防のため、自宅

で簡単に取り組める自己チェック方法や運動（ロコトレ）を普及

する「ロコモ予防推進員」を養成し、この推進員によるロコモ予

防の普及啓発に取り組みました。 

（ロコモ予防推進員数 1,082 名、ロコモ予防推進員の活動回数 

5,842 回、ロコモ予防推進員が啓発を行った人数 99,266 人） 

・福岡県健康ポータルサイトに、ロコモの自己チェックができる

コーナーや、ロコモに関する知識・ロコトレを分かりやすく紹介

する動画などを提供するロコモ予防コーナーを新たに追加しまし

た。 

・「健康２１世紀福岡県大会」、「食と健康推進フォーラム」のイベ

ントや、広報番組、広報誌、新聞公告を通じた普及啓発を行いま

した。 

 

 

 

-70-



生活習慣病対策の推進 

総合健診の推進 県民の健診受診の利便性の向上を図ることで、受診率を向上させ

るため、がん検診と特定健診が同時に実施できる体制を整備しま

した。（実施市町村数 44市町村） 

特定保健指導の人材確

保・育成 

効果的な保健指導の実施を図るため、特定保健指導従事者（医師、

保健師、栄養士など）を対象とした研修会を開催しました。 

（特定保健指導従事者研修会 ６回、受講者数 延べ769人） 

中小事業所の健康づくり

に対する支援 

 

中小事業所の事業主に対する特定健診・保健指導等受診勧奨や事

業所への健康づくりアドバイザー派遣により、生活習慣に関する

自主的健康づくりに取り組めるよう支援しました。 

（経営者に対する健康づくりの啓発 35回、3,992人） 

（健康づくりアドバイザー派遣 25事業所、受講者数 1,143人） 

 

がん対策の推進 

がん対策推進計画の推進 「福岡県がん対策推進計画」に基づき、がん治療の選択肢を広げ

るため、平成26年度から「重粒子線治療費利子補給事業」を開始

しました。（助成件数 ２件） 

がん検診受診率向上対策 働く世代のがん検診受診率向上を図るため、事業所に「がん検診

推進員」を置き、従業員等に対するがん検診の受診勧奨や啓発活

動の推進を図りました。（働く世代をがんから守るがん検診推進事

業参加登録事業所数 2,441事業所） 

肝炎ウイルスの無料検査 保健福祉（環境）事務所や指定医療機関においてＢ型及びＣ型肝

炎ウイルス検査を無料で実施しました。（受検者数 2,750人） 

肝炎治療費の助成 慢性肝炎患者のインターフェロン治療や核酸アナログ製剤治療を

受ける予定又は治療中の方に対して、医療費の一部を助成しまし

た。（受給者証新規交付者数 3,004人） 

 

歯科保健の推進 

８０２０運動の普及啓発 県民に対する歯科口腔保健に関する正しい知識の普及・啓発のた

め、県歯科医師会と連携して街頭啓発イベントや講習会などを実

施しました。（街頭啓発イベント参加者数 約 3,000 人） 

在宅の歯科衛生士の活用

支援 

地域における歯科口腔保健活動に従事する歯科衛生士を確保する

ため、医療機関に従事していない在宅の歯科衛生士について、登

録名簿の作成、就業に係る相談・情報提供、研修を行いました。 

歯科口腔保健推進計画の

実施 

「福岡県歯科口腔保健の推進に関する条例」及び「福岡県歯科口

腔保健推進計画～歯っぴいすこやか推進計画」に基づき、学童期

におけるむし歯予防、事業所従業員の歯周病疾患予防、高齢者施

設における口腔ケアの定着促進に取り組みました。 

 

（こころの健康の保持増進） 

こころの健康・自殺防止対策の推進 

自殺防止総合相談窓口 24時間365日の自殺防止相談窓口として設置している「ふくおか自

殺予防ホットライン」で、電話相談を実施しました。 

（電話相談件数 1,933件） 

一般科医師と精神科医師

の連携強化 

一般科医（かかりつけ医）から精神科医へうつ病の疑いのある者

を紹介する体制を構築するため、各郡市医師会単位での連絡協議

会及び研修会を開催しました。 

（連絡協議会開催 18医師会、研修会開催 20医師会） 
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自殺未遂者に対する支援 自殺未遂者の再度の自殺行為を防ぐために、救急医療機関に配置

されたコーディネーターが搬送された自殺未遂者の自殺を図った

要因を調査し、司法書士や弁護士等の関係機関につなぐなどの支

援を行いました。（実施医療機関数 ４病院） 

精神保健相談 保健福祉（環境）事務所及び精神保健福祉センターにおいて、こ

ころの病に関する悩みなどの精神保健相談を行いました。 

（相談件数 保健福祉環境事務所 14,716件、精神保健福祉セン

ター 5,488件） 

 

ひきこもり対策の推進 

ひきこもり地域支援セン

ターによる支援 

精神保健福祉センターに設置しているひきこもり地域支援センタ

ーにおいて、専任のコーディネーターが電話及び来所相談を実施

するとともに、ひきこもり者宅への訪問や就労支援窓口への同行

など、ひきこもり者及び家族を支援しました。 

（電話相談件数 787件、来所相談件数 448件、訪問支援人数 ６

人、同行支援人数 ２人） 

 

（難病患者等の支援） 

難病患者等への支援の充実 

難病相談・支援センターで

の相談事業 

難病相談・支援センターにおいて、医療等各種相談、難病に関す

る情報提供、難病患者の就労支援を行いました。 

（相談件数 1,120件） 

在宅重症難病患者の家族

介護者支援（レスパイト入

院事業） 

在宅で人工呼吸器を使用する重症神経難病患者の家族介護者が休

養等を必要とする時に、患者の一時的な入院（レスパイト入院）

ができる病院を確保し在宅療養の継続を支援しました。 

（受け入れ病院数 40病院） 

 

（健康被害の防止） 

感染症対策の推進 

感染症指定医療機関の機

能充実 

感染症患者を受け入れるため、感染症病床（施設整備、陰圧装置

等）の整備を推進しました。 

（感染症病床数 福岡ブロック 24 床、北九州ブロック 16 床、

筑豊ブロック ８床、筑後ブロック 10 床） 

抗インフルエンザウイル

ス薬の備蓄 

新型インフルエンザの発生に備え、抗インフルエンザウイルス薬

を備蓄しています。 

結核、ＨＩＶ等の感染症対

策 

結核、ＨＩＶをはじめとする様々な感染症の発生予防及びまん延

防止を図るため、退院後の結核患者に対する保健師の訪問による

服薬支援、啓発イベント期間に合わせた夜間休日におけるＨＩＶ

抗体検査等を行いました。 

人と動物の共通感染症対

策における医療と獣医療

の連携推進 

人と動物の共通感染症の発生予防及びまん延防止を図るため、県

医師会及び県獣医師会と連携した協議会の設置、発生を想定した

訓練、人と動物の共通感染症対策シンポジウム、共通感染症発生

状況等調査、狂犬病予防のための犬の飼養実態調査を実施しまし

た。 

（シンポジウムの参加人数 480人、共通感染症発生状況等調査検

体数 121検体、アンケートによる犬の飼養実態調査 3,000件） 
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（７）誰もが元気で健康に暮らせること 

②誰もが必要な医療を受けられる社会をつくる 

 

 [目指す姿] 

○ 医療提供体制の充実や医療保険制度の安定的な運営により、誰もが安心して必要な医療

を受けることができる社会を目指します。 

 

[主な取組みの実施状況] 

（医療提供体制の確保）  

救急医療体制の確保 

救急医療施設の運営費に

対する助成 

初期から三次救急医療体制の確保・充実を図るため、救命救急セ

ンターなどの関係機関に対し、運営費を助成しました。 

救急医療情報センターの

運営 

救急医療情報センターにおいて、救急医療機関から患者受入の可

否や診療内容に係る情報を収集し、消防機関・医療機関及び県民

からの問い合わせに対し、24 時間 365 日体制で必要な情報提供を

行いました。（ホームページアクセス件数 累計 2,470,110 件） 

ドクターヘリ運航事業に

対する助成 

ドクターヘリを運航する高度救命救急センターに対し、運営費を

助成しました。（ドクターヘリの年間出動回数 411 回） 

自動体外式除細動器（ＡＥ

Ｄ）の普及啓発 

非医療従事者に対する自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の使用方法

などの講習会を開催しました。 

（再掲）（３）－④ 

精神科救急医療システム 

夜間・休日においても精神疾患の患者に迅速・適切な医療を提供

するため、精神科救急医療情報センターにおいて、患者等から相

談を受け、入院医療が必要な方を、県内４ブロックの精神科輪番

病院での治療につなげました。（情報センターにおける受付件数 

1,950 件、医療機関受診 517 件） 

 

在宅医療の推進 

地域在宅医療支援センタ

ーの運営 

地域特性に合わせた在宅医療支援を行うため、全ての保健福祉（環

境）事務所に設置している地域在宅医療センターにおいて、ネッ

トワーク構築のための「地域在宅医療推進協議会」を開催し、地

域の医療資源情報の共有化を図るとともに、患者・家族等からの

相談に対応しました。（相談件数 2,067件） 

多職種協働による在宅チ

ーム医療を担う人材育成 

・在宅医療を担う医師、薬剤師、看護師などの多職種がそれぞれ

の専門性を生かし、チームとして在宅療養患者を支援する体制を

整備するため、地域特性に応じた研修を行い、多職種の地域リー

ダーを育成しました。（地域リーダー研修受講者数 97人） 

・地域リーダーによる地域の多職種連携研修を実施しました。（多

職種連携研修受講者数 10,682人） 

 

へき地医療対策の推進 

へき地等の医療機関への

医師の派遣 

自治医科大学を卒業した医師を県職員として採用し、へき地等医

師確保が困難な地域の医療機関へ派遣しました。 

（派遣医師数 12人） 

へき地診療所の運営費に

対する助成 

へき地診療所の運営費に対して助成しました。 

（助成した診療所数 ７か所） 
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へき地医療拠点病院の運

営費に対する助成 

無医地区を対象とした巡回診療やへき地診療所に対する代診医の

派遣に対して助成しました。 

（巡回診療 １病院、代診医派遣 ４病院） 

 

医療機関における安全確保 

医療相談事業 福岡県メディカルセンターに保健師等の専門家を配置し、医療に

関する患者の苦情や相談等に対応しました。（相談件数 995 件） 

医療事故防止対策研修会 医療事故・院内感染等の防止を図るため、医療機関に対する研修

会を開催しました。（参加病院数 135 病院） 

 

医薬品等の安全確保 

福岡県献血推進運動大会

の実施 

献血思想を普及・啓発し、安定的な献血者の確保を図るため、第

47回福岡県献血推進運動大会を実施しました。 

（H26年７月 黒崎ひびしんホール（北九州市）参加者数 約500

人） 

医薬品等に関する情報提

供及び相談対応 

医薬品等による健康被害を防止するため、薬事情報センター（福

岡県薬剤師会が運営）で行う、医療関係者及び県民に対する医薬

品等に関する情報提供や相談対応事業へ助成しました。 

・医療機関、薬局からの相談対応（3,950件） 

・「くすりなんでもテレホン」による県民からの医薬品等に関する

相談対応（1,640件） 

 

医療・看護を担う人材確保 

（再掲）（７）－② 

へき地等の医療機関への

医師の派遣 

自治医科大学を卒業した医師を県職員として採用し、へき地等医

師確保が困難な地域の医療機関へ派遣しました。 

（派遣医師数 12人） 

寄附講座の設置による医

師派遣 

大学に寄附講座を設置し、研究プログラムの一環として大学から

医師確保が困難な地域の公的医療機関等に医師を派遣しました。 

（九州大学、福岡大学、久留米大学に設置） 

医学部生への奨学金の貸

与 

久留米大学医学部に設けた福岡県特別枠の入学試験合格者に対し

て奨学金を貸与しました。 

（貸与学生数 累計８人） 

看護学生等への修学資金

の貸与 

看護師等養成施設に在学する学生で、卒業後に県内の小規模医療

機関等に就労しようとする者に対し、修学資金を貸与しました。 

（貸与学生数 207人） 

看護師等養成所の運営費

に対する助成 

看護師、准看護師、助産師を養成する施設に対し、運営費を助成

しました。（助成施設数 33施設） 

看護職員の復職の支援 福岡県ナースセンターにおいて、無料職業紹介や再就業移動相談

を実施するとともに、看護力再開発講習会を開催しました。 

（講習会参加者数 55人、復職者数 29人） 

病院内、産科院内保育所の

運営費に対する助成 

医師、看護職員の離職を防止し、復職を支援するため、院内に保

育施設を設置・運営している病院に対し、運営費を助成しました。 

（病院内保育所助成 58施設、産科院内保育所助成 ４施設）    

医師の地域偏在や診療科

偏在の緩和・解消 

平成26年５月に、医師の地域偏在の緩和、解消等を図ることを目

的に「地域医療支援センター」を設置し、関係団体・医療機関等

と連携して、医師不足状況等の調査、臨床研修医確保対策の検討

を行いました。 
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医療勤務環境の改善 平成26年４月に、医師・看護師等の離職防止や医療安全の確保等

を図ることを目的に「医療勤務環境改善支援センター」を設置し、

医療機関に対する研修会、実態把握のための調査、医療労務管理・

医療経営アドバイザーの派遣等を行いました。 

 

（医療保険制度の安定的な運営） 

医療費の適正化 

医療費適正化計画の推進 「第２期医療費適正化計画」を推進するため、関係各課で構成す

る「福岡県医療費適正化推進会議」や関係機関・団体等から構成

される「福岡県医療費適正化計画推進委員会」を開催し、施策の

実施状況や計画の進捗状況に関する意見を伺いました。 

（再掲）（７）－① 

総合健診の推進 

県民の健診受診の利便性の向上を図ることで、受診率を向上させ

るため、がん検診と特定健診が同時に実施できる体制を整備しま

した。（実施市町村数 41市町村） 

（再掲）（７）－② 

地域在宅医療支援センタ

ーの運営 

地域特性に合わせた在宅医療支援を行うため、全ての保健福祉（環

境）事務所に設置している地域在宅医療センターにおいて、ネッ

トワーク構築のための「地域在宅医療推進協議会」を開催し、地

域の医療資源情報の共有化を図るとともに、患者・家族等からの

相談に対応しました。（相談件数 2,067件） 

高医療費市町村における

医療費適正化の推進 

特別な事情を除き医療費が高い市町村を指定し、指定市町村が行

う医療費の要因分析や医療費適正化に関する事業の企画・実施等

を支援しました。（大牟田市など６市町村が行う若年層健診や保健

師による生活習慣病予防のための訪問指導などの実施を支援） 

ジェネリック医薬品使用

促進 

・学識経験者、関係団体及びモデル病院等で構成する福岡県ジェ

ネリック医薬品使用促進協議会において、ジェネリック医薬品の

使用促進に係る問題点及び課題の検討を行いました。 

・後期高齢者広域連合及びモデル保険者（９市町）が行う薬剤費

削減可能額通知事業を支援しました。 
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（７）誰もが元気で健康に暮らせること 

③社会的に厳しい状況にある生活困窮者等を支える 

 

 [目指す姿] 

○ 生活保護世帯等の早期の自立を目指します。 

○ 中国帰国者及び戦傷病者等の自立と生活の安定を目指します。 

 

[主な取組みの実施状況] 

（生活保護受給者等の自立支援・適正実施の推進） 

自立支援体制の推進 

生活保護を受給する若年

者等の早期自立・就労支援 

生活保護を受給する若年者の就労、自立促進のため、民間職業カ

ウンセラーを派遣し、職業紹介や就労支援策活用の助言等を行い

ました。（職業カウンセラーの配置日数 延べ 3,900 日） 

生活困窮者の自立支援 生活困窮者が困窮状態から早期に脱却することを支援するため、 

本人の状態に応じた包括的かつ継続的な相談支援等を実施しまし

た。（支援調整会議の開催数 １回／月） 

  

医療扶助の適正化 

生活保護受給者のレセプ

ト点検 

レセプト（診療報酬明細書）の資格審査（医療扶助の受給資格、

受給期間の点検）、内容点検（診療内容、診療点数の点検）を行い

ました。（過誤調整率 0.58％） 

生活保護受給者に対する

適正受診指導 

向精神薬の重複処方者へ適正指導（指導改善者数 66人）を行う

とともに、薬局に対してジェネリック医薬品の使用促進について

協力依頼しました。 

（適正受診指導員による薬局訪問指導 192薬局） 

頻回受診者に対する適正

な通院指導 

月に15日以上通院している患者への指導を行いました。 

（頻回受診者指導による改善者数 40人） 

長期入院患者に対する社

会復帰促進 

長期入院患者に対して社会福祉士により退院先を確保しました。 

（長期入院患者の退院者数 71人） 

 

ホームレスの自立支援 

ホームレスの自立支援ネ

ットワークづくり 

福岡県ホームレス自立支援協議会を設置し（年１回開催）、研修会

の開催、ホームレス実態調査（ホームレス概数調査、生活実態調

査）を実施しました。 

 

（中国帰国者及び戦傷病者等の援護） 

中国帰国者及び戦傷病者等の自立・生活支援 

中国帰国者への支援 ・中国帰国者の永住帰国後の早期定着自立等を支援するため、日

常生活面での相談や助言、支援給付金に関する生活相談等を行い

ました。 

・福岡県中国帰国者自立促進協議会において、中国語の出来る相

談員が、登録している中国帰国者等に電話や家庭訪問を行い、日

常の会話から各種の悩み事まで、多岐に亘った話相手をしました。

（利用 398件） 

・中国帰国者が言葉や文化の壁を乗り越えて、地域社会にとけ込

む機会をつくるため、地域での交流事業を開催しました。 
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（参加者数 延べ161人） 

・日本語が堪能でない中国帰国者等が、医療機関で適切な受診が

出来るように、医療用語のわかる通訳を養成しました。 

（受講者数 延べ211人） 

・中国帰国者等がいきがいを持ち、地域社会で自立した生活がで

きるように、実践的に、働きながら、日本語会話や就労の訓練を

しました。（参加者数 延べ94人） 

・県内７町の10世帯12人の中国残留邦人等に対して支援給付を実

施しました。 

戦傷病者等への支援 ・福岡県戦没者追悼式を開催するとともに、遺族代表者が全国戦

没者追悼式等へ参列しました。 

（主催：福岡県戦没者追悼式（８月）、参加：全国戦没者追悼式（８

月）、沖縄地域戦没者追悼式（１月）、海外戦没者慰霊巡拝事業（７

月、11月）） 

・戦没者遺族等に対する遺族年金や各種給付金等の給付や相談対

応を行いました。 

・軍人軍属等であった方で、公務上の傷病にかかり、一定程度以

上の障害を有する方や療養の必要がある方に対して、戦傷病者手

帳を交付し、療養の給付や補装具の支給と修理等を行いました。 
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（８）心のぬくもりと絆を実感できる社会であること 

①ＮＰＯ・ボランティアが活躍する社会をつくる 

 

 [目指す姿] 

○ 多様な主体が互いに協力し支えあう共助社会を目指します。 

○ ＮＰＯ・ボランティアが新たな公的サービスの担い手として活躍する社会を目指します。 

 

[主な取組みの実施状況] 

（ＮＰＯ・ボランティア、企業、行政による協働の促進） 

企業、行政との協働の推進 

ＮＰＯ・ボランティアセン

ターの運営 

・センターのホームページの運営、情報誌の発行、表彰の実施に

よる情報発信・優良事例の紹介を行いました。 

・登録団体がセンターやホームページ上で情報発信や情報交換を

することにより、ネットワークづくりを行える場を提供しました。

（ホームページユーザー登録団体数 1,278 団体） 

協働力向上のためのＮＰ

Ｏ向けセミナーの開催 

ＮＰＯ等の組織経営能力や事業実施能力向上のためのセミナーを

実施しました。（協働力向上セミナー 22 回、ＮＰＯ会計・税務

セミナー 26 回） 

ＮＰＯと企業との協働の

推進 

企業やＮＰＯ等からの協働の企画案を募集し、両者の面談の場を

設定した上で、マッチングを実施しました。（15 社） 

 

地域での多様な主体による協働の促進 

ボランティア活動リーダ

ー研修の開催 

各地域の社会福祉協議会のボランティアセンターにおける組織的

連携や機能的な活動を推進するため、活動・運営方法等を習得す

るボランティア活動リーダー研修を開催しました。 

（受講者数 566人） 

福岡県道路功労者表彰 道路交通の安全、道路の正しい利用、道路愛護等に関し、特に著

しい功績があった団体や個人を表彰しました。 

河川愛護意識の普及・啓発 河川愛護意識の普及・啓発のために「河川愛護月間事業」を実施

しました。また、河川愛護団体の相互連携や活性化を図るために、

「ふくおか川の大掃除」を実施しました。河川愛護団体・企業に

対し、活動に必要な需要品の支給などを支援しました。 

ＮＰＯ・ボランティアと企

業、行政との協働実践会議 

の開催 

ＮＰＯ等、企業・経済団体、有識者、行政で構成された会議を開

催し、協働を進めるに当たっての具体的な課題や目標について意

見交換を行いました。 

   

（ＮＰＯ・ボランティアの活動基盤強化） 

財政力・人材力の強化 

（再掲）（８）－① 

ＮＰＯ・ボランティアセン

ターの運営 

 

・センターのホームページの運営、情報誌の発行、表彰の実施に

よる情報発信・優良事例の紹介を行いました。 

・登録団体がセンターやホームページ上で情報発信や情報交換を

することにより、ネットワークづくりを行える場を提供しました。

（ホームページユーザー登録団体数 1,278団体） 

ふくおか地域貢献活動サ

ポート事業 

県民や企業からの寄附を活用して、ＮＰＯ等が市町村や地域コミ

ュニティ・企業など地域の多様な主体と協働して地域課題の解決

に取り組む協働事業に対して助成しました。 

（協働事業の助成実績 25件） 
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（８）心のぬくもりと絆を実感できる社会であること 

②人、地域のつながりを再生する 

 

 [目指す姿] 

○ 家族や人・地域とのつながり、いわゆる絆を大切にし、ともに支えあいながら安心して

暮らせる社会を目指します。 

○ 地域のコミュニティを再構築することにより、地域の活性化を目指します。 

 

[主な取組みの実施状況] 

（地域コミュニティの再生・活性化） 

地域コミュニティに関わる人材の育成 

地域コミュニティ活性化

を担う人材の育成 

課題解決の手法を発見する場を提供するため、市町村職員を対象

とした研修会や自治会の役員等を対象とした活動事例報告会を開

催しました。（市町村職員研修会 ３回、活動事例報告会 １回） 

地域コミュニティ活性化

のための先進事例情報提

供 

活動への動機付けとするため、県内の先進的な活動事例等を掲載

した情報誌「きずな」の発行などによる情報提供を行いました。

（「きずな」発行回数 ２回） 

地域コミュニティ活性化

に向けた市町村の取組み

の支援 

他の市町村の参考となる先進事例をつくるため、地域コミュニテ

ィ活性化に係る事業効果が高い取組みを行う市町村に対して助成

しました。（助成市町村数 ４市町） 

 

ＮＰＯ・ボランティアとの連携促進 

ＮＰＯに関連する情報の

発信 

ＮＰＯと企業、行政との協働事業やＮＰＯ活動を行う上で役立つ

情報などを紹介する情報誌「Ｃｏｎ te」の発行、ホームページに

よる情報提供、チラシ、リーフレットの配布を行いました。 

（再掲）（８）－① 

ふくおか地域貢献活動サ

ポート事業 

 

県民や企業からの寄附を活用して、ＮＰＯ等が市町村や地域コミ

ュニティ・企業など地域の多様な主体と協働して地域課題の解決

に取り組む協働事業の実施に対して助成しました。 

（協働事業の助成実績 25件） 

 

地域での高齢者見守り活動の推進（再掲） 

（再掲）（３）－② 

ひとり暮らし高齢者見守

り活動の推進 

・見守り活動チームづくりを推進するため、見守り活動推進員の

養成、見守り活動優良団体の表彰、チームづくりに必要な経費の

助成を行いました。 

（見守り活動チームを編成している市町村数 58 市町村） 

・事業者が日常業務を通じてひとり暮らし高齢者等の異変を察知

した時に市町村へ通報する活動「見守りネットふくおか」の普及

促進に取り組んだ結果、実施市町村が 60 市町村となりました。 
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（８）心のぬくもりと絆を実感できる社会であること 

③人権が尊重される心豊かな社会をつくる 

 

 [目指す姿] 

○ 一人ひとりがかけがえのない存在として尊重される社会を目指します。 

○ 同和問題をはじめ、女性、子ども、高齢者、障害者、外国人などに対する差別や偏見の 

ない社会を目指します。 

 

[主な取組みの実施状況] 

（人権施策の推進） 

人権教育・人権啓発の推進 

福岡県人権啓発情報セン

ターの運営 

同和問題の資料等の展示、広報誌の発行、同和問題啓発強調月間

事業・人権週間事業、人権啓発ラジオ番組の放送、研修・セミナ

ー・講座等を実施しました。 

（福岡県人権啓発情報センター利用者数 30,183 人） 

地域人権啓発の推進 県民に身近な場所での啓発活動を展開するため、市町村に委託し

て人権啓発講座などのモデル事業を実施しました。 

（人権啓発研修モデル講座 ８市町村、啓発リーダー養成モデル

講座 ４市） 

市町村啓発事業に対する

支援 

市町村が取り組む人権・同和問題に関する各種啓発事業を充実強

化するために助成しました。 

人権教育の系統的指導プ

ログラム事業 

各学校における人権教育の充実を図るため、小・中・高等学校の

指定校における研究成果をまとめた人権教育の指導資料を作成

し、県内全ての公立学校（政令市を除く。）に配布しました。 

人権教育指導者養成連続

講座 

人権教育を推進するための専門的な指導者を養成するため、連続

講座を開催しました。25 年度の修了者は、26 年度の人権教育研修

の企画・運営や研修講師としての活動を行いました。 

  

同和問題をはじめ様々な人権施策の推進 

（再掲）（８）－③ 

福岡県人権啓発情報セン

ターの運営 

同和問題の資料等の展示、広報誌の発行、同和問題啓発強調月間

事業・人権週間事業、人権啓発ラジオ番組の放送、研修・セミナ

ー・講座等を実施しました。 

（福岡県人権啓発情報センター利用者数 30,183 人） 

講師団講師のあっせん 県に登録している講師を、企業や地域にあっせんし、同和問題を

はじめとする人権問題に係る県民啓発を実施しました。 

（講師あっせん件数 549件） 

ハンセン病に関する正し

い知識の普及 

ハンセン病に関する正しい知識の普及のための訪問交流事業を実

施しました。（訪問交流（国立療養所菊池恵楓園に花柳流日本舞踊、

フラダンスチーム、一般県民等と訪問） 参加者数 59人） 
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（８）心のぬくもりと絆を実感できる社会であること 

④生涯学習社会をつくる 

 

 [目指す姿] 

○ 心豊かで充実した人生を送れるよう、その生涯を通じてだれもが学びたいときに学ぶこ

とができ、その成果を適切に生かすことができる社会を目指します。 

 

[主な取組みの実施状況] 

（生涯学習の総合的推進） 

多様な生涯学習施策の推進 

地域活動につながる生涯

学習の環境づくり 

・地域活動に主体的に関わる人材育成につながる地域活動実践型

生涯学習講座を実施しました。 

・ＮＰＯやボランティア団体を対象に、組織経営能力や事業実施

能力向上のためのセミナーを実施しました。 

・安全・安心まちづくりアドバイザーや災害ボランティアコーデ

ィネーター、子育てマイスターなど、共助社会づくりを担う人材

育成につながる施策を実施しました。 

・青年の翼や女性研修の翼事業など、青年リーダーや男女共同参

画社会づくりの人材育成につながる施策を実施しました。 

職業能力開発につながる

生涯学習の環境づくり 

・若者しごとサポートセンター等年代別就職支援センターや高等

技術専門校などで、県民の職業能力の向上につながる研修、セミ

ナー等を実施しました。 

・水素エネルギー人材の育成やものづくりアドバイザーの派遣な

ど先端成長産業分野をはじめとする産業人材の育成を行いまし

た。 

・新規就農者や若い農業者を対象に、農業技術や経営力向上につ

ながる研修会などを実施しました。 

学んだ成果を発表できる

機会の充実 

・ＮＰＯ・ボランティアセンターや年代別就職支援センターなど

で、生涯学習の成果を地域活動や仕事等に活かすための相談を実

施したほか、ホームページ・情報誌等を活用し、情報提供を行い

ました。 

・県民が参加できる文化、スポーツのイベントなどを実施しまし

た。 

生涯学習拠点の充実 ・社会教育総合センター、青少年教育施設、県立図書館、県立美

術館、九州歴史資料館、九州国立博物館、男女共同参画センター、

人権啓発情報センターの利用促進に努め、県民の学習機会や学習

相談の充実を図りました。 

・公立大学法人三大学において、地域住民の健康・福祉の向上を

図るための三大学連携県民講座を実施しました。また、福岡女子

大学において、女性のキャリア形成に資するための女性リーダー

による特別講演会等を実施しました。 

 

学習情報等の一元的な提供 

福岡県生涯学習情報提供

システム「ふくおか生涯学

習ひろば」の運用 

行政機関や大学など様々な機関・団体が実施している学習機会の

情報を収集し、県民が利用しやすいように一元的な情報提供を行

いました。 
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（９）環境と調和し、快適に暮らせること 

①低炭素社会・循環型社会をつくる 

 

 [目指す姿] 

○ 県民一人ひとりに省エネ・省資源に取り組む意識が浸透し、ＣＯ２削減が図られ、地球

温暖化対策が進展する社会を目指します。 

○ 県民・事業者による３Ｒ（発生抑制、再使用、再生利用）の取組が普及し、限られた資

源が有効に利用される社会を目指します。 

○ 環境技術の開発・実用化により、環境負荷の少ない安全・安心な社会を目指します。 

○ 廃棄物の不法投棄などがなく、廃棄物が適正に処理され、快適に暮らせる社会を目指し

ます。 

 

[主な取組みの実施状況] 

（低炭素社会・循環型社会の推進） 

地球温暖化対策の推進・省エネルギーの普及促進 

中小企業の省エネ促進 県内中小企業等の省エネルギー対策の促進及び温室効果ガスの排

出削減を図るため、人材育成、情報発信するとともに、相談対応

を行いました。（省エネ現場指導 75 件）  

地球温暖化対策の普及啓

発 

福岡県地球温暖化防止活動推進センターにおいて、県民や事業所

を対象に、地球温暖化の現状や対策についての普及啓発、広報活

動を行うとともに、県内の温室効果ガス排出量の調査や地域の温

暖化対策活動支援などを行いました。 

（地域イベント参加者への啓発 13,102 人、エコサポーター派遣

による座学啓発 7,349 人、子ども環境家計簿取組数 1,913 人） 

省エネ・節電の推進 夏季及び冬季の省エネ・節電宣言を行った県民に対し、宣言証を

進呈し、協賛企業の店舗で割引等の特典を受けることができる仕

組みをつくりました。前年度と比較して電気使用量を削減できた

世帯には、抽選で達成賞を進呈し、県民の省エネ・節電の取組み

を推進しました。 

（省エネ節電県民運動参加者数 163,727 人、協賛企業数  106

団体（夏季 69 団体、冬季 37 団体）） 

（街頭啓発 46 回（夏季 23 回、冬季 23 回）） 

 

環境負荷の少ない社会づくりの推進 

道路照明・交通信号機のＬ

ＥＤ化 

エネルギー効率の向上及び環境負荷の低減を図るため、既設道路

照明、信号灯器のＬＥＤ化を行いました。 

（既設道路照明 808 基、信号灯 1,135 基） 

長期優良住宅の普及促進 省エネルギー性能に優れ長寿命化が図られた長期優良住宅の供給

促進のため、県内の金融機関と連携し、各金融機関による独自住

宅ローンの優遇制度を実施しました。 

（優遇制度を実施する金融機関 28機関） 

「快適な住まいづくり推

進助成制度」の実施 

耐久性やバリアフリー性能など県が定める基準（長期優良認定を

含む）に適合する住宅を建設する建て主に対して、住宅の建設費

の一部を助成しました。 

既存住宅の建物検査実施 ・安心して既存住宅の取引を行える環境を整備することによって、

住宅の流通を促進するため、専門家による「住まいの健康診断」

（建物検査）を実施し、その結果について情報提供を行いました。 
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・建物検査制度を普及させるため、検査を実施した住宅の購入者

が質の向上を図るリノベーションを行う際の工事費の一部を助成

しました。 

（建物検査を実施した住宅数 206件、うち売買成約数 98件） 

 

資源の有効利用の推進 

ごみ減量化に関する普及

啓発 

ごみ減量化に関する普及啓発の一環として、10月を強化月間と定

め、レジ袋の削減に取り組む一斉行動参加店の募集、強化月間の

広報を行うマイバッグキャンペーンを実施しました。 

（一斉行動参加店数 2,494 店、マイバッグ持参率 30.6％） 

リサイクル製品の活用促

進 

品質・安全性に係る審査を行い、リサイクル製品の認定を行いま

した。また、認定後も製品の基準適合性を定期的に確認すること

により、品質管理を行うとともに、パンフレットやホームページ

による認定製品の普及啓発を行いました。 

リサイクル技術及び社会

システムの開発 

・リサイクル総合研究事業化センターにおいて、産学官民と連携

して、リサイクル技術の開発及び社会システムの構築を行い、下

記の実用化を図りました。（醤油粕から天然ヒト型セラミドの生産

技術、かまぼこ製造時に発生する魚のあらを利用した魚醤） 

・福岡都市圏における紙おむつリサイクルの事業化を目指して、

広域回収実証実験を行うとともに、検討委員会において、実現可

能なリサイクルシステム案の検討を行いました。（開催回数３回） 

下水汚泥の減量化・資源化 下水汚泥を資源化し、緑農地利用、建設資材、火力発電所におけ

る混焼燃料などに有効利用しました。 

 

廃棄物の適正処理の推進 

産業廃棄物処理業者実務

研修 

（公社）福岡県産業廃棄物協会を活用し、処理業者の実務担当者

等に対する研修を実施しました。 

（実務従事者研修会 604 人（福岡・北九州・筑豊・筑後計８回

開催）、適正処理マネジメント研修会 494 人（福岡 ４回開催）） 

ＰＣＢ廃棄物の処理促進 （独）環境再生保全機構が、中小企業者のＰＣＢ廃棄物処理費用

の負担軽減のために設置した基金に対して助成しました。 

（処理実績 コンデンサ等 109 個、安定器等 3,176kg） 

産業廃棄物リサイクル施

設の整備費補助 

産業廃棄物の再資源化事業者が行うリサイクル施設の整備に要す

る経費の一部を助成しました。 

（補助率 1/3 以内、補助額 上限 3,000 万円） 

産業廃棄物排出事業者へ

の講習会 

県内の４ブロック（福岡・北九州・筑豊・筑後）において、建設

系の産業廃棄物排出事業者を対象として、適正処理のための講習

会を開催しました。 

産業廃棄物処理業者への

講習会 

県内の３ブロック（福岡・筑豊・筑後）において、産業廃棄物処

理業者を対象として、適正処理のための講習会を開催しました。 

産業廃棄物運搬車両検問 マニフェスト制度（産業廃棄物の適正処理を確認する制度）の適

正運用を図るために、運搬車両の検問を実施し、公道上での積載

廃棄物とマニフェスト記載内容の突合等を行いました。（15 か所） 

産業廃棄物安定型処分場

掘削調査 

産業廃棄物の安定型最終処分場における処理の状況を詳細に把握

するため、掘削調査を行いました。（４か所） 

不適正処理現場の改善 長期化している産業廃棄物の不適正処理事案（１件）について、

排出事業者の協力を得て、放置廃棄物を撤去しました。 
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（９）環境と調和し、快適に暮らせること 

②多様なエネルギーを確保する 

 

 [目指す姿] 

○ 県内の各地域の特性を活かした再生可能エネルギーの導入・効率的なエネルギー利用を

進め、環境にやさしく持続的発展が可能な社会を目指します。 

 

[主な取組みの実施状況] 

（多様なエネルギーの確保と効率的な利用の促進） 

県による再生可能エネルギー等の率先導入 

県有施設への太陽光発電

システム等の導入 

新・改築を行う延床面積 1,000 ㎡以上の県有施設に太陽光発電設

備を設置しました。（県立学校 １施設、女性相談所） 

県有施設における省エネ

ルギー対策の推進 

・省エネ効果が期待される県有施設を対象に、高効率照明への更

新を行いました。（吉塚合同庁舎、クローバープラザ、障害者リハ

ビリテーションセンター、県立図書館、社会教育総合センター、

下水道施設 1施設） 

・総合庁舎２施設において、高効率空調への改修を行いました。 

（再掲）（９）－① 

道路照明・交通信号機のＬ

ＥＤ化 

エネルギー効率の向上及び環境負荷の低減を図るため、既設道路

照明、信号灯器のＬＥＤ化を行いました。 

（既設道路照明 808 基、信号灯 1,135 基） 

県の防災拠点や避難所へ

の再生可能エネルギー等

の導入 

災害発生初期に最低限必要な機能を確保するため、防災拠点や避

難所となる県有施設において、太陽光発電設備や蓄電池を導入し

ました。（県有施設 14 施設） 

  

地域の特色を活かした再生可能エネルギーの導入促進 

再生可能エネルギー導入

支援システムの構築 

再生可能エネルギーの導入検討に必要な基本情報を提供する全国

初のシステム「再生可能エネルギー導入支援システム」に太陽光

発電量簡易計算機能の追加等を行いました。 

（システム利用者数 累計7,313人） 

市町村・民間事業者による

再生可能エネルギー設備

導入への支援 

市町村が行う導入可能性調査（６件）、設備導入（２件）に対して

助成しました。 

県有施設の屋根貸し等に

よる太陽光発電の普及促

進 

公募により、県有施設の屋根において、太陽光発電事業に取り組

む民間事業者を選定しました。（１施設） 

エネルギー需給の安定化

に向けた地域の役割や取

組みの研究 

分散型電源や高効率発電の普及、エネルギーの効率的利用の促進

など地方の役割や取組みを幅広く研究する「福岡県地域エネルギ

ー政策研究会」（平成25年２月設置）から、２年間にわたる検討結

果を取りまとめた報告書が提出されました。（平成27年３月） 

市町村・民間事業者の防災

拠点や避難所への再生可

能エネルギー等の導入支

援 

災害発生初期に最低限必要な機能を確保するため、防災拠点や避

難所となる施設に太陽光発電設備や蓄電池等を導入する市町村・

民間事業者に対して助成しました。 

（市町村施設 57 施設、民間施設 ３施設） 

エネルギー対策特別融資

制度の創設 

県内中小企業における省エネルギー設備、再生可能エネルギー設

備等の導入を促進するため、「エネルギー対策特別融資制度」を創

設しました。（融資件数 29 件、融資総額 406,999 千円） 

中小水力発電の導入検討 発電事業者と機器の使用や運用開始時期など、実施に向けた協議

を行いました。（２ダム） 
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農業生産現場でのエネル

ギー自給力の向上 

農業用水などの地域資源を活用して、ハウス施設など営農等に必

要な電力を供給するエネルギーシステムを構築するため、整備済

みの発電施設の改良を行い、その効果を評価しました。 

（実施施設 ３か所） 

 

その他多様なエネルギーの効率的利用 

「コージェネレーション

導入セミナー」の開催 

コージェネレーションの特長や、最新技術・導入事例、国や県の

導入支援制度などを紹介する「コージェネレーション導入セミナ

ー」を開催しました。 

（福岡市 ２回、北九州市 1 回、久留米市 1 回） 
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（９）環境と調和し、快適に暮らせること 

③豊かな自然環境を守る 

 

 [目指す姿] 

○ 多様な主体の取組により、豊かな自然、生物多様性が保全され、その恵みを将来にわた

って享受できる自然共生社会を目指します。 

○ 緑豊かで多面的機能が持続的に発揮できる農山村を目指します。 

 

[主な取組みの実施状況] 

（自然環境の保全） 

豊かな自然と生物多様性の保全 

「福岡県生物多様性戦略」

の推進 

 

・小学生等を対象とした県民参加型生きもの調査「ふくおか生き

もの見つけ隊」を実施しました。 

・英彦山における絶滅危惧種保護のため、分布状況・生育調査、

種子の採取、保存及びシカ防護柵の設置を行いました。 

・ペット外来種の終生飼養を啓発するためのグッズを作成すると

ともに、販売業者への説明会を実施しました。 

・生物多様性に配慮した公共工事実施のための「福岡県公共工事

配慮指針」を策定しました。 

・生物多様性の普及や保全等に関して専門的な知識を有する「生

物多様性アドバイザー」の登録及び派遣を行いました。 

希少野生生物の保護推進 福岡県版レッドデータブック改訂版の発刊及び福岡県レッドデー

タブックホームページのリニューアルを実施し、情報発信を行い

ました。 

鳥獣保護区等の更新 指定期間が満了する鳥獣保護区の更新を行いました。 

（鳥獣保護区 ４か所） 

環境影響評価審査 環境影響評価法及び福岡県環境影響評価条例に基づき、４件の対

象事業について環境影響評価手続を行いました。 

自然公園等の整備 案内板、標識など自然公園施設及び九州自然歩道施設を整備しま

した。(自然公園施設整備 ２箇所（玄海国定公園 ２箇所） 九

州自然歩道施設整備区間 25 ㎞) 

平尾台自然観察センター

の運営 

平尾台自然観察センターにおいて、平尾台の野草などを紹介する

展示作品展（７回）、自然観察会などのイベント（38 回）を開催

しました。（施設の年間利用者数 46,006 人） 

ふれあいの川づくり 生態系に配慮した川づくりの一環として、回遊魚等が移動しやす

いように、遡上が困難な横断工作物に魚道を整備しました。 

（魚道の設置数 ３基（日向川、犬鳴川、今川）） 

 

（森林環境と田園空間の保全） 

森林の保全と荒廃森林の再生 

公益的機能の高い森林の

保安林指定の推進 

水源のかん養や山地災害の防止など、森林の持つ公益的な機能を

保全するため、保安林の計画的な指定を進めました。 

（H26年度末現在の保安林指定面積 103,877ha） 

荒廃森林の再生 ・森林の持つ公益的な機能を回復させるため、長期間手入れがな

されず植生の減少や土壌の流出が認められる森林を対象に、間伐

等の森林整備（2,606ha）を行いました。 
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防風林や防砂林などの機

能の保全 

・近年の松くい虫被害の急増を受け、平成25年度から森林環境税

を活用した防除対策を強化しました。 

・松くい虫被害予防対策として、松林への薬剤の空中散布（27ha）

及び地上散布（209ha）並びに松への薬剤の注入（２千本）を実施

しました。 

・被害木の駆除対策として、被害木が翌年度の感染源とならない

ように、伐倒駆除（1,218㎥）を徹底しました。 

・松くい虫被害は国有林においても急増しており、一体的に対策

を講じる必要があることから、国、県、市町等からなる県森林病

害虫等防除連絡協議会や地区協議会を開催し、被害情報の共有と

適切な防除方法の徹底を協議するとともに、防除に係る技術的な

現地研修会を実施しました。(民有林の平成26年度被害量 約２千

ｍ3（近年最も多かった24年度の約３割に減少)) 

 

美しい田園空間の保全 

水田農業を支える集落機

能の維持 

地域ぐるみで取り組む農道や農業用水路の管理、農村環境の保全

のための活動に対して支援を行いました。 

（農道、農業用水路の管理に取り組んだ組織数 869組織） 

（活動組織に対する研修会 ６会場、参加者数 1,848人） 
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（９）環境と調和し、快適に暮らせること 

④快適な生活環境をつくる 

 

 [目指す姿] 

○ さわやかな空気、清らかな水、安全な土壌などが守られた健全で恵み豊かな環境、清潔

で安らぎのある快適なまちを目指します。 

○ 人と動物が共生し、快適に暮らせる社会を目指します。 

 

[主な取組みの実施状況] 

（快適な生活環境の形成） 

快適な生活環境の保全・創出 

県内の公共用水域及び大

気の汚染状況の監視調査 

河川、湖沼、海域等の公共用水域及び大気の汚染状況の監視調査

を行いました。既存の大気測定局の空白地域に測定局を４局増設

しました。 

（調査地点数 公共用水域等 152 地点、大気 14 地点） 

県内のダイオキシン類の

汚染状況の監視調査 

大気、水質及び土壌等におけるダイオキシン類の汚染状況の監視

調査を行いました。 

（年間における各環境調査件数 大気調査 ６件、公共用水域調

査（含む底質調査）22 件、地下水調査 ４件、土壌調査 ８件） 

大牟田川環境対策事業（ダ

イオキシン類の土壌封じ

込め事業）の推進 

平成 25 年度に汚染土壌の封じ込め等の対策工事を完了した大牟

田川環境対策事業について、引き続きモニタリング調査を実施し

ました。 

ＰＭ2.5 測定機器の維持管

理 

福岡県域のＰＭ2.5 による大気汚染状況を把握するため、測定機

器の維持管理を行い、政令市が測定したデータと併せて県ホーム

ページにて情報提供しました。（ＰＭ2.5 測定機器 14 基） 

騒音測定業務 道路騒音、航空機騒音及び新幹線騒音の測定を実施しました。 

（騒音測定地点数 57 地点） 

下水道や浄化槽などの汚

水処理施設の整備 

流域下水道の整備を進めるとともに、個人や市町村に対して浄化

槽設置費用を助成しました。 

ダムの建設や水源地域の

振興 

洪水調節や水道用水の安定供給のため、ダムの建設を進めるとと

もに、水源地域の振興を図るため、道路整備等を行いました。 

（五ヶ山ダム、伊良原ダム、小石原川ダム） 

水道広域化施設整備 市町村域を越えた広域の水道施設整備を行う水道企業団等に対

し、財政支援を行いました。（建設利息債の償還元金の 1/2 以内） 

交通連携施策の推進 学識経験者、県民、交通事業者、行政などを構成員とする「交通

連携施策検討協議会」を開催し、交通連携施策の検証と提案を行

いました。（協議会の開催 ４回） 

県営公園の整備 ・現在整備中の筑後広域公園は、体験エリアやスポーツゾーンな

どの整備を行いました。 

・他の８公園については、園路やトイレなどの公園施設のバリア

フリー化及び老朽化に伴う更新を行いました。 

（再掲）（３）－② 

県営住宅のバリアフリー

化 

・狭小で老朽化した県営住宅の建替事業により、バリアフリー化

を進めました。（建替工事着手戸数 248 戸） 

・また、バリアフリー化していない県営住宅のうち、高齢者の入

居率が高い団地や設備等の改善が必要な団地において、福祉型改

善（エレベーター設置及び住戸内改善）に積極的に取り組むこと

でバリアフリー化を進めました。（改善工事着手戸数 20 戸） 
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良質な民間賃貸住宅の供

給支援 

高齢者や子育て世帯等に向けた地域優良住宅については、補助制

度を活用した２件 24 戸の地域優良賃貸住宅が建設されました。 

 

美しいまちづくりの推進 

福岡県まちづくり専門家

派遣 

良好な街並みの形成や美しいまちづくりを自主的に行おうとする

地域住民団体や市町村を支援するため、各地域の課題に応じて、

各専門分野の「まちづくり専門家」を派遣しました。 

（専門家の派遣数 ３か所、７回） 

人に自然にやさしい水辺

空間の整備 

人に自然にやさしい水辺空間を形成するため、「郷土の水辺整備事

業」で周辺環境と一体となった河川の整備を行いました。 

 

動物愛護の推進 

動物愛護推進協議会の運

営  

動物愛護推進協議会支部において、動物愛護推進員の活動に必要

な支援等に対する協議を行いました。 

（動物愛護推進協議会支部会 19 回、動物愛護推進員会議 21 回）） 

動物愛護普及啓発 動物の愛護と適正な飼養に関し普及啓発を図るため、地域、学校

等における教育活動、広報活動を行いました。 

（犬のしつけ方教室 27 回、動物愛護教室 30 回、事前譲渡講習

会 ２回、子犬の譲渡会 ２回、動物愛護キャンペーン等 41 回） 

動物新飼い主探し事業 地域における模範的飼養者を育成するとともに、適正飼養・終生

飼養が可能と判断された飼養希望者に対して、飼い方等の講習受

講後、保護された犬猫を譲渡しました。（犬猫の譲渡数 316 頭） 

地域猫活動支援事業 猫の致死処分の削減を図るため、地域住民が主体となり、飼い主

のいない猫の適正管理を行う「地域猫活動」に取り組む市町村に

対する支援を行いました。 

（飼い主のいない猫の不妊去勢手術 ９市町 14 地域で 156 匹） 
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（１０）豊かな文化を楽しみ、幅広い分野の国際交流を実感できること 

①文化・スポーツなどの活動を盛んにする 

 

 [目指す姿] 

○ 県民が多様な文化・芸術に親しみ、楽しめる心豊かな社会を目指します。 

○ 文化遺産に親しみ、豊かな自然や風土・歴史にはぐくまれた伝統と文化を尊重する心豊

かな社会を目指します。 

○ 生涯にわたり県民がスポーツに親しみ、楽しめる社会を目指します。 

 

[主な取組みの実施状況]  

（文化の振興） 

県民文化芸術活動の振興 

福岡県国際文化情報セン

ター（「アクロス福岡」）の

運営 

 

 

福岡県国際文化情報センターにおいて、「福岡・音楽の秋フェステ

ィバル」の開催や世界的指揮者チョン・ミョンフン氏とアクロス

福岡がプロデュースする青少年への音楽振興を目的とした「チョ

ン・ミョンフン・プロジェクト」などの文化振興事業を行いまし

た。（来場者数 180,699 人） 

ふくおか県民文化祭の開

催 

 

 

ふくおか県民文化祭として、オープニングイベント、特色ある県

民文化創造事業（17 件）、子ども文化事業（鑑賞・発表事業５件、

芸術体験講座 29 校）、分野別フェスティバル（11 件）、地域別フ

ェスティバル（９件）などを実施しました。 

県立美術館における展覧

会の開催 

県立美術館において、各種展覧会を開催しました。 

 ※平成 26 年１月～８月は美術館耐震改修工事のため休館 

（年間入館者数 79,895 人） 

（主な展覧会） 

・「草月流 秘蔵コレクション展」（入場者数 8,685 人） 

・第 70 回福岡県美術展覧会（県展）（入場者数 9,512 人） 

・「福岡県文化会館建設 50 周年記念展 とっとっと？ きおく×キ

ロク＝展」（入場者数 2,703 人） 

九州芸文館の運営 芸術文化交流施設「九州芸文館」において、美術展覧会や体験事

業、交流事業など多彩な文化事業を実施しました。 

（年間入館者数 92,620 人） 

（主な文化事業） 

・「県立美術館コレクション展」（入場者数 2,920 人） 

・「101 年目のロバート・キャパ」（入場者数 10,988 人） 

・「ちくごアートファーム計画」（参加者数 3,439 人） 

・九州芸文館アカデミー交流体験講座（受講者数 5,339 人） 

 

文化資源の保存と活用 

九州歴史資料館の運営 九州歴史資料館において、特別展（「福岡の神仏の世界－九州北部

に華開いた信仰と造形－」）や教育普及講座（名誉館長講座等）な

どを開催しました。（入館者数 26,343人、うち特別展 6,751人） 

九州国立博物館の運営 九州国立博物館において、特別展や文化交流イベントなどを開催

しました。 

（主な特別展） 

・「近衛家の国宝 京都・陽明文庫展」 

・「クリーブランド美術館展」 
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・「台北 國立故宮博物院―神品至宝－」 

・「古代日本と百済の交流」） 

（入館者数 932,935人、うち特別展 447,301人） 

世界遺産登録推進 ・世界遺産登録に向けた気運の醸成のため、セミナー、パネル展

等を開催しました。 

（「宗像・沖ノ島と関連遺産群」世界遺産シンポジウム、九州国立

博物館 242人） 

（九州・山口の近代化産業遺産群セミナー、北九州市 120人、大

牟田市 110人、福岡市 130人） 

（パネル展（県庁、九州国立博物館）） 

・「明治日本の産業革命遺産」について、構成資産の保全や活用の

方向性を定めた管理保全行動指針を策定しました。 

・遺産などを周遊する「宗像・沖ノ島と関連遺産群１日めぐり」

を開催しました。 

（参加者数 約900人） 

福岡共同公文書館の運営 福岡共同公文書館において、県及び市町村の歴史公文書の選別、

公文書館への移管（引渡し）、整理等を行い、歴史公文書の閲覧サ

ービスや企画展示、講演会、研修会を実施しました。 

（入館者数 2,749人） 

世界記憶遺産（山本作兵衛

コレクション）の観光情報

誌への掲載等 

・地域の自然や歴史、文化などとともに、地域資源の一つとして、

「山本作兵衛コレクション」を観光情報誌などに掲載したほか、

田川の魅力を伝える「放課後たがわ講座」でも紹介しました。 

（会場 アクロス福岡） 

・「福岡県修学旅行ガイド」及び「産業観光ふくおか」パンフレッ

トにて、山本作兵衛氏の関係資料を所蔵している田川市石炭・歴

史博物館を紹介しました。 

 

（スポーツの振興） 

県民スポーツ活動の振興 

スポーツフェスタ・ふくお

か 

・県民体育大会（夏季・秋季・冬季）として 39 種目を実施しまし

た。（参加者数 15,051 人） 

・東京で開催された全国青年大会に選手を派遣しました。 

（派遣人数 ６種目 152 人） 

総合型地域スポーツクラ

ブ設立推進 

総合型地域スポーツクラブ未設置市区町村に対し、育成アドバイ

ザーを派遣し、設立を支援しました。 

（累計 53 市区町村、78 クラブ設立） 

ねんりんスポーツ・文化祭

の開催 

ねんりんスポーツ・文化祭として、スポーツレクリエーションイ

ベント、文化イベント、地区大会などを開催しました。 

（参加者数 14 万人） 

（再掲）（３）－② 

高齢者スポーツの振興 

高齢者スポーツの振興のため、ゲートボール、ペタンク、グラウ

ンド・ゴルフ大会などを開催しました。（参加者数 17,715 人） 

選手強化事業 本県の競技力向上を図るため、福岡県体育協会加盟団体が競技力

の向上を目的として行う遠征・合宿等の強化事業に対して助成し

ました。（遠征合宿参加者数 40 競技団体 4,160 人） 

ふくおかスポーツ夢体験

事業 

各市町村が実施する小・中学生を対象にしたスポーツ教室に、ト

ップアスリートを派遣しました。 

（17 市町村で開催 参加者数 1,614 人） 
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（社会教育の推進） 

社会教育活動の推進 

ＮＰＯやボランティア団

体との連携・協力の推進 

ＮＰＯやボランティア団体との連携強化を図るため、「ふくおか子

どもの育ち支援フォーラム」などを開催しました。 

（参加者数 148 人） 

社会教育関係職員の資質

向上 

社会教育関係職員の資質向上を図るため、市町村新任社会教育関

係職員研修を実施しました。（受講者数 163 人） 

県立社会教育総合センタ

ー等での学習情報の提供

や学習相談の充実 

社会教育に関する情報提供等の充実を図るため、「ふくおか社会教

育ネットワーク」を活用し、先進的な取組事例等の情報提供やメ

ールマガジンの配信等を行いました。 

 

社会教育施設の充実 

県立図書館の機能充実 県立図書館の所蔵資料を、直接、自宅等のインターネットや電話

で予約し、最寄りの市町村立図書館（室）で受取・返却できるサ

ービスを実施しました。 

（サービスを利用できる市町村数 53 市町村） 

県立社会教育施設の利用

促進 

施設の開所日数を増やし、県民の多様な学習活動に対応したプロ

グラムの開発や家庭教育支援のための事業、児童生徒の現代的課

題に対応するプログラムを実施するなど、利用促進を図りました。 
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（１０）豊かな文化を楽しみ、幅広い分野の国際交流を実感できること 

②国際交流・連携を深める 

 

 [目指す姿] 

○ アジアをはじめ世界の諸地域との友好提携などにより、経済、文化などの分野で多様な

交流・協力関係を構築し、国際社会における福岡の知名度や存在感の向上を目指します。 

○ 環境分野において、国際的に幅広い自治体間ネットワークを構築し、アジアの環境問題

の解決に貢献することを目指します。 

○ 福岡を拠点に、アジアの次代を担う若者たちの活発な交流が進み、若者の間で相互理解・ 

連帯感が育まれることを目指します。 

○ 外国人留学生をはじめ海外の多様な人材が、安心して生活でき、能力を発揮して活躍す

ることを目指します。 

 

[主な取組みの実施状況] 

（アジア諸地域との環境交流の推進） 

自治体間環境協力の推進 

国際環境人材育成事業 アジア諸地域から今後の環境施策を担う中核行政官を招へいし、

公害克服の過程で本県に蓄積された環境技術やノウハウを活用し

た人材育成研修を実施しました。（研修員数 ４か国、20 人） 

 

（アジアとともに発展する交流拠点の形成） 

諸外国とのネットワークの形成 

アジア諸地域との交流の

推進 

・韓国については、日韓海峡沿岸県市道交流知事会議を韓国全羅

南道で開催し、これまでの成果の上に立って、より一層、幅広い

分野で、交流を深めることに合意しました。また、水産、環境、

観光、青少年交流等の各分野で共同交流を実施しました。 

・中国については、昨今の厳しい日中関係から、国どうしの交流

は難しい状況ではありますが、本県では、友好提携先である江蘇

省等から要人を積極的に受け入れる等の人的ネットワークの強化

や環境、青少年、観光等の分野で地域間交流を実施しました。 

・タイについては、バンコク都との間で、高校生の相互派遣、環

境人材育成研修、本県の観光・食・県産品等を紹介する「クール・

ジャパン・フクオカ」等の地域間交流を実施しました。 

・インドについては、デリー州との間で、同州エコクラブに所属

する高校生を受入れて本県高校生との交流、環境人材育成研修等

の地域間交流を実施しました。 

・ベトナムについては、ハノイ市との間で、高校生の相互派遣、

環境人材育成研修、本県の技術協力による廃棄物処分場の建設等

の地域間交流を進めました。 

国連ハビタット福岡本部

活動支援 

本県の国際協力・貢献を推進するため、国連ハビタット福岡本部

へ職員を派遣するなどの支援を行いました。 

若者による国際協力の促

進 

国際協力活動を行うことができる人材を育成するため、大学生を

対象に、国際協力活動の理念等を学ぶ県内研修や国連ハビタット

現地事務所等での研修等を実施しました。 

（派遣先 スリランカ、派遣人数 10人） 

-93-



海外県人会に係る人材の

育成・活用 

・海外福岡県人会会員の子弟を招へいし、小学校訪問交流、工場

見学、県内視察、ホームステイなどを実施しました。 

(参加者数 累計199名) 

・県内青年を海外福岡県人会へ派遣し、日系企業や現地企業視察、

大使館やＪＥＴＲＯ等政府機関訪問、県人会会員や現地青年との

意見交換、ホームステイ等を実施しました。 

(派遣先 ブラジル、ハワイ  派遣人数 各５名) 

・世界の各界で活躍する福岡県出身者等を本県に招へいし、セミ

ナー及び学校訪問を行うことで、ビジネス交流や青少年の啓発等

を図りました。 

 

アジア若者文化交流の推進 

アジアンビートの推進 多言語ウェブサイト「アジアンビート」により７言語で情報を発

信するとともに、ＦＡＣｏや現地雑誌と連動した「カワイイコン

テスト」をはじめとするアジア若者文化交流イベントなどを開催

しました。 

アジア太平洋こども会

議・イン福岡 

アジア太平洋諸国・地域との相互理解を促進し、国際感覚のあふ

れる青少年を育成するため、ホームステイや交流キャンプを実施

しました。 

・派遣事業 11 か国、派遣人数 185 人 

・招へい事業 34 か国・地域、招へい人数 291 人 

・日本のこども大使育成プログラム 参加者数 33 人 

 

留学生・在住外国人支援の充実 

福岡県留学生サポートセ

ンターにおける留学生支

援連携 

・海外からのリクルートをはじめ、留学中の生活相談、アルバイ

トの紹介、日本人学生や地域住民との交流支援、就職支援等、総

合的に留学生を支援しました。 

・海外主要都市において留学説明会を開催するとともに、県内の

日本語学校生を対象とした進学説明会を開催し、県内大学の留学

生数の拡大を図りました。 

(H26 年５月１日現在 12,781 人、全国 第３位) 

・かつて福岡で学んだ元留学生のネットワーク化についても取り

組んでおり、これまでに７団体が発足しました。 

（平成 26 年度設立団体 タイ、スリランカ） 

福岡女子大学における留

学支援 

・学術交流協定を締結している海外有力大学から留学生を受け入

れるための短期留学生受入プログラム（半年間）を実施しました。

（参加者数 前・後期 延べ 47 人） 

・勉学に励む優秀な外国人留学生に対して入学金、授業料免除な

ど、修学支援しました。（入学金 21 人、授業料減免 延べ 111 人） 

・アジアの女子高校生を対象に、日本語授業、日本事情、日本文

化体験などの研修を実施しました。（参加者数 20 人） 

アジア地域大学コンソー

シアム福岡 

福岡女子大学において学術交流協定を締結しているアジアの大学

との間でコンソーシアムを形成し、国際共同研究を実施しました。 

 

外国からの患者を受け入れるための体制の充実 

福岡アジア医療サポート

センターの運営 

医療分野における国際貢献に資するため、福岡アジア医療サポー

トセンターにおいて、医療機関や外国人患者からの相談の対応、

医療通訳の養成、医療通訳の派遣を行いました。（相談件数 300

件、医療通訳登録者数 21 人、医療通訳派遣回数 20 回） 
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（１０）豊かな文化を楽しみ、幅広い分野の国際交流を実感できること 

③アジアの知的拠点をつくる 

 

 [目指す姿] 

○ 優れた研究者、技術者が集まり、新たな知の地平を開く、世界的な学術研究交流拠点と

なることを目指します。 

 

[主な取組みの実施状況] 

（アジアの知的拠点の形成） 

アジア研究の充実・強化 

アジアの経済・社会等に関

する調査研究 

（公財）アジア成長研究所において、アジアの経済・社会等に関

する調査研究やセミナー、市民向け講座等を開催するとともに、

国内・海外の研究機関・教育機関との研究協力・連携を図りまし

た。 

 

学術研究都市づくりの推進 

学術研究に関する広報活

動 

 

 

将来の事業化や製品化が期待される九州大学の研究成果をはじ

め、産業化支援施設や企業立地情報など、九州大学学術研究都市

の強みを広くＰＲするため、関係団体と連携し、各種セミナーの

開催や展示会への出展を行いました。 

・セミナー参加者数 120 人（名古屋）、80 人（福岡） 

・展示会出展（「再生可能エネルギー先端技術展２０１４」、「第１

４回国際ナノテクノロジー総合展・技術会議」、「第１１回国際水

素・燃料電池展」） 

産学官の共同研究による

研究開発及び支援 

新産業創出が高く期待される研究プロジェクトをはじめ、九州大

学学術研究都市のポテンシャル強化につながる研究に対して支援

を行いました。（水素エネルギー・有機光エレクトロニクス等） 

産学連携交流支援 産学連携を促進するため、産学連携交流センター入居企業と九大

（研究者）の交流を支援したほか、九大と共同で超高圧電子顕微

鏡フォーラムを運営し、施設の民間開放を行いました。 

（フォーラムの会員 ７社） 

研究機関等の立地支援 九州大学学術研究都市の強みをアピールし、企業や研究所等の集

積を図るため、誘致活動を行いました。（延べ 72 社訪問） 

 

ＩＬＣ研究拠点化の推進 

広報・普及活動 ＩＬＣ（国際リニアコライダー）計画実現に向けて、県民の理解

促進、機運の醸成を図るためのイベントを実施しました。 

（サイエンスカフェ 11 回） 
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第３部　施策目標の進捗状況（１２１件）

（１） 活力にあふれ成長力に富んだ経済と雇用の創出（３８件）

目標 当初値
（計画策定時）

目標値
（H28年度）

現状値

自動車生産台数
109万台

（H22年度）
150万台

129.6万台
（H26年度）

自動車部品の地元調達率
60％

（H22年度）
70％

65%
（H26年度）

海外との連携活動が可能な先端
半導体産業の集積企業数

5社
（H22年度末）

50社
30社

(H26年度末）

（福岡）
（北九州）
（筑豊）
（筑後）

19社
6社
2社
3社

地場バイオ関連企業による製品開
発件数

38件
（H22年度末）

65件
62件

（H26年度末）

（福岡）
（北九州）
（筑豊）
（筑後）

13件
4件
3件

42件

産学官共同開発による自社ロボッ
ト関連製品保有企業数

10件
（H22年度末）

20件
19件

（H26年度末）

（福岡）
（北九州）
（筑豊）
（筑後）

8件
9件
2件
0件

Ruby開発企業数
87社

（H22年度末）
400社

325社
（H26年度末）

（福岡）
（北九州）
（筑豊）
（筑後）

289社
21社
8社
7社

コンテンツリーディング企業数
33社

（H22年度末）
100社

84社
（H26年度末）

（福岡）
（北九州）
（筑豊）
（筑後）

76社
5社
1社
2社

21件 36件
（福岡）
（北九州）

14件
9件

備考

県内誘致企業数
21件

（H22年度）
50件

36件
（Ｈ26年度）

（北九州）
（筑豊）
（筑後）

9件
5件
8件

海外企業誘致件数
※福岡県海外企業誘致協議会関
与分

11件
（H22年度）

15件
12件

（H26年度）

県内企業の海外進出数
463社

（H23.6）
600社

545社
（H26.12）

県内延べ宿泊者数
12,460千人泊
（H22年度）

15,000千人泊
15,479千人泊
（H26年度）
（速報値）

県内への入国外国人数
814千人
（H22年）

1,200千人
1,213千人
（H26年）

経営革新計画承認件数
477件

(H22年度)
500件

354件
(H26年度）

（福岡）
（北九州）
（筑豊）
（筑後）

197件
47件
23件
87件

農商工連携事業化件数
23件

（H22年度）
250件

240件
（H26年度末）

未利用特許の活用件数
776件

（H22年度末）
1,200件

1,158件
（H26年度末）
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目標 当初値
（計画策定時）

目標値
（H28年度）

現状値

フクオカベンチャーマーケット
商談開始率

69％
（H22年度）

75％
73%

（H26年度）

新生活産業における新規参入・
事業拡大事業者数

108社
（H15年～23年

の累計）

300社
（H15年～28年

の累計）

346社
（H15年～26年

の累計）

（福岡）
（北九州）
（筑豊）
（筑後）

250社
43社
17社
36社

農林水産物のブランド品目数
3品目

（H23年度）
10品目

6品目
（H26年度末）

法人化した集落営農組織数
95法人

（H22年度末）
200法人

180法人
(H26年度末）

（福岡）
（北九州）
（筑豊）
（筑後）

35法人
46法人
18法人
81法人

園芸農業の雇用型経営数
1,183経営体
（H22年度末）

1,500経営体
1,457経営体
（H26年度末）

（福岡）
（北九州）
（筑豊）
（筑後）

311経営体
84経営体

112経営体
950経営体

新規就農者数
148人

（H22年度）
200人

217人
（H26年度）

（福岡）
（北九州）
（筑豊）
（筑後）

49人
18人
24人

126人

農産物輸出額
10.5億円

（H22年度）
20億円

16.3億円
（H26年度）

ふくおか農業応援ファミリー登
録数

－ 15,000世帯
22,760世帯

（H26年度末）

（福岡）
（北九州）
（筑豊）
（筑後）

14,307世帯
4,641世帯

971世帯
2,841世帯

3,744ha 4,289ha
（福岡）
（北九州）

1,074ha
533ha

備考

減農薬・減化学肥料栽培面積
3,744ha

（H22年度末）
4,500ha

4,289ha
(H26年度末)

（北九州）
（筑豊）
（筑後）

533ha
907ha

1,775ha

６次産業化の取組による新商品
数

－ 50商品
31商品

（H26年度末）

（福岡）
（北九州）
（筑豊）
（筑後）

6商品
6商品
1商品

18商品

鳥獣被害対策に集落単位で取り
組む地区数

924地区
（H22年度末）

1,500地区
1,237地区

(H26年度末)

（福岡）
（北九州）
（筑豊）
（筑後）

463地区
205地区
266地区
303地区

県内製材工場の需要に占める県
産材シェア

25％
（H22年度）

50％
33%

(H26年度)

大学等就職決定率
84.5％

(H23.3卒)
全国平均以上

91.1％
（H27.3卒）

（福岡）
（北九州）
（筑豊）
（筑後）

98.6%
98.7%
98.8%
98.9%

完全失業率
5.8％

(H23.7-9)
5.0%

4.3％
(H27.1-3)

※全国平均　96.7%
（H27.3卒）

高校就職決定率
94.6％

(H23.3卒)
全国平均以上

98.7％
（H27.3卒）

※全国平均　98.8%
（H27.3卒）
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目標 当初値
（計画策定時）

目標値
（H28年度）

現状値

新生活産業における新規雇用者
数

542人
（H15年～23年

の累計）

1,750人
（H15年～28年

の累計）

2,003人
（H15年～26年

の累計）

広域連携プロジェクト参加団体
数

715団体
(H22年度末)

1,085団体
1,527団体

(H26年度末）

（福岡）
（北九州）
（筑豊）
（筑後）

167団体
369団体
562団体
429団体

地域づくりネットワーク福岡県
協議会加盟団体数

213団体
(H22年度末)

315団体
256団体

（H26年度末）

（福岡）
（北九州）
（筑豊）
（筑後）

81団体
70団体
35団体
70団体

北九州空港の貨物取扱量
12,300トン
(H22年度)

22,000トン
14,844トン
（H26年度)
（速報値）

東九州自動車道の整備
(福岡県域延長　L=49km)

北九州市～
苅田町間

供用中(L=8km)

完成
(H26年度)

北九州市～築上
町間、豊前市～
上毛町間供用中
(L=42km)　※１

福岡都市高速道路５号線の整備
(L=18.1km)

月隈JCT～福重
(L=17.2km)

完成
(H24年度)

都市高速道路５
号線(L=18.1km)
(H24年度完成)

苅田港貨物取扱量
2,928万トン
（H22年）

3,970万トン
3,518万トン
（H26年）

三池港コンテナ貨物取扱量
8,715TEU
(H22年度)

23,400TEU
15,614TEU
（H26年度）

備考

※１　椎田道路活用区間含む

（２） 災害や犯罪、事故がなく、安全で安心して暮らせること（１６件）

目標 当初値
（計画策定時）

目標値
（H28年度）

現状値

自主防災組織の組織率
63.1％

（H23.4）
90％

89.9%
(H26.4)

（福岡）
（北九州）
（筑豊）
（筑後）

95.6%
94.1%
47.9%
88.0%

避難行動要支援者個別避難支援
計画策定率
（旧：災害時要援護者避難支援計画
策定率）

8.3％
（H23.4）

91％
43.3%

（H26年度末）

（福岡）
（北九州）
（筑豊）
（筑後）

17.7%
53.9%
46.7%
60.0%

道路防災整備率
50％

（H23年度）
85％

73%
（H26年度末）

津波ハザードマップの策定支援
15％

（H23年度）
100％

65%
(H26年度末)

（福岡）
（北九州）
（筑豊）
（筑後）

83.3%
70.0%

－
25.0%

高潮ハザードマップの策定支援
33％

（H22年度）
100％

62%
（H26年度末）

（福岡）
（北九州）
（筑豊）
（筑後）

0.0%
100%

-
100%

洪水ハザードマップの策定支援
83％

（H23年度）
100％

100%
（H26年度末）

（福岡）
（北九州）
（筑豊）
（筑後）

100%
100%
100%
100%

備考
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目標 当初値
（計画策定時）

目標値
（H28年度）

現状値

住宅の耐震化率
79％

（H20年）
90％

83％
（H25年）

特定建築物の耐震化率
84％

（H23.4）
90％

86.0%
（H26年度末）

県立学校の耐震化率
82.9％

（H23.4）
100％

97.6%
（H26年度末）

（福岡）
（北九州）
（筑豊）
（筑後）

99.4%
94.5%
99.5%
97.4%

橋梁の耐震化率
76％

（H23年度）
97％

94%
（H26年度末）

（福岡）
（北九州）
（筑豊）
（筑後）

89%
100%
94%
91%

県管理河川の不法係留船の数
872隻

（H22年度）
500隻

569隻
（H27.1）

（福岡）
（北九州）
（筑豊）
（筑後）

350隻
31隻

－
188隻

刑法犯認知件数
78,809件
（H22年）

70,000件以下
63,259件
（H26年）

（福岡）
（北九州）
（筑豊）
（筑後）

34,855件
15,119件
5,484件
7,801件

地域防犯団体数
※地域防犯団体とは、地域の防
犯を目的として地域の住民等に
より組織された団体のこと。

1,725団体
(H22.12)

2,300団体
1,773団体
(H26.12)

（福岡）
（北九州）
（筑豊）
（筑後）

789団体
410団体
192団体
382団体

飲酒運転による交通事故発生件
数

257件
（H23年）

130件以下
153件

（H26年）

（福岡）
（北九州）
（筑豊）
（筑後）

72件
34件
16件
29件
2件

備考

（その他）※２ 2件

交通事故発生件数
44,445件
(H22年)

40,000件以下
41,168件
（H26年）

（福岡）
（北九州）
（筑豊）
（筑後）

19,772件
10,785件
3,371件
6,672件

568件

交通事故死者数
170人

(H22年)
120人以下

147人
（H26年）

（福岡）
（北九州）
（筑豊）
（筑後）

57人
38人
16人
30人
6人

※２　高速道路等

（３） 高齢者や障害者が安心してはつらつと生活できること（７件）

目標 当初値
（計画策定時）

目標値
（H28年度）

現状値

70歳まで働ける企業の割合
16.1％

（H22年）
30％

17.9%
（H26年）

高齢者の就業率
18.5％

（H19年）
25％

17.7％
（H24年)

見守り活動チームを編成してい
る市町村数

40市町村
（H23.9）

60市町村
58市町村

（H26年度末）

（福岡）
（北九州）
（筑豊）
（筑後）

20市町村
12市町村
15市町村
11市町村

備考

（その他）※２

（その他）※２

（その他）※２
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目標 当初値
（計画策定時）

目標値
（H28年度）

現状値

障害者雇用率
1.63％

（H23.6）

1.8％
※H25年4月から
2.0%に引き上げ

1.80%
(H26.6)

（福岡）
（北九州）
（筑豊）
（筑後）

12,333円/月
14,090円/月
12,759円/月
13,447円/月

「特定まちづくり施設」の整備
基準適合率
※福岡県福祉のまちづくり条例にお
いて届出された「特定まちづくり施
設（建築物）」のうち、「整備基
準」に適合している割合。「特定ま
ちづくり施設（建築物）」とは、官
公庁、百貨店など、不特定かつ多数
の人が利用する部分を有する施設
で、用途、規模などにより新築等の
届出を要する施設のこと。

65.1％
（H22年度）

75％
68.8%

（H27.4.1）

（福岡）
（北九州）
（筑豊）
（筑後）

75.8%
60.9%
72.7%
76.1%

福岡県福祉のまちづくり条例に
おける適合証交付件数
※「まちづくり施設」の所有者等の
請求に基づく適合証交付数。

1,164件
（～H22年度）

2,000件
2,198件

(H26年度末）

（福岡）
（北九州）
（筑豊）
（筑後）

666件
679件
280件
573件

（４） 女性がいきいきと働き活躍できること（８件）

目標 当初値
（計画策定時）

目標値
（H28年度）

現状値

市町村における男女共同参画に 43市町村
60市町村

55市町村
（福岡）
（北九州）

17市町村
13市町村

備考

障害者施設等で働く障害者の平
均収入月額

11,791円／月
（H22年度）

全国平均以上
13,112円／月
（Ｈ25年度）

※全国平均　14,437円
/月（H25年度）

備考

市町村における男女共同参画に
関する計画の策定

43市町村
（H23.4）

60市町村
55市町村

（H26年度末）
（北九州）
（筑豊）
（筑後）

13市町村
13市町村
12市町村

審議会等委員に占める女性の割
合

県：41.3％
市町村平均：

26.3％
（H23.4）

県：
40％以上維持
市町村平均：

30.0％

県：41.4％
市町村平均：

29.1％
（H26.4.1）

（福岡）
（北九州）
（筑豊）
（筑後）

29.0%
31.1%
23.4%
31.7%

本県の課長相当職以上に占める
女性の割合

3.5％
（H22）

6.0％以上
6.6％

(H26.4.1)

ロールモデル（自らが将来像を
描く際の参考となる模範）登録
者数

100人
（H23.10）

300人
315人

（H26年度末）

子育て女性就職支援センターに
よる就職者数

512人
（H22年度）

750人
619人

（H26年度）

（福岡）
（北九州）
（筑豊）
（筑後）

228人
131人
81人

179人

子育て応援宣言企業の登録数
3,261社
（H23.9）

6,000社
5,050社

(H26年度末)

（福岡）
（北九州）
（筑豊）
（筑後）

2,328社
835社
570社

1,317社

配偶者からの暴力の相談窓口の
周知度

29％
（H21.3）

60％
（Ｈ26年度）

66.7%
(H27.3)

（福岡）
（北九州）
（筑豊）
（筑後）

66.0%
69.7%
64.0%
66.0%

女性と子どもの安全みまもり企
業数

161事業所
（H23.4）

3,000事業所
3,509事業所
（H26年度末）

（福岡）
（北九州）
（筑豊）
（筑後）

1,564事業所
835事業所
634事業所
476事業所
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（５） 安心して子育てができること（９件）

目標 当初値
（計画策定時）

目標値
（H28年度）

現状値

大学等就職決定率（再掲）
84.5％

(H23.3卒)
全国平均以上

91.1％
（H27.3卒）

（福岡）
（北九州）
（筑豊）
（筑後）

98.6%
98.7%
98.8%
98.9%

年間出生数
46,818人
（H22年）

46,000人以上
45,202人
（H26年）

妊娠満11週以内での妊娠の届出
率

79.3％
（H21年度）

100％
86.9％

（H25年度）

（福岡）
（北九州）
（筑豊）
（筑後）

86.5%
90.8%
86.8%
82.2%

ＮＩＣＵ（新生児集中治療管理
室）病床数の増床（福岡・筑豊
地域）

福岡：63床
北九州：54床

筑豊：6床
筑後：45床
（H23.4）

福岡：73床

筑豊：11床

福岡：72床
北九州：63床

筑豊：9床
筑後：45床

（H26年度末）

保育所入所待機児童数
1,063人
（H23.4）

0人
759人

（H27.4）

（福岡）
（北九州）
（筑豊）
（筑後）

696人
12人
0人

51人

「子育て応援の店」の登録店舗
数

15,655店舗
（H23.11）

22,000店舗
20,192店舗

（H26年度末）

（福岡）
（北九州）
（筑豊）
（筑後）

9,594店舗
4,546店舗
2,319店舗
3,733店舗

（福岡） 2,328社

備考

※全国平均　96.7%
（H27.3卒）

高校就職決定率（再掲）
94.6％

(H23.3卒)
全国平均以上

98.7％
（H27.3卒）

※全国平均　98.8%
（H27.3卒）

子育て応援宣言企業の登録数
（再掲）

3,261社
（H23.9）

6,000社
5,050社

(H26年度末)

（福岡）
（北九州）
（筑豊）
（筑後）

2,328社
835社
570社

1,317社

里親等への委託率
14％

（H22年度）
21％

17％
（H26年度）

（６） 子ども・若者が夢を抱き、将来に向かってはばたけること（１３件）

目標 当初値
（計画策定時）

目標値
（H28年度）

現状値

（福岡）
小：4教科
中：4教科

（北九州）
小：0教科
中：0教科

（北筑後）
小：0教科
中：0教科

（南筑後）
小：4教科
中：0教科

（筑豊）
小：0教科
中：0教科

（京築）
小：0教科
中：0教科

（政令市）
小：0教科
中：0教科

全国体力・運動能力、運動習慣
等調査における体力合計点（公
立学校）

小：男子53.35
　　女子52.92
中：男子39.43
　　女子44.87

（H22年）

全国平均以上

小：男子53.62
    女子53.99
中：男子40.66
    女子46.85

（H26年）

備考

全国学力・学習状況調査におい
て全国平均を上回った教科区分
数（公立学校）

2教科区分
（H22年）

※中：国語Ａ
　 中：数学Ｂ

8教科区分
０教科区分
（H26年）

※全国平均
小:男子53.91
   女子55.01
中:男子41.74
   女子48.66
（H26年）
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目標 当初値
（計画策定時）

目標値
（H28年度）

現状値

（福岡）
小：98.9%
中：94.6%

（北九州）
小：98.4%
中：84.8%

（筑豊）
小：91.5%
中：93.1%

（筑後）
小：95.1%
中：86.4%

小・中学校
11.7人／千人

（H22年）
全国平均以下

小・中学校
12.4人／千人

（H25年）

高等学校
19.7人／千人

（H22年）
全国平均以下

高等学校
18.0人／千人

（H25年）

小・中学校
22.9％

（H22年）
全国平均以上

小・中学校
33.0%

（H25年）

高等学校
39.5％

（H22年）
50％

高等学校
30.7%

（H25年）

朝食を毎日食べる児童の割合
（公立学校）

87.2％
（H22年）

95%
84.8%

（H26年）

（福岡）
（北九州）
（北筑後）
（南筑後）
（筑豊）
（京築）
（政令市）

 87.6%
81.9%
85.3%
84.6%
80.9%
84.0%
84.4%

子ども読書推進計画を策定して
いる市町村数

29市町村
（H22年度末）

60市町村
54市町村

（H26年度末）

（福岡）
（北九州）
（筑豊）

19市町村
12市町村
12市町村

備考

教育力向上福岡県民運動推進の
ための広報を家庭・地域に行っ
た学校の割合（公立学校）

小：86.5％
中：86.9％
（H23年）

小：100％
中：100％

小：96.4％
中：89.7％
（H26年）

不登校の児童生徒数（公立学
校）

※全国平均　11.8人/
千人（H25年）

※全国平均　18.8人/
千人（H25年）

不登校から継続して登校できる
ようになった児童生徒の割合
（公立学校）

※全国平均　30.4%
（H25年）

いる市町村数 （H22年度末）
60市町村

（H26年度末） （筑豊）
（筑後）

12市町村
11市町村

非行者率
※10～19歳までの人口1,000人当
たりに刑法犯少年が占める割合

12.6人
（H22年）

9.8人以下
7.3人

（H26年）

（福岡）
（北九州）
（筑豊）
（筑後）

6.6人
9.7人
7.5人
5.8人

再犯者率
※14歳以上の刑法犯少年に占め
る再犯者の割合

34.5％
（H22年）

30.0％以下
35.4%

（H26年）

（福岡）
（北九州）
（筑豊）
（筑後）

32.7%
38.0%
40.8%
35.9%

（福岡）
小：98.3%
中：82.8%

 高：81.8%

（北九州）
小：99.0%
中：90.0%
高：58.6%

（筑豊）
小：95.3%
中：60.0%
高：35.7%

（筑後）
小：97.3%
中：70.3%
高：88.0%

学校関係者評価実施率（公立学
校）
※学校関係者評価とは、学校が行っ
た自己評価を学校に関係を持つ校区
の保護者等で構成した委員会が評価
するもの

小：94.4％
中：92.9％
（H22年度）

小：100％
中：100％

小：100％
中：100％

（H26年度）

地震に関する避難訓練の実施率
（公立学校）

小：90.8％
中：48.4％
高：38.2％
（H22年度）

小：100％
中：100％
高：100％

小：98.4％
中：81.0％
高：69.2％
（H26年度）
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（７） 誰もが元気で健康に暮らせること（５件）

目標 当初値
（計画策定時）

目標値
（H28年度）

現状値

特定健康診査の実施率
34％

（H20年度）
70％以上

42.0％
（H24年度）

特定保健指導の実施率
9.3％

（H20年度）
45％以上

17.4％
（H24年度）

内臓脂肪症候群の該当者及び予
備群の減少率

784,000人
（H18年度）

H20年度の
10％以上減

H20年度の
1.370%増
(H24年度)

がん死亡率（75歳未満）
人口10万人対

87.6人
（H22年）

人口10万人対
80.6人

人口10万人対
84.6人

（H25年）

自殺死亡率
人口10万人対

23.3人
（H22年）

人口10万人対
20.6人

人口10万人対
19.7人

（H26年（概数））

（８） 心のぬくもりと絆を実感できる社会であること（７件）

目標 当初値
（計画策定時）

目標値
（H28年度）

現状値

ＮＰＯ・ボランティアと県との
協働事業数

131件
（H22年度）

155件
156件

（H26年度）

ＮＰＯ・ボランティアと市町村 1,068件 1,510件
（福岡） 658件

備考

備考

ＮＰＯ・ボランティアと市町村
との協働事業数

1,068件
（H22年度）

1,600件
1,510件

（H26年度）

（福岡）
（北九州）
（筑豊）
（筑後）

658件
298件
199件
355件

さわやか道路美化促進認定団体
数

245団体
（H22年度）

395団体
491団体

（H26年度末）

（福岡）
（北九州）
（筑豊）
（筑後）

84団体
56団体
71団体

280団体

河川愛護団体数
363団体

（H23年度）
440団体

406団体
（H26年度末）

（福岡）
（北九州）
（筑豊）
（筑後）

107団体
146団体
26団体

127団体

河川愛護・活動支援企業数
13社

（H23年度）
130社

122団体
（H26年度末）

（福岡）
（北九州）
（筑豊）
（筑後）

17社
35社
24社
46社

地域コミュニティ活性化に取り
組む市町村数
※「地域コミュニティ活性化に取り
組む」とは、自治会や行政区の機能
強化など、地域コミュニティ活性化
について一定の方向性を定め、行政
として実際に何らかの措置をとるこ
とをいう。

28市町村
（H23年度）

50市町村
40市町村

（H26年度）

（福岡）
（北九州）
（筑豊）
（筑後）

16市町村
7市町村
6市町村

11市町村

｢ふくおか生涯学習ひろば｣への
アクセス数

140,604件
(H22年度)

210,000件
193,533件
(H26年度)
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（９） 環境と調和し、快適に暮らせること（８件）

目標 当初値
（計画策定時）

目標値
（H28年度）

現状値

新築住宅における認定長期優良
住宅の割合

10％
（H21年度）

17%
11.3%

（H26年度）

（福岡）
（北九州）
（筑豊）
（筑後）

9.2%
14.7%
15.1%
14.2%

リサイクル技術の実用化件数
19件

（H22年度末）
29件

27件
（H26年度末）

一般廃棄物の総排出量
1,947千トン
(H20年度)

1,734千トン
(H27年度)

1,853千トン
(H25年度)

（福岡）
（北九州）
（筑豊）
（筑後）

920千ﾄﾝ
522千ﾄﾝ
148千ﾄﾝ
263千ﾄﾝ

一般廃棄物の再生利用率
24％

(H20年度)
25％

(H27年度)
22%

(H25年度)

（福岡）
（北九州）
（筑豊）
（筑後）

16%
28%
27%
30%

産業廃棄物の排出量
13,766千トン
(H20年度）

14,454千トン
(H27年度)

13,045千トン
(H24年度)

産業廃棄物の再生利用率
61％

(H20年度）
61％

(H27年度)
53%

(Ｈ24年度)

再生可能エネルギー導入容量
299,630ｋW

（H22年度末）
580,000ｋW

1,373,446KW
（H26年度末）

（福岡）
（北九州）
（筑豊）
（筑後）

376,981KW
374,675KW
260,240KW
361,550KW

荒廃森林の再生面積
6,759ha

（H22年度末）
25,700ha

18,391ha
（H26年度末）

（福岡）
（北九州）
（筑豊）
（筑後）

5,731ha
2,849ha
6,288ha
3,523ha

備考

（10） 豊かな文化を楽しみ、幅広い分野の国際交流を実感できること（１３件）

目標 当初値
（計画策定時）

目標値
（H28年度）

現状値

文化イベント件数
※県主催、共催、後援

363件
(H22年度)

420件
462件

（H26年度）

県立美術館入館者数
149,381人
(H22年度)

160,000人
79,895人

（H26年度）

九州歴史資料館入館者数
15,544人
(H22年度)

35,000人
26,343人

(H26年度）

スポーツイベント件数
※県主催、共催、後援

202件
（H22年度）

240件
230件

（H26年度）

スポーツ団体数
（競技団体、ＮＰＯ、総合型地域ス
ポーツクラブなど）

14,492団体
（H22年度）

15,200団体
15,110団体
(H26年度）

（福岡）
（北九州）
（筑豊）
（筑後）

7,956団体
3,719団体
1,352団体
2,083団体

国民体育大会における男女総合
成績

11位
（H23年度）

8位以内
7位

（H26年度）

※３　平成26年1月～8月は、耐震改修工事に伴い休館

備考

※３
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目標 当初値
（計画策定時）

目標値
（H28年度）

現状値

県立社会教育施設の利用者数
（社会教育総合センター、英彦
山青年の家、少年自然の家「玄
海の家」）

222,977人
(H22年度)

270,000人
247,391人
（H26年度）

ふくおか社会教育ネットワーク
へのアクセス件数

231,704件
(H22年度)

300,000件
308,757件
（H26年度）

環境協力協定の数
2箇所

(H23.12)
4箇所

3箇所
(H26年度末)

国際環境人材育成数
84人

（H23年度）
164人

139人
(H26年度）

アジアンビートへのアクセス数
1,000万件／年

（H23年度）
3,500万件／年

2,174万件／年
（H26年度）

福岡県の留学生数
9,036人
（H22.5）

21,600人
12,781人
(H26.5)

福岡女子大学の受入留学生数
（学部）

45人
（H23.5）

100人
108人

（H26年度）

備考

（４地域別　市町村一覧）

（６教育事務所別　市町村一覧）

福岡地域  ：福岡市、筑紫野市、春日市、大野城市、宗像市、太宰府市、古賀市、福津市、朝倉市、糸島市、那珂川町、

　　　　　　宇美町、篠栗町、志免町、須恵町、新宮町、久山町、粕屋町、筑前町、東峰村

北九州地域：北九州市、行橋市、豊前市、中間市、芦屋町、水巻町、岡垣町、遠賀町、苅田町、みやこ町、吉富町、

　　　　　　上毛町、築上町

筑豊地域　：直方市、飯塚市、田川市、宮若市、嘉麻市、小竹町、鞍手町、桂川町、香春町、添田町、糸田町、川崎町、

　　　　　　大任町、赤村、福智町

筑後地域　：大牟田市、久留米市、柳川市、八女市、筑後市、大川市、小郡市、うきは市、みやま市、大刀洗町、

筑豊教育事務所　：飯塚市、田川市、嘉麻市、桂川町、香春町、添田町、糸田町、川崎町、大任町、赤村、福智町

京築教育事務所　：行橋市、豊前市、苅田町、みやこ町、吉富町、上毛町、築上町

　　　　　　大木町、広川町

福岡教育事務所　：福岡市、筑紫野市、春日市、大野城市、宗像市、太宰府市、古賀市、福津市、糸島市、那珂川町、

　　　　　　　　　宇美町、篠栗町、志免町、須恵町、新宮町、久山町、粕屋町

北九州教育事務所：北九州市、直方市、中間市、宮若市、芦屋町、水巻町、岡垣町、遠賀町、小竹町、鞍手町

北筑後教育事務所：久留米市、小郡市、うきは市、朝倉市、筑前町、東峰村、大刀洗町

南筑後教育事務所：大牟田市、柳川市、八女市、筑後市、大川市、みやま市、大木町、広川町
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